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【指針本文】 

Ⅱ．発注関係事務の適切な実施のために取り組むべき事項 

各発注者は、発注関係事務（新設だけでなく維持管理に係る発注関係事務を含む。）

を適切に実施するため、工事及び業務について、発注準備、入札契約、工事施工又は

業務履行、完成又は完了後の各段階で本項に記載の事項に取り組む。 

また、関係機関との調整、住民合意、用地確保、法定手続など、現場の実態に即し

た条件（自然条件を含む。）を踏まえた事業全体の工程計画を検討するとともに、各段

階において事業の進捗に関する情報を把握し、計画的な事業の進捗管理を行う。加え

て、生産性の向上のため、建設事業で取扱う情報をデジタル化することにより、調

査、設計、施工、維持管理等の建設事業の各段階に携わる受発注者のデータ活用・共

有を容易にする BIM/CIM※の適用 1）や情報共有システム、その他情報通信技術の活用等

により、事業全体におけるデータの引継ぎと受発注者間の共有の円滑化及び効率的な

活用や書類作成業務の簡素化を図るよう努める。 

さらに、生産性向上と担い手確保に向けて働き方改革を進めるため、各段階におい

て情報通信技術を積極的に活用 2）し、電子入札システムの導入や地下埋設物データ等

の官民が保有するデータの連携、電子納品（業務や工事の各段階の成果を電子成果品

として納品すること。以下同じ。）のオンライン化等の推進に努めるとともに、生産性

向上に資する技術についても積極的に活用するよう努める。なお、情報通信技術の活

用に当たっては、情報保全を確実に行う。 

各発注者は、工事及び業務について、新技術を積極的に活用するよう努める。なお、

新技術の活用に当たっては、価格のみを理由としてその利用が妨げられることのない

よう配慮する。 

※ Building/Construction Information Modeling,Management の略 

 
           

参考 

1）例えば、「直轄土木業務・工事における BIM/CIM 適用に関する実施方針」（国土交通省）を参照するこ

と。 
2）例えば、「ICT の全面的な活用の推進に関する実施方針」（国土交通省）を参照すること。 

【解 説】 
 ○ 発注関係事務   ⅰ） 

発注関係事務の内容については、品確法第７条において、以下のとおり定められている。 
【品確法第７条に規定される発注関係事務】 

（発注者等の責務） 
第七条 発注者は、基本理念にのっとり、現在及び将来の公共工事の品質が確保されるよう、公

共工事の品質確保の担い手の中長期的な育成及び確保に配慮しつつ、公共工事等の仕様書及び

設計書の作成、予定価格の作成、入札及び契約の方法の選択、契約の相手方の決定、工事等の

監督及び検査並びに工事等の実施中及び完了時の施工状況又は調査等の状況（以下「施工状況

等」という。）の確認及び評価その他の事務（以下「発注関係事務」という。）を、次に定める

ところによる等適切に実施しなければならない。 
出典）「公共工事の品質確保の促進に関する法律」 
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【「発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）」 改正の主なポイント】 

 
出典）「国土交通省作成資料」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                        

  
（参考法令等） 
ⅰ）品確法 第７条（発注者の責務） 
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 ○ BIM/CIM（ビムシム）の適用  １）２） 

 BIM/CIM (Building/Construction Information Modeling, Management）導入の目的は、建設事業

で取り扱う情報をデジタルデータとして統合管理することで、受発注者のデータ活用・共有を容易

にし、建設生産・管理システム全体の効率化を図ることである。 

 ３次元モデルや点群データ、GIS など、目的に応じたデータやツールを活用し、建設事業で取り扱

う情報を統合管理することで効率的に事業を進めていくことが可能となる。 

 国土交通省では、受発注者の省人化や生産性向上を目的に、令和５年度から直轄土木業務・工事に

BIM/CIM を原則適用している。 

【BIM/CIM によるこれまでの取組と今後の方向性】 

 
出典）「国土交通省作成資料」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
                        

  

（参考資料） 
１）BIM/CIM 取扱要領（令和 7 年 3 月国土交通省） 
２）直轄土木業務・工事における BIM/CIM 適用に関する実施方針 
（リンク https://www.mlit.go.jp/tec/tec_fr_000158.html） 
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 ○電子入札システムの導入   

【国交省電子入札システムの方向性】 

 
出典）「発注者責任を果たすための今後の建設生産・管理システムのあり方に関する懇談会」 

（令和 5 年 5 月国土交通省） 
 
 ○官民が保有するデータの連携   

【技術者情報ネットワークの構築】 

 
出典）「発注者責任を果たすための今後の建設生産・管理システムのあり方に関する懇談会」 

（令和 6 年 12 月国土交通省） 
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【指針本文】 

１ 工事 

１－１ 工事発注準備段階 

（工事に必要な情報等の適切な把握） 

工事の発注の準備として、地形、地物、地質、地盤、自然環境、工事影響範囲の用

地、施工に係る関係者などの工事の施工に必要な情報を適切に把握する。 

 

（工事の内容等に応じた入札契約方式の選択） 

工事の発注に当たっては、本指針を踏まえ、工事の内容や地域の実情等に応じ、価

格競争方式、総合評価落札方式、技術提案・交渉方式等の適切な入札契約方式 1）を

選択するよう努める。なお、工事の内容等に応じた入札契約方式の選択・活用につい

ては、「Ⅳ．多様な入札・契約方式の選択・活用」に具体的に記載している。 

また、自らの発注体制や地域の実情等により、適切な入札契約方式の選択・活用の

実施が困難と認められる場合は、国、都道府県や外部の支援体制の活用に努める。 

 

（地域の実情等を踏まえた発注） 

地域の実情等を踏まえ、予算、事業計画、工事内容、工事費等を考慮し、また地域

における公共工事の担い手の育成・確保に配慮し、競争性の確保に留意しつつ、競争

参加資格や工区割り、発注ロット等を適切に設定し、各工事の手続期間や工期を考慮

して工事の計画的な発注を行う。 

 

（現場条件等を踏まえた適切な設計図書の作成） 

契約後の円滑な工事施工を確保するため、設計図書の作成に当たっては、需給の

状況、経済社会情勢の変化、施工条件（自然条件を含む。）を勘案するとともに、工

事に必要な関係機関との調整、住民合意、用地確保、法定手続などの進捗状況を踏

まえ、現場の実態に即した施工条件の明示 2）等により、適切に設計図書を作成 3）

し、積算内容との整合を図る。また、建設現場において情報通信技術を活用しやす

くなるよう、発注者は、通信環境の整備にも配慮する。 

一方、遠隔地から労働力や資材・機材を調達する必要がある場合など、工事の発

注準備段階において施工条件を具体的に確定できない場合には、積算上の条件と、

当該条件が設計変更の対象となる旨も明示する。 

なお、工期、安全性、生産性、脱炭素化などの価格以外の要素も考慮して総合的

に価値の最も高い資材、機械、工法等（新たな技術を活用した資材、機械、工法等

を含む。以下、「総合的に価値の最も高い資材等」という。）を採用するよう努め、

新たな技術の活用が価格のみを理由に妨げられないよう配慮する。 
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参考 

1）例えば、「公共工事の入札契約方式の適用に関するガイドライン」（国土交通省）を参照すること。 
2）例えば、「条件明示について」（国土交通省）を参照すること。 

3）例えば、「営繕工事の生産性向上に向けた関係者間調整の円滑化のために営繕事業の各段階において

発注者として実施する事項について」（国土交通省）を参照すること。 

【解 説】 

 ○ 工事の内容等に応じた入札契約方式の選択   １） 

国土交通省では、「発注者責任を果たすための今後の建設生産・管理システムのあり方に関する

懇談会」での議論を踏まえ、発注者による事業の特性等に応じた適切な入札契約方式の選択が可

能となるよう、多様な入札契約方式を体系的に整理し、その導入・活用を図ることを目的として

「公共工事の入札契約方式の適用に関するガイドライン」を平成 27 年５月に策定している。 
 

【公共工事の入札契約方式の適用に関するガイドライン 改正ポイント】 

 
出典）「公共工事の入札契約方式の適用に関するガイドライン令和 4 年 3 月改正のポイント」（国土交通省 HP） 
 

【工事の調達 公共工事の入札契約方式の適用に関するガイドライン（抜粋）】 
2.4 工事の調達 
2.4.1 工事調達の入札契約方式の全体像 

入札契約方式は多様であるが、その性格等に応じて、主に以下の要素で構成される。 
 
・契約方式：契約の対象とする業務及び施工の範囲の設定方法 
・フレームワーク※の有無：個別工事の発注（期間、工事量の目安、契約の相手方の選定 
方法等）に関するフレームワークの有無 
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・競争参加者の設定方法 ：契約の相手方を選定する際の候補とする者の範囲の設定方法 
・落札者の選定方法   ：契約の相手方の候補とした者から、契約の相手方とする者を 
選定する方法 
・支払方式       ：業務及び施工の対価を支払う方法 
※フレームワーク方式やフレームワークの定義等については「3.3 包括協定（フレームワーク）

の有無」を参照のこと 
 

 工事調達における入札契約方式は、方式ごとに必要な技術力や発注体制を踏まえつつ、工事

の性格や地域の実情等に応じて、適切な方式を選択し、組み合わせて適用されるものである。 

 
図-2.4 工事調達の入札契約方式の全体像 

 
2.4.2 入札契約方式の選択時に考慮する事項 

発注者は、入札契約方式の選択において事業・工事の特性や地域の実情等を含めて種々の事項

を考慮し、契約方式、フレームワークの有無、競争参加者の設定方法、落札者の選定方法、支払

方式の適切な組合せを選定することが重要である。 
入札契約方式の選択は、以下の事項を考慮する。 
 

➢契約方式：「仕様、前提条件や工事価格の確定度」、「事業・工事の複雑度」、「施工の制約度」

等 
➢フレームワークの有無：「不調不落の発生のおそれ」、「競争参加者又は受注者選定の透明性

の確保」 等 
➢競争参加者の設定方法：「契約の性質又は目的※」、「災害時の緊急的な対応」等 
➢落札者の選定方法：「価格以外の要素の評価の必要性」、「最良の提案を採用する必要性」、「競

争参加者数の見込み等を踏まえた受発注者双方の事務負担軽減の必要性」等 
➢支払方式：「工事進捗に応じた支払い」、「煩雑な設計変更」、「コスト構造の透明性の確保」 

等 
※現場条件の厳しさや工事発注の一時的な集中等に起因する不調不落の発生のおそれ等を含

む 
 

選択した入札契約方式に応じて、発注者においては、施工者からの技術提案の妥当性等の審査・

評価、受注者が提案した工法に基づく設計成果の確認等を実施する必要があることから、発注者

のこれまでの発注経験や発注体制も考慮し、入札契約方式を選択することが望ましい。  
また、入札契約方式の選択に際しては、受注者の状況（受注者（競争参加者）の実績や数、技



「指針本文」についての解説 
Ⅱ．発注関係事務の適切な実施について 
１ 工事 １－１ 工事発注準備段階 

Ⅱ－9 
 

術開発の状況等）も考慮する。  
さらに、発注関係事務を発注者が実施する上で、支援が必要な場合は、発注者における体制確

保を図る方式（事業促進ＰＰＰ、ＣＭ方式等）の活用も考えることが望ましい。 
なお、公共工事の入札において、透明性、公正性、競争性の確保が求められてきたことから、

近年では国土交通省直轄工事のほとんどは、一般競争入札・総合評価落札方式を適用している。

一方で、近年頻発する災害時には、緊急性等に応じて、早期復旧や復興のため、平常時とは異な

る入札契約方式を適切に選択する必要があり、また、厳しい条件下における高度な技術が必要と

される工事等では従来の方式のみでは効率的・効果的な調達が困難となってきたことから、仕様

の確定が困難な工事等に対しては「技術提案・交渉方式」を適用するなど、多様な入札契約方式

の活用が必要となっている。こうしたことを背景に近年、「国土交通省直轄工事における技術提

案・交渉方式の運用ガイドライン（平成 27 年 7 月策定、令和 2 年 1 月最終改正）」、「災害復旧に

おける入札契約方式の適用ガイドライン（平成 29 年 7 月策定、令和 3 年 5 月最終改正）」等が整

備され、技術提案・交渉方式や災害復旧における随意契約又は指名競争入札等の適用工事が増加

しており、引き続き、公共工事の性格、地域の実情を踏まえ、一般競争入札・総合評価落札方式

以外の入札契約方式の適用についても、適時適切に検討することが重要である。 

 
図-2.5 工事の性格、地域の実情に応じた入札契約方式の選択 

 

 
図-2.6 工事の性格、地域の実情に応じた入札契約方式の選択 

出典）「公共工事の入札契約方式の適用に関するガイドライン」（平成 27 年 5 月国土交通省） 
                        

  

災害時
災害・平常

平常時

災害復旧における入札契約方式
の適用ガイドライン

国土交通省直轄工事における
技術提案・交渉方式の運用ガイドライン

スタート

技術提案・交渉方式
随意契約

（災害協定の活用）

高

施工体制確保
目的物変更

標準

国土交通省直轄工事における
総合評価落札方式の運用ガイドライン

不確定（リスク大）

難
例）
維持・修繕工事等
参加できる者が限定

難

一般競争入札
総合評価落札方式

Ⅱ型 Ⅰ型 S型 A型

有

無

本復旧・復興

応急復旧
・啓開
・がれき撤去
・段差処理
・迂回路
・仮堤防
・・・・・・

本復旧
・孤立集落解消
・住民生活支障
・・・・・・

技術的工夫余地

施工体制確保
（不調・不落のおそれ）

緊急度

技術的工夫余地

標準

例）
災害復旧期で
参加できる者が限定

・高度な施工技術を要する工事
・追加調査を要する修繕工事
・多くの協議を要する輻輳工事

・・・・・

例）
・高度な施工技術を要する工事
・追加調査・協議等を要する復旧工事

・・・・・

仕様・前提条件

仕様・前提条件

発注者が任意の特定の者を
選定

最も優れた提案を行った優先交渉権者と価格
や施工方法等を交渉し、交渉が成立した場合
に、契約の相手方とする

A型：目的物の変更を伴う技術提案を求める
S型：目的物の変更を伴わない技術提案を求める
Ⅰ型：企業・技術者能力を評価、施工計画の提出を求める
Ⅱ型：企業・技術者能力を中心に評価（施工計画の提出を求めない）

確定（リスク少）

少
標準

多

指名競争入札

通常 ﾌﾚｰﾑﾜｰｸ方式

通常：発注者が有資格者より競争参加者を指名
公募：公募による審査を通過した者を指名
ﾌﾚｰﾑﾜｰｸ方式：公募により選定した者に対し、
所定期間内の複数の個別工事を発注

公募

確定（リスク少）

不確定（リスク大）

多

施工計画での
能力確認

（実績で評価）
有

無

少

（参考資料） 
１）「公共工事の入札契約方式の適用に関するガイドライン」（平成 27 年 5 月国土交通省） 
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 ○ 地域の実情等を踏まえた発注   ⅰ）１） 

国等における適切な発注ロットの設定については、中小企業者の受注の確保に関する法律に基

づく中小企業者に関する国等の契約の基本方針において、以下のとおり定められている。 
【分離・分割発注の推進】 

第２ ２ 中小企業・小規模事業者が受注しやすい発注とする工夫 
（２）分離・分割発注の推進 

③ 公共工事においては、公共事業の効率的執行を通じたコスト縮減を図る観点から適切な発注

ロットの設定が要請されているところであり、国等は、かかる要請を前提として分離・分割し

て発注を行うよう努めるものとする。 
出典）「令和 6 年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針」（令和 6 年 4 月閣議決定） 

 
国土交通省では、公共工事の円滑な施工確保のため、技術者等の不足が懸念される地域など、地

域の実情等に応じて、適切な規模での発注に取り組んでいる。 
【技術者・技能者等の効率的活用について】 

（３）地域の実情等に応じた適切な規模での発注について（適正化指針 第２ ２（１）） 
 工事の発注量や労務の需給に係る状況等から技術者や技能労働者の不足が懸念される地域

では、技術者等を有効活用するため、複数の工区をまとめて発注するなど、品確法第７条第１

項第７号も踏まえ、地域の実情等に応じて適切な規模での発注を行うこと。 
なお、復旧・復興事業による工事量の増大が見込まれる被災地域等においては、当該地域に

おける建設業者数や技術者数等を踏まえ、適切な規模での発注が行われるよう特に配慮すると

ともに、状況に応じた適切な地域要件の設定、後述するＪＶ制度の活用等、必要な対策を機動

的に講じること。 
出典）「公共工事の円滑な施工確保について」（令和 6 年 12 月総務省、国土交通省） 
 

 ○ 適切に設計図書を作成   ２） 
適切な工事契約を行うため、契約書については、公共工事標準請負契約約款に基づいて作成す

るほか、適切に設計図書を作成することとされている。※ 
【適切な設計図書の作成】 

 公共工事標準請負契約約款は、国地方公共団体、独立行政法人等のみならず、電力会社、鉄

道会社等の常時工事を発注する機関が行う建設工事を対象として、標準的な契約約款を定めた

ものである。発注者及び受注者は、契約約款に基づき、設計図書（仕様書、図面、現場説明書

及び現場説明に対する質問回答書）に従い、契約を履行しなければならない。 
 近年では、建設市場の縮小が続く中、建設企業の経営環境はかつてないほど厳しさを増して

おり、契約当事者間で立場の強い者から弱い者へのしわ寄せ、建設企業の倒産に伴う関係者の

被害発生など多くの問題が生じていたことを背景として、建設業における契約・取引の対等性

の確保・明確化、契約履行体制の合理化等を図る観点から、平成 22 年７月に大幅な改正を行

っている。 
出典）「公共工事標準請負契約約款」（昭和 25 年 2 月（最終令和 4 年 9 月）中央建設業審議会） 

 
※設計図書とは、仕様書、図面、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書をいう（公共工事標準請負契
約約款）。また、国土交通省直轄土木工事においては、これに工事数量総括表を含めて設計図書としてい
る。 
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（参考法令等） 
ⅰ）「令和元年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針」（令和 6 年 4 月） 第２ ４ 中小企業・小規模事

業者が受注しやすい発注とする工夫 
（参考資料） 
１）「公共工事の円滑な施工確保について」（令和 6 年 12 月総務省、国土交通省） 
２）「公共工事標準請負契約約款」（昭和 25 年 2 月（最終令和 4 年 9 月）中央建設業審議会） 
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【指針本文】 

（適正利潤の確保を可能とするための予定価格の適正な設定） 
予定価格の設定に当たっては、工事の品質確保の担い手が中長期的に育成及び確保

され、工事を施工する者が適正な利潤を確保することができるよう、適切に作成した

設計図書に基づき、需給の状況、経済社会情勢の変化を勘案し、市場における労務単

価及び資材・機材等の取引価格、健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）等の定めると

ころにより事業主が納付義務を負う保険料、工事に従事する者の業務上の負傷等に対

する補償に必要な金額を担保するための保険契約の保険料、工期、施工の実態等を的

確に反映した積算を行う。 
積算に当たっては、建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 18 条に定める建設工事

の請負契約の原則を踏まえた適正な工期を前提として、労働環境の改善状況、情報通

信技術の活用状況を含めた現場の実態把握に努めるとともに、これに即した施工条件

を踏まえた上で最新の積算基準等を適用する 1）。週休２日の確保等の重要性に鑑み、

実態を踏まえた補正を行うこと等を含め、必要となる経費を適正に計上する。 
積算に用いる価格が実勢価格と乖離しないよう、取引の実例価格、需要の状況、履

行の難易度、数量の多寡、履行期間の長短等を考慮して定めるとともに、可能な限り、

最新の労務単価、入札月における資材・機材等の実勢価格を的確に反映する。また、

労働安全衛生法令に基づき安全衛生を確保するために必要な経費（安全衛生経費）及

び建設業退職金共済制度の掛金についても的確に反映する。積算に用いる価格が実勢

価格と乖離しているおそれがある場合には、適宜見積り等を徴収し、その妥当性を確

認した上で適正に価格を設定する。さらに、最新の施工実態や地域特性等を踏まえて

積算基準を見直すとともに、遅滞なく適用する。当該積算において的確に反映した法

定福利費に相当する額が請負契約において適正に計上されるよう、公共工事標準請負

契約約款（昭和 25 年２月 21 日中央建設業審議会決定・勧告）に沿った契約約款に基

づき、受注者に対し法定福利費を内訳明示した請負代金内訳書を提出させ、当該積算

と比較し、法定福利費に相当する額が適正に計上されていることを確認するよう努め

る。 
また、適切な積算に基づく設計金額の一部を控除して予定価格とするいわゆる歩切

りは、品確法第７条第１項第１号の規定に違反すること等から、これを行わない。 
総合的に価値の最も高い資材等を採用する際は、その採用に必要な費用を反映させ

た予定価格を適正に設定するものとする。 
一方、予定価格の設定に当たっては、需給の状況、経済社会情勢の変化の反映、工

事に従事する者の労働環境の改善、必要な法定福利費の確保、適正な利潤の確保とい

う目的を超えた不当な引上げを行わない。 
            

参考 

1）例えば、｢発注者・受注者間における建設業法令遵守ガイドライン｣(国土交通省)を参照すること。 
 

【解 説】 
 ○ 予定価格の設定   １）２）３）４）５） 

公共工事の品質確保の担い手となる人材を育成し、確保するための適正な利潤の確保を可能と

するためには、予定価格が適正に定められることが不可欠である。 
国土交通省では、予定価格の算定を適正に行うため、工事の設計書に計上すべき当該工事の工
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事費の算定について必要な事項を定める土木工事工事費積算要領及び基準（以下「土木工事積算

基準」という。）や公共建築工事積算基準を定め、これらに基づき予定価格の積算を行っている。

公共工事の発注の際の予定価格はこれら積算基準などをもとに適正に算定されたものである必要

がある。 
※公共建築工事では、国土交通省において、「営繕積算方式活用マニュアル」を作成している。 
 

 ○ 最新の施工実態や地域特性等を踏まえて積算基準を見直す   １）３）４）６） 

国土交通省では、熱中症対策、働き方改革等の加速や円滑な施工体制の確保など、現場実態

を踏まえ土木工事及び業務の積算基準等の改定を行います。 
【令和 7 年度 土木工事積算基準の改定】 
（１）現場環境の改善費用の充実 

  
 
 
 
 
 
 
 
                        
（参考資料） 
１）「土木請負工事費積算要領及び土木請負工事費積算基準の制定について」 

（平成 26 年 3 月国土交通省） 
２）「積算基準の制定について（公共建築工事積算基準）」 

（平成 15 年 3 月（最終平成 28 年 12 月）国土交通省） 
３）「土木請負工事費積算要領等の一部改定について」（平成 26 年 3 月国土交通省） 
４）「土木請負工事の共通仮設費算定基準の一部改定について」（平成 26 年 3 月国土交通省） 
５）「営繕積算方式活用マニュアル」（平成 27 年 1 月国土交通省） 
６）「国土交通省土木工事積算基準等の改定について」（平成 26 年 3 月国土交通省） 
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（２）完全週休２日（土日）の実現等の多様な働き方への支援 

 
 
（３）移動時間等を踏まえた歩掛改定

 



「指針本文」についての解説 
Ⅱ．発注関係事務の適切な実施について 
１ 工事 １－１ 工事発注準備段階 

Ⅱ－15 
 

 
 
（４）大規模災害の被災地における復興係数・復興歩掛 
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（５）ＩＣＴ活用工事 新規工種の制定、積算改定 
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（６）新技術規基準類の制定 

  
出典）「令和 7 年度国土交通省土木工事・業務の積算基準等の改定」（令和 7 年 2 月国土交通省） 
 

 ○ 歩切りは行わない   ⅰ）１） 

「歩切り」とは、適正な積算に基づく設計書金額の一部を控除する行為である。品確法改正に伴

い歩切りによる予定価格の設定は法律違反であることが、「公共工事の入札及び契約の適正化を図

るための措置に関する指針」（平成 13 年 3 月閣議決定、令和 6 年 12 月最終改正）（以下「適正化

指針」という。）」において、以下のとおり定められている。 
【歩切り】 
第２ ４ 主としてその請負代金の額によっては公共工事の適正な施工が通常見込まれない契

約の締結の防止に関する事項 
（１）適正な予定価格の設定に関すること 
 （中略） 

  
予定価格の設定に当たっては、適切に作成された仕様書及び設計書に基づき、経済社会情

勢の変化を勘案し、市場における労務及び資材等の最新の実勢価格を適切に反映させつつ、

建設発生土等の建設副産物の運搬・処分等に要する費用や、法定福利費、公共工事に従事す

る者の業務上の負傷等に対する補償に必要な金額を担保するための保険契約の保険料、災害

協定に基づき発注者がその実施を要請する災害応急対策工事等に係る当該災害応急対策工事

等に従事する者の業務上の負傷等に対する補償及び当該災害応急対策工事等の実施について

第三者に加えた損害の賠償に必要な金額を担保するための保険契約の保険料、労働安全衛生

法令に基づき安全衛生を確保するために必要な経費、建設業退職金共済制度の掛金等、実際

の施工に要する通常妥当な経費について適切な積算を行うものとする。また、公共工事品質
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確保法第７条第１項第２号に規定される総合的に価値の最も高い資材等を採用する場合に

は、これに必要な費用を適切に反映した積算を行うとともに、脱炭素化に向けた技術又は工

夫が活用されるようにも適切に配慮する必要がある。さらに、予定価格に起因した入札不

調・不落により再入札に付するときや入札に付そうとする工事と同種、類似の工事で入札不

調・不落が生じているとき、災害その他の特別な事情により通常の積算の方法によっては適

正な予定価格の算定が困難と認めるときその他必要があると認めるときは、入札に参加する

者から当該入札に係る工事の全部又は一部の見積書を徴すること、週休２日の確保等の必要

性に鑑み、実態を踏まえた補正を行うこと等も含め、必要となる経費を適正に計上すること

その他の方法により積算を行うことにより、適正な予定価格を定め、できる限り速やかに契

約を締結するよう努めるものとする。加えて、当該積算において適切に反映した法定福利費

に相当する額が請負契約において適正に計上されるよう、公共工事標準請負契約約款（昭和

２５年２月２１日中央建設業審議会決定・勧告）に沿った契約約款に基づき、受注者に対し

法定福利費を内訳明示した請負代金の内訳書を提出させ、当該積算と比較し、法定福利費に

相当する額が適正に計上されていることを確認するよう努めるものとする。なお、この適切

な積算に基づく設計書金額の一部を控除するいわゆる歩切りについては、公共工事品質確保

法第７条第１項第１号の規定に違反すること、予定価格が予算決算及び会計令や財務規則等

により取引の実例価格等を考慮して定められるべきものとされていること、公共工事の品質

や工事の安全の確保に支障を来すとともに、建設業の健全な発達を阻害するおそれがあるこ

とから、これを行わないものとする。 
出典）「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」(令和 6 年 12 月閣議決定） 

 
国土交通省では、「歩切りに関するリーフレット」を作成し、歩切りに該当する事例について、

以下のとおり記載している。 
あわせて、国土交通省では、地方公共団体における歩切りの実施の有無、実施している場合に

おける見直しの検討状況等について平成 26 年 12 月から調査を行っており、歩切りの撤廃に理解

をいただけないなどの場合には、必要に応じて発注者名を公表することとしている。 
 

【歩切りとは】 
 例えば、下記のような場合、通常は「歩切り」に該当することから、財務規則や事務取扱

要領等の根拠規定を見直した上で、その運用を是正することが必要です。 
①慣例により、設計書金額から一定額を減額して予定価格を決定 
②自治体財政の健全化や公共事業費の削減を目的に、設計書金額から一定額を減額して予定

価格を決定 
③一定の公共事業費の中でより多くの工事を行うため、設計書金額から一定額を減額して予

定価格を決定 
④追加工事が発生した場合に備えて、予算の一部を留保することにより、補正予算に係る議

会手続きを経ずに変更契約を円滑に行えるようにするため、設計書金額から一定の額を減

額して予定価格を決定 
⑤予定価格の漏洩を防ぐため、設計書金額にシステムで無作為に発生させた係数を乗じるこ

とにより減額して予定価格を決定 
⑥事務の効率化のため、設計書金額の端数を切り下げて予定価格を決定 等 
 ただし、⑤については、その減額や端数の切り下げが、入札契約手続の透明性や公正性の確

保等を図るため合理的なものであり、かつ、極めて少額にとどまる時には、やむを得ない場合
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があると考えられます。 
 

 
出典）「歩切りに関するリーフレット」（平成 26 年 12 月国土交通省） 
 
                        
（参考法令等） 
ⅰ）「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」（以下、適正化指針） 

第２ ４（１）適正な予定価格の設定に関すること 
（参考資料） 
１）「歩切りに関するリーフレット」（平成 26 年 12 月国土交通省） 
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【指針本文】 

（適正な工期設定） 
労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）に基づき、建設業等において令和 6 年 4 月 1

日より罰則付きの時間外労働規制が適用されていることを踏まえ、適正な工期設定等

の働き方改革への対応を進めていく必要がある。 

工期の設定に当たっては、工期に関する基準 1）に基づき、工事の内容、時間外労

働規制の遵守、規模、方法、施工体制、自然条件、地域の実情等を踏まえた施工に必

要な日数のほか、週休２日を前提とした工事に従事する者の休日、工事の実施に必要

な準備・後片付け期間、猛暑・大雪等の天候その他のやむを得ない事由により工事の

実施が困難であると見込まれる日数等を考慮する 2）。また、週休２日工事の確実な実

施や、その対象工事の拡大に努める。さらに、労働力や資材・機材等の確保のため、

実工期を柔軟に設定できる余裕期間制度の活用といった契約上の工夫を行うよう努め

る。 

なお、余裕期間制度には、①発注者が工事の始期を指定する方式（発注者指定方

式）、②発注者が示した工事着手期限までの間で受注者が工事の始期を選択する方式

（任意着手方式）、③発注者が予め設定した全体工期の内で受注者が工事の始期と終

期を決定する方式（フレックス方式）があり、これらの活用に際しては、地域の実情

や他の工事の進捗状況等を踏まえて、適切な方式を選択する。 

           

参考 
1）令和２年７月２０日中央建設業審議会決定・勧告 
2）例えば、「建設工事における適正な工期設定等のためのガイドライン」（国土交通省）を参照するこ

と。 

【解 説】 
 ○ 適切な工期設定  １）２）３） 

公共工事の工期は、工事の施工手順等を踏まえた期間を確保することを前提とし、工事の性格、

地域の実情、自然条件、週休２日の確保等による不稼働日等を見込んだ上で適切に設定する必要

がある。また、発注や施工時期の平準化により、担い手の確保、処遇や労働環境の改善、企業の経

営健全化が期待される。 
国土交通省では、国庫債務負担行為の一層の活用により施工時期等の平準化に努めるとともに、

必要に応じて事前に建設資材、労働者確保等の準備を行うための余裕期間の設定を行うこととし

ている。 
 

【適正な工期設定】 
（1）工事発注準備段階 

1）全体工期に含むべき日数・期間の設定 
全体工期に含むべき日数・期間として、以下の日数・期間を適切に設定する。 

①余裕期間 
余裕期間は、契約ごとに、６ヶ月を超えない範囲内で期間を設定することができる。余

裕期間制度については、次の方式があり、いずれかの方式を原則活用する。なお、ⅲフレ

ックス方式において、受注者が極端に短い実工期（発注者が想定する実工期よりも 10%以

上短い実工期）を設定しようとする際には、その理由を確認すること。 
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ⅰ発注者指定方式 

発注者が工事の始期を指定する方法 
ⅱ任意着手方式 

発注者が示した工事着手期限までの間で、受注者が工事の始期を選択する方法 
ⅲフレックス方式 
発注者があらかじめ設定した全体工期（余裕期間と工期をあわせた期間）の内で、受注

者が工事の始期と終期を決定する方法 

 
②準備期間 

準備期間は、主たる工種区分ごとに下表に示す期間を最低限必要な日数とし、工事規模

や地域の状況、重建設機械の組立及び輸送等に応じて設定するものとする。 

 
※1 通年維持工事は除く 
※2 ダム本体工事を含む工事に限る 

                        

  

（参考資料） 
１）「直轄土木工事における適正な工期設定指針について」（令和 5 年 3 月国土交通省） 
２）「建設工事における適正な工期設定等のためのガイドラインについて（平成 30 年 7 月 2 日 改訂）」 

（国土交通省 HP） 
３）「公共建築工事における工期設定の基本的考え方」 

（平成 30 年 2 月中央官庁営繕担当課長連絡調整会議及び全国営繕主管課長会議） 
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③施工に必要な実日数 

施工に必要な実日数は、毎年度設定される「作業日当たり標準作業量について」に示す

歩掛の作業日当たり標準作業量から当該工事の数量を施工するのに必要な日数を算出す

るものとする。その際、パーティ数は基本１パーティで設定することとし、施工箇所が点

在する工事においても、箇所ごとの施工体制ではなく、１パーティによる施工を前提とし

た工期設定とする。ただし、工事全体の施工の効率性や完成時期などの外的要因も考慮の

うえ、パーティ数を変更して良いものとする。 
なお、工事を行う地域により作業の制限・制約を受ける場合には、その条件を考慮した

作業日当り作業量から当該工事の数量を施工するために必要な日数を算出するものとす

る。 
＜作業制限・制約の例＞ 
・鉄道近接、航空制限などの立地に係る制約条件 
・車両の山積制限や搬出入時間の制限 
・道路の荷重制限 
・スクールゾーンにおける搬入出時間の制限 
・搬入路・搬入口・搬入時間の制限によって、工程・工期の見直しが必要となる場合に

要する時間 
・周辺への振動、騒音、粉塵、臭気、工事車両の通行量等に配慮した作業や搬出入時間

の制限 
（例）オフィス街での作業抑制、住宅地域での夜間作業制約、工事敷地におけるタワー

クレーンの稼働範囲及び稼働時間の制限 
・荷揚げ設備による制約（クレーン、エレベーター、リフト、構台等） 

④不稼働日 
不稼働日数は、「休日」、「天候等による作業不能日」、「その他の作業不能日」の合計の

日数を設定するものとする。 
 
ⅰ休日 及び ⅱ天候等による作業不能日 
「休日」及び「天候等による作業不能日」は、工事ごとに個別に積み上げるのではなく、

地域ごとの雨休率をもとに設定して良いものとする。 
 
＜雨休率の設定方法＞ 
「休日」は全国共通で、行政機関の休日に関する法律に定める行政機関の休日（年末年

始休暇（６日）を含む）及び夏季休暇（３日）とするものとする。これは、労働基準法の

時間外労働規制の適用を踏まえ、月単位での４週８休を確保することを前提として設定

するものである。なお、ここで「行政機関の休日に関する法律に定める行政機関の休日」

は、あくまで工期を算出するために設定しているものであるため、各工事の施工計画等に

おける休日は、受注者の法定休日や所定休日を基に定めることになる。 
ただし、社会的要請・自然的制約により施工を急ぐ必要がある工事等については、必要

な経費を計上したうえで、現場閉所を行わなくても技術者及び技能労働者が交替しなが

ら４週８休以上の休日を確保することなどにより、時間外労働規制を守れるよう留意す

る。 
「天候等による作業不能日」は、①１日の降雨・降雪量が 10 ㎜/日以上の日、②8 時か
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ら 17 時までの WBGT 値が 31 以上の時間を足し合わせた日数（少数第１位を四捨五入

（整数止め）し、日数換算した日数）とし、過去５か年の気象庁及び環境省のデータより

地域ごとの年間の平均発生日数を算出することを基本とする。このほか、暴風等の気象に

おける地域の実情を考慮しても良い。 
これらに基づき、「休日」と「天候等による作業不能日」を考慮した雨休率を設定する。

ただし、雨休率を設定する際は、「休日」と「天候等による作業不能日」を重複して設定

しないよう注意する。 
 例：令和３年度の東京における気象データから算出した雨休率：0.77  
 
ⅲその他の作業不能日 
「その他の作業不能日」は、工事ごとに次のことを考慮するものとする。 
ア）工事の性格の考慮 
工事を行うにあたっては、その工事特有の条件があるが、その条件によっては、その条

件を考慮した工期設定を行う必要があり、その条件に伴う日数を必要に応じて加算する

ものとする。 
イ）地域の実情の考慮 
工事を行う地域によっては、何らかの理由（例：出水期、積雪期、地域の祭りなど）に

より施工できない期間や規制による作業量の低下等がある場合は、それに伴う日数を必

要に応じて加算するものとする。 
＜地域の実情に応じた作業制限の例＞ 
・河川の出水期における作業制限 
・寒冷・多雪地域における冬期休止期間 
・地元の催事等に合わせた特別休暇・不稼働日 
・駅伝やお祭り等、交通規制が行われる時期 
・農業用水等の落水時期 
・海、河川魚類等の産卵時期・期間 
・猛禽類や絶滅危惧種など生息動植物への配慮 
・夜間作業を伴う工事における騒音規制等への対応と労務確保 
ウ）その他 
上記ア）、イ）以外の事情がある場合は、適切に見込むものとする。 
⑤ 後片付け期間 
後片付け期間は、工種区分ごとに大きな差が見受けられないことから、20 日を最低限

必要な日数とし、工事規模や地域の状況、重建設機械の分解・片付け等に応じて設定する

ものとする。また、必要に応じて、検査に要する各種電子データの作成に要する期間を反

映する。 
 

2）「工期設定支援システム」の活用 
原則として「工期設定支援システム 1」を活用して工期を設定するとともに、設定した

工期の妥当性を確認するものとする。過去の同種・類似工事の工期と比べて、10％以上乖

離している場合は、特に注意し、必要に応じて工期を見直す。ただし、土木工事において

は、その地域や箇所の特性等から工種や工事金額規模が同じであっても、必ずしも必要な

工期が同じになるとは限らないことに注意するものとする。 
なお、工期設定支援システムが活用できない場合には、別紙「工種区分の直轄工事費と
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実工期の相関分布」を参考にして工期の妥当性を確認して良いものとする。 
3）工期設定の条件明示等 

(1)1)の各項目をもとに工期設定に係る条件を設計図書に明示するものとする。 

 



「指針本文」についての解説 
Ⅱ．発注関係事務の適切な実施について 
１ 工事 １－１ 工事発注準備段階 

Ⅱ－25 
 

 

 
また、条件明示の一環として、概略工程表等を入札公告時の参考資料として公表する 2。

なお、災害その他、避けることができない事由により労働基準法 33 条の規定に基づき労

働時間の延長を前提とする工事等については、前提条件を明示したうえで、可能な範囲で

概略工程表等の公表に努める。 
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（2）施工段階 
1）工事工程クリティカルパスの共有 

土木工事は、気象条件、地形条件、地域条件等の異なる状況下で現場において実施され

るものである。そのため、当初想定した条件下での工程が、当初予期し得なかった種々の

要因により遅れが生じたり、中断が必要になったりすることがある。 
そのうち、受注者の責によらない場合は、受発注者間で協議のうえ、適切に必要な日数

を延期する必要がある。協議を円滑に実施するため、原則すべての工事において、工事工

程クリティカルパスを受発注者間で共有し、工程に影響する事項がある場合には、その事

項の処理対応者を明確にするものとする。 
＜工事工程クリティカルパスの共有方法＞ 

円滑な協議を行うため、施工当初（準備期間内）において工事工程（特にクリティカル

パス）と関連する案件の処理期限等（誰がいつまでに処理し、どの作業と関連するのか）

について、受発注者で共有するものとする。 
工事工程は、発注時の設計図書や発注者から明示される事項を踏まえ、受注者が作成す

ることとし、その旨、特記仕様書等に明示するものとする。 
工事工程の共有にあたっては、必要に応じて下請け業者（専門工事業者等の技術者等）

も含めるなど、共有する工程が現場実態にあったものとなるよう配慮するものとする。 
また、工期全体にわたって工事工程の共有を円滑に実施するために、共有にあたっては

原則、情報共有システム（ASP）の機能を活用するものとし、受注者が作成した工事工程

については、成果物として電子データで納品を受けるものとする。 
2）工期の変更 

工程に変更が生じた場合には、その要因と変更後の工事工程について受発注者間で共

有するものとする。 
工程の変更理由が、たとえば以下①～⑤に示すような受注者の責によらない場合は、適

切に工期の変更を検討するものとする。なお、個別の工事における、工期変更の判断につ

いては、設計変更ガイドラインを踏まえ、適切に行うこととする。また、工期が翌年度に

渡ることとなったときは、繰越等の手続きを行うものとする。 
① 受発注者間で協議した工事工程の条件に変更が生じた場合 
② 著しい悪天候や気象状況より「天候等による作業不能日」が工程（官積算）で見込

んでいる日数から著しく乖離し、かつ、作業を休止せざるを得なかった場合 
③ 工事中止や工事一部中止により全体工程に影響が生じた場合 
④ 資機材や労働需要のひっ迫により、全体工程に影響が生じた場合 
⑤ その他特別な事情により全体工程に影響が生じた場合 
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3）工期変更に伴う間接工事費の変更 

受注者の責によらない理由による工期延期を協議する際には、あわせて、請負契約額の

変更について協議を行う。請負契約額の変更については「工事における工期の延期等に伴

う増加費用の積算方法について」（令和２年２月 13 日付け、国官技第 346 号）に基づき、

適切に積算を行う。なお、個別の工事における、請負契約額の変更の判断については、設

計変更ガイドラインを踏まえ、適切に行うこととする。 
（3）工事完成後 

1）実績工事工程の収集 
成果物として納品を受けた工事工程については、国土技術政策総合研究所へ送付する。 

 
1 http://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000041.html 
本システムにおいては、本指針に示す「全体工期に含むべき日数・期間」が考慮されているほか、

過去の同種・類似工事の工期との比較機能により、工期の妥当性を確認することができるため、

適正な工期設定を図ることができる。 
2 概略工程表のほか、工期に関する条件明示に資する資料についても公表を検討する（条件チェック

シート等）。  
出典）「直轄土木工事における適正な工期設定指針について」（令和 5 年 3 月国土交通省） 
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【建設工事における適正な工期設定等のためのガイドライン（第１次改訂）】 
（平成３０年７月２日 建設業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議 申合せ） 

 
出典）「建設工事における適正な工期設定等のためのガイドラインについて（平成 30 年 7 月 2 日 改訂）」 

（国土交通省 HP） 
 

なお、公共建築工事については、中央官庁営繕担当課長連絡調整会議及び都道府県・政令市と

国土交通省で構成される全国営繕主管課長会議にて、適正な工期を確保するための方策や留意事

項等をとりまとめた「公共建築工事における工期設定の基本的考え方」を策定している。 
 
○ 工期に関する基準  １） 

適正な工期設定を通じて長時間労働を是正するとともに、週休２日を確保することは、建設業

の将来の担い手を確保する観点からも極めて重要である。一方、適正な工期の実現に向けては、建

設業者による生産性向上などの自助努力とあわせて、発注者の理解と協力を得ながら取組を進め

ていくことが不可欠であることから、中央建設業審議会は「工期に関する基準」を策定している。 
 
 
 
 
 
 
                        

 

（参考資料） 
１）「工期に関する基準」（令和 2 年 7 月中央建設業審議会決定・勧告） 
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【工期に関する基準 概要】 

 
出典）「工期に関する基準（概要）（令和 6 年 3 月 27 日 改訂）」（国土交通省 HP） 
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【指針本文】 

（計画的な発注や施工時期の平準化） 

工事の施工時期の平準化は、繁忙期と閑散期の工事量の差を少なくし、年間を通し

て工事量を安定させ、労働者の処遇改善や資材・機材等の効率的な活用促進に寄与す

るものであるため、発注者は積極的に以下の取組を実施する。 

＜発注見通しの統合・公表の実施＞ 

計画的な発注を適切に実施するため、中長期的な発注見通しについて、発注者の

取組や地域の実情等を踏まえて各発注者と連携して作成し、地域ブロック毎に組織

される地域発注者協議会や地方公共工事契約業務連絡協議会等（以下「地域発注者

協議会等」という。）を通じて、地域ブロック単位等で統合して公表するよう努める。 

さらに、当該年度の工事の詳細な発注見通しについて、原則として四半期毎に、

地域ブロック単位等で統合して公表する。 

＜繰越明許費・債務負担行為の活用や入札公告の前倒し＞ 

閑散期となりやすい年度当初からの予算執行の徹底、工期が 12 か月未満の工事

も含めた繰越明許費の適切な活用や債務負担行為の積極的な活用による繁忙期とな

りやすい年度末の工事の集中を回避するといった予算執行上の工夫等により、適正

な工期の確保と工事の施工時期の平準化に取り組む。 

また、発注者としての国及び特殊法人等は、年度当初から履行されなければ事業

を執行する上で支障をきたす、又は適正な工期の確保が困難となる工事については、

条件を明示した上で予算成立を前提とした入札公告の前倒しを行い、閑散期・繁忙

期の解消に資するよう計画的な発注に努める。 

施工時期の平準化の推進に当たっては、工事の実施を担当する部局のみならず、

入札契約を担当する部局、財政を担当する部局等の相互の緊密な連携を図る。例え

ば、地方公共団体においては、財政を担当する部局との連携により、予算編成にお

いて、施工時期の平準化を図るために必要な債務負担行為の限度額を設定する等の

取組が想定される。 

＜取組状況等の公表＞ 

地域発注者協議会等において、地域の実情を踏まえ、施工時期の平準化の取組状

況等について、先進事例を共有するとともに、他の発注者の状況も把握し、必要に

応じて相互連携できるよう公表に努める。 
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【解 説】 

 ○ 施工時期の平準化  

【施工時期の平準化に向けた取組】 

 
出典）「施工時期の平準化について」（国土交通省 HP） 
 

【地方公共団体における平準化の取組事例について】 
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出典）「地方公共団体における平準化の取組事例について【第４版】」（令和 2 年 4 月 30 日 改訂）」 

（国土交通省 HP）  
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 ○ 発注見通しについて地域ブロック単位等て統合して公表   

各発注機関それぞれで公表している発注見通しを統合して公表すること等により、受注者が技

術者・技能者の配置等を計画的に行いやすい環境を整えることができる。 
現在、国土交通省をはじめ国の機関・都道府県等の発注見通しについてはポータルサイトによ

り、共有化されている。また、一部発注者においては、発注見通しの更新頻度を高める取組を実施

されている（例えば、国土交通省では四半期毎に発注見通しを更新）。 
【中長期的な発注の見通し公表について】 

 

 
出典）「公共工事等の中長期的な発注見通しの公表について」（国土交通省 HP） 
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 ○ 繰越明許費・債務負担行為の活用  １） 

【地域における公共工事の施工の時期の平準化を図るための方策】 
第 2 ５ 主として契約された公共工事の適正な施工の確保に関する事項 
（２）地域における公共工事の施工の時期の平準化を図るための方策に関すること 

公共工事については、年度初めに工事量が少なくなる一方、年度末には工事量が多くなる傾向

にある。工事量の偏りが生じることで、工事の閑散期には、仕事が不足し、公共工事に従事する

者の収入が減る可能性が懸念される一方、繁忙期には、仕事量が集中することになり、公共工事

に従事する者において長時間労働や休日の取得しにくさ等につながることが懸念される。また、

資材、機材等についても、閑散期には余剰が生じ、繁忙期には需要が高くなることによって円滑

な調達が困難となる等の弊害が見受けられるところである。 
公共工事の施工の時期の平準化が図られることは、年間を通じた工事量が安定することで公共

工事に従事する者の処遇改善や、人材、資材、機材等の効率的な活用促進による建設業者の経営

の健全化、工期に関する基準に基づく時間外労働規制を遵守した適正な工期の確保等に寄与し、

ひいては公共工事の品質確保につながるものである。 
このため、計画的に発注を行うとともに、他の発注者との連携による中長期的な公共工事の発

注の見通しの作成及び公表のほか、工期が１年以上の公共工事のみならず工期が１年に満たない

公共工事についての繰越明許費や債務負担行為の活用による翌年度にわたる工期設定など次に

掲げる措置その他の必要な措置を講ずることにより、閑散期における工事量を確保するととも

に、繁忙期の解消を図り、施工の時期の平準化を図るものとする。 
①債務負担行為の活用 
出水期その他の事由により年度当初に施工する必要がある工事のみならず、工期が１年に満

たない工事についても、債務負担行為を積極的に活用し、翌年度にわたる工期の設定を行う。 
②柔軟な工期の設定（余裕期間制度の活用） 
発注者が指定する一定期間内で受注者が工事開始日を選択できる任意着手型の余裕期間制

度等を活用し、工期の設定や施工の時期の選択を柔軟にする。 
③速やかな繰越手続（繰越明許費の活用） 
用地取得等により工期の遅れが生じた場合、工事を実施する中で設計図書に示された施工条

件と実際の工事現場の状態が一致しない場合などにおいて設計図書の変更の必要が生じた結

果、年度内に工事が終わらないと見込まれるときは、その段階で速やかに繰越明許費を活用す

る手続を開始し、翌年度にわたる工期の設定を行う。 
④積算の前倒し 
債務負担行為を活用しない工事であって、年度当初に発注手続を行うものについては、速や

かに発注手続を開始できるよう、発注年度の前年度のうちに設計及び積算を完了させる。 
⑤早期執行のための目標設定 
４月から６月までにおける工事稼働件数や工事稼働金額等の目標を設定し、早期発注など計

画的な発注を実施する。 
また、地方公共団体においては、公共工事品質確保法第３０条の規定に基づき、施工の時期

の平準化の推進に向け、入札及び契約担当部局、工事実施担当部局、財政担当部局その他の関

係部局の相互の緊密な連携を確保するものとする。 
出典）「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」（令和 6 年 12 月閣議決定） 
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【中部ブロック発注者協議会の成果】 

 
出典）「発注者責任を果たすための今後の建設生産・管理システムのあり方に関する懇談会  

建設生産・管理システム部会」（令和 2 年 2 月国土交通省） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
                        
（参考資料） 
１）「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」（令和 6 年 12 月閣議決定） 



「指針本文」についての解説 
Ⅱ．発注関係事務の適切な実施について 
１ 工事 １－２ 工事入札契約段階 

Ⅱ－36 
 

【指針本文】 

１－２ 工事入札契約段階 

（適切な競争参加資格の設定） 

＜競争に参加する資格を有する者の名簿の作成に際しての競争参加資格審査＞ 

各発注者において設定する審査項目の選定に当たっては、競争性の低下につながる

ことがないよう留意する。 

また、法令に違反して社会保険等（健康保険、厚生年金保険及び雇用保険をいう。

以下同じ。）に加入していない建設業者（以下「社会保険等未加入業者」という。）を

工事の元請業者から排除するため、定期の競争参加資格審査等で必要な措置を講ずる。 

【解 説】 
 ○ 各発注者において設定する審査項目の選定   ⅰ） 

各発注者において設定する審査項目の選定について、基本方針に以下のとおり定められている。 
【各発注者において設定する審査項目の選定】 

第２ ３ 技術的能力の審査の実施に関する事項 
競争参加者の選定又は競争参加資格の確認に当たっては、当該工事を施工する上で必要な施

工能力や実績等について技術的能力の審査を行う。 
技術的能力の審査は、有資格業者名簿の作成に際しての資格審査（以下「資格審査」とい

う。）及び個別の工事に際しての競争参加者の技術審査（以下「技術審査」という。）として実

施される。資格審査においては、公共工事の受注を希望する建設業者の施工能力の確認を行う

ものとし、技術審査においては、当該工事に関するその実施時点における建設業者の施工能力

の確認を行うものとする。 
（１）有資格業者名簿の作成に際しての資格審査 
資格審査では、競争参加希望者の経営状況や施工能力に関し各発注者に共通する事項だけで

なく、各発注者ごとに審査する事項を設けることができることとし、経営事項審査の結果や必

要に応じ工事実績、工事の施工状況の評価（以下「工事成績評定」という。）の結果（以下「工

事成績評定結果」という。）、建設業法第１１条第２項に基づき建設業者が国土交通大臣又は都

道府県知事に提出する工事経歴書等を活用するものとする。なお、防災活動への取組等により

蓄積された経験等の適切な項目を審査項目とすることも考えられるが、項目の選定に当たって

は、競争性の低下につながることがないよう留意するものとする。 
（２）個別工事に際しての競争参加者の技術審査 
技術審査では、建設業者及び当該工事に配置が予定される技術者（以下「配置予定技術者」

という。）の同種・類似工事の経験、配置予定技術者の有する資格、簡易な施工計画等の審査を

行うとともに、必要に応じ、配置予定技術者に対するヒアリングを行うことにより、不良・不

適格業者の排除及び適切な競争参加者の選定等を行うものとする。この場合において、競争参

加者の選定に当たっては、地域における公共工事の品質確保の担い手の中長期的な育成及び確

保の観点から、適切に地域の実情を踏まえるものとする。 
同種・類似工事の経験等の要件を付する場合には、発注しようとする工事の目的、種別、規

模・構造、工法等の技術特性、地質等の自然条件、周辺地域環境等の社会条件等を踏まえ、具

体的に示すものとする。なお、工事の性格等に応じ、競争性の確保及び若年の技術者の配置に
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も留意するものとする。 
また、建設業者や配置予定技術者の経験の確認に当たっては、実績として提出された工事成

績評定結果を確認することが重要であり、工事成績評定結果の平均点が一定の評点に満たない

建設業者には競争参加を認めないこと、一定の評点に満たない実績は経験と認めないこと等に

より、施工能力のない建設業者を排除するとともに、建設業者による工事の品質向上の努力を

引き出すものとする。 
（３）中長期的な技術的能力の確保に関する審査等 
将来の公共工事の品質確保のためには、競争参加者（競争に参加しようとする者を含む。以

下同じ。）が現時点で技術的能力を有していることに加え、中長期的な技術的能力を確保してい

ることが必要である。そのためには、競争参加者における中長期的な技術的能力確保のための

取組状況等に関する事項について、入札及び契約における手続の各段階において、各段階にお

ける審査又は評価の趣旨を踏まえ、発注に係る公共工事の性格や地域の実情等に応じ、審査

し、又は評価するように努めるものとする。当該審査又は評価の項目としては、若年の技術

者、技能労働者等の育成及び確保状況、建設機械の保有状況、災害協定の締結等の災害時の工

事実施体制の確保状況等が挙げられるが、発注者は、発注する公共工事の性格、地域の実情等

に応じて適切に項目を設定するものとする。また、発注者は、地域の中小企業・小規模事業者

の技術習得に資するよう、発注又は契約の相手方の選定に関し、必要に応じて、技術力を有す

る企業と地域の中小企業・小規模事業者との連携及び技術的な協力等を図るために必要な措置

を講ずるものとする。 
出典）「公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的な方針」 

（令和 6 年 12 月閣議決定） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                        

  
（参考法令等） 
ⅰ）基本方針 第２ ３ 技術的能力の審査の実施に関する事項 
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 ○ 社会保険等に加入していない建設業者を公共工事の元請業者から排除   １）２）３）  

建設産業においては、下請企業を中心に、雇用、医療、年金保険について、法定福利費を適正に

負担しない企業（すなわち保険未加入企業） が存在し、技能労働者の医療、年金など、いざとい

うときの公的保障が確保されず、若年入職者減少の一因となっているほか、関係法令を遵守して

適正に法定福利費を負担する事業者ほど競争上不利になるという矛盾した状況が生じている。 
国土交通省では、法令上負担すべき法定福利費を負担しない建設業者を排除し、公平で健全な

競争環境を構築する観点から、社会保険等未加入業者を元請業者から排除している。 
具体的な手法は、以下のとおりである。 
・定期（随時）の競争参加資格審査の際に、社会保険等未加入業者の申請を受け付けない。 
・個別の発注工事において設定する競争参加資格要件において、社会保険等未加入業者には競

争参加資格を認めない。 
・社会保険等未加入業者を確認した際に、加入指導を実施し、又は建設業許可行政庁又は社会保

険等担当部局へ通報する。 
【国土交通省における社会保険等未加入対策】  

 
 

出典）国土交通省作成資料 
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また、地方公共団体に対して国土交通省と同様の取組の検討を開始するようお願いしている。 

【建設業者の社会保険等未加入対策】  
建設業者の社会保険等未加入対策については、従来より建設産業の持続的な発展に必要な人

材の確保等の観点から建設業所管部局において取り組んできたところですが、この度、平成 26
年８月１日以降に入札公告等を行う国土交通省発注工事において、元請業者及び一次下請業者

を社会保険等加入業者に限定する取組を実施することとしました。 
既に、「技能労働者への適切な賃金水準の確保について（平成 26 年１月 30 日付国土入企第

29 号）」において、同様の取組の検討を開始していただくようお願いしているところです

が、各都道府県・政令指定都市におかれても、国土交通省における取組を参考として、さら

に検討を進めていただくようお願いします。 
 また、各都道府県におかれては、貴都道府県内の市区町村（政令指定都市除く。）の長に対

しても、本通知の周知徹底をお願いします。 
出典）「発注者と建設業所管部局が連携した建設業者の社会保険等未加入対策について」 

（平成 26 年 5 月国土交通省） 
 
また、建設業者の社会保険等への加入を促進するための措置として、予定価格の事後公表に併

せて予定価格に含まれる法定福利費概算額を公表している。 
【予定価格に含まれる法定福利費概算額の公表（参考様式）】  

 
出典）国土交通省作成資料 

 
                        

  

（参考資料） 
１）「工事請負業者選定事務処理要領」（昭和 41 年 12 月（最終令和 5 年 3 月）国土交通省） 
２）「発注者と建設業所管部局が連携した建設業者の社会保険等未加入対策について」 

（平成 26 年 5 月国土交通省） 
３）「工事請負契約書の制定について」（平成 7 年 6 月（最終令和 6 年 12 月）国土交通省） 
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法定福利費の概算額の算出に当たり、参考にしている予定価格に占める法定福利費の平均割合

は、以下のとおりである。 
【国土交通省直轄工事における予定価格に占める法定福利費の平均割合の例】  

 

  
出典）「令和 5 年度「間接工事費の実績変更対象費の割合」及び「法定福利費の割合」について」 

(令和 5 年 3 月国土交通省） 
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なお、競争参加資格確認段階における社会保険等の加入状況の確認については、経営事項審査

の総合評定値通知書における「保険加入の有無」欄を確認している。 
【経審総合評定値通知書の確認】 

 

  
出典）国土交通省作成資料 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

「有」又は「除外」となっているか確

認 
・雇用保険加入の有無 
・健康保険加入の有無 
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【指針本文】 

＜個別工事に際しての競争参加者の技術審査等＞ 

工事の内容、地域の実情等を踏まえ、また地域における公共工事の担い手の育成・

確保に配慮し、工事の経験及び工事成績（以下「施工実績」という。）や地域要件など、

競争性の確保に留意しつつ、適切な競争参加資格を設定する。その際、必要に応じて、

災害応急対策、除雪、修繕、パトロールなどの地域維持事業の実施を目的として地域

精通度の高い建設業者で構成される事業協同組合等（官公需適格組合を含む。）が競争

に参加することができる方式を活用する。 

また、豊富な施工実績を有していない若手技術者や女性技術者などの登用、民間発

注工事や海外での施工経験を有する技術者の活用も考慮した要件緩和、災害時の施工

体制や活動実績の評価など適切な競争参加資格の設定に努める。 

施工実績を競争参加資格に設定する場合には、工事の技術特性、自然条件、社会条

件等を踏まえて具体的に設定し、施工実績の確認に当たっては、一定の成績評定点に

満たないものは施工実績として認めないこと等により施工能力のない者を排除するな

ど適切な審査を実施する。 

また、暴力団員等がその事業活動を支配している企業、建設業法その他工事に関す

る諸法令（社会保険等に関する法令を含む。）を遵守しない企業等の不良不適格業者の

排除の徹底を図る。 

さらに、技術者の資格や実績をコリンズ（工事実績情報システム）等へ登録するよう受注者へ促

すとともに、技術者の情報を一元的に把握できる取組（技術者情報ネットワーク）の活用を図る

等、発注者と競争参加者の負担軽減等に努める。また、所要の知識・技術・資格を備えている者

の仕様書への位置付けや、必要に応じた手持ち工事量の制限など、工事の品質を確保する措置を

講じる。 

【解 説】 

 ○ 適切な競争参加資格を設定、施工実績の確認   ⅰ）ⅱ）１） 

予算決算及び会計令第 73 条や地方自治法施行令第 167 条の５の２に基づく競争参加資格の設

定は、適正化指針において、対象工事について施工能力を有する者を適切に選別し、適正な施工の

確保を図るものとされている。 
国土交通省では、以下のとおり、工事の性格、地域の実情等を踏まえ、競争性の確保に留意しつ

つ、「同種工事の施工実績」や「地理的条件」、「資格」等の技術的能力の審査基準を具体的に設定

している。 
【技術的能力の審査（競争参加資格の確認）】  

（１）企業・技術者の能力等 
○同種工事の施工実績 

・過去１５年間における元請けとして完成・引渡しが完了した要求要件を満たす同種工事（都

道府県等の他の発注機関の工事を含む）を対象とする（海外インフラプロジェクト技術者認

定・表彰制度による認定を受けている実績の場合も同様に評価する）。なお、直轄工事におい

ては、工事成績評定点が６５点未満の工事は施工実績の対象外とする。 
・ＣＯＲＩＮＳ等のデータベース等を活用し、確認・審査する。 
・工事目的物の具体的な構造形式や工事量等は、当該工事の特性を踏まえて適切に設定する。 
ただし、工事難易度が低いと地方整備局長及び事務所長が認める工事の競争参加資格において
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は、参加企業・技術者に関する過去の実績の工事量による設定（例えば橋梁の長さ（何ｍ以

上）、施工面積（何㎡以上）、施工量（何㎥以上）等）を行わないこととし、総合評価の段階で

評価する。（「一般競争入札等の競争参加資格における施工実績に係る要件を緩和する工事の試

行について」参照） 
・配置予定技術者の施工実績については、求める施工実績（要求要件）に合致する工事内容に

従事したかの審査を行う。また、工事における立場（監理（主任）技術者、現場代理人、担当

技術者のいずれか）は問わないものとし、立場を考慮する場合には総合評価の段階で評価す

る。 
○地理的条件 
・要件として設定する場合、競争性を確保する。 
○資格 
・要求基準を満たす配置予定技術者（主任技術者又は監理技術者）を、当該工事に専任で配置

する。 
・監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する者とする。 

出典）「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」 
（平成 25 年 3 月(最終令和 5 年 3 月)国土交通省） 

 
 ○ 施工実績の要件を緩和   

国土交通省では、工事の性格、地域の実情を踏まえ、配置予定技術者の同種工事の経験等の施工

実績の要件を緩和する取組を実施している。 
【同種工事の実績評価（配置予定技術者）の緩和（中国地方整備局）】 

 
出典）「令和元年度の入札・契約方針」（令和 2 年 1 月国土交通省中国地方整備局作成資料） 
                        

  

（参考法令等） 
ⅰ）「予算決算及び会計令」第 73 条（契約担当官等が定める一般競争参加者の資格） 
ⅱ）「地方自治法施行令」第 167 条の５の２ 
（参考資料） 
１）「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」 

（平成 25 年 3 月（最終令和 5 年 3 月）国土交通省） 



「指針本文」についての解説 
Ⅱ．発注関係事務の適切な実施について 
１ 工事 １－２ 工事入札契約段階 

Ⅱ－44 
 

 
 ○ 不良不適格業者の排除の徹底   ⅰ） 

不良不適格業者は、適正かつ公正な競争を妨げ、公共工事の品質確保、適正な費用による施工等

の支障となる。不良不適格業者の排除については、適正化指針において以下のとおり定められて

いる。 
【不良・不適格業者の排除】  

第２ ６ その他入札及び契約の適正化に関し配慮すべき事項 
（１）不良・不適格業者の排除に関すること 
不良・不適格業者とは、一般的に、技術力、施工能力を全く有しないいわゆるペーパーカンパ

ニー、経営を暴力団が支配している企業、対象工事の規模や必要とされる技術力からみて適切な

施工が行い得ない企業、過大受注により適切な施工が行えない企業、建設業法その他工事に関す

る諸法令（社会保険等に関する法令を含む。）を遵守しない企業等を指すものであるが、このよ

うな不良・不適格業者を放置することは、適正かつ公正な競争を妨げ、公共工事の品質確保、適

正な費用による施工等の支障になるだけでなく、技術力・経営力を向上させようとする優良な建

設業者の意欲を削ぎ、ひいては建設業の健全な発達を阻害することとなる。 
また、建設業許可や経営事項審査の申請に係る虚偽記載を始めとする公共工事の入札及び契約

に関する様々な不正行為は、主としてこうした不良・不適格業者によるものである。 
このため、建設業許可行政庁等においては、建設業法に基づく処分やその公表等を厳正に実施

し、また、各省各庁の長等においては、それらの排除の徹底を図るため、公共工事の入札及び契

約に当たり、次に掲げる措置等を講ずるとともに、建設業許可行政庁等に対して処分の実施等の

厳正な対応を求めるものとする。 
イ 一般競争入札や公募型指名競争入札等における入札参加者の選定及び落札者の決定に当

たって、発注者支援データベースの活用等により、入札参加者又は落札者が配置を予定し

ている監理技術者が現場で専任できるかどうかを確認すること。なお、建設業法第２６条

第３項ただし書による専任の特例により、監理技術者の兼務が認められる場合があること

に留意すること。また、営業所技術者と監理技術者が兼務をしていないことを確認するこ

と。なお、同法第２６条の５による特例が適用される場合には、特定営業所技術者と監理

技術者の兼務が認められることに留意すること。 
ロ 工事の施工に当たって、発注者支援データベースの活用のほか、法第１５条第２項の規

定に基づく施工体制台帳の提出等、同条第１項の規定に基づく施工体系図の掲示を確実に

行わせるとともに、工事着手前に監理技術者資格者証の確認を行うこと。 
ハ 工事現場への立入点検（情報通信技術の活用による遠隔地からの点検を含む。）により、

監理技術者の専任又は兼任の状況や施工体制台帳、施工体系図が工事現場の実際の施工体

制に合致しているかどうか等の点検を行うこと。 
ニ 検査に当たって、監理技術者の配置等に疑義が生じた場合は、適正な施工が行われたか

どうかの確認をより一層徹底すること。 
ホ 経営を暴力団が支配している企業等の暴力団関係企業が公共工事から的確に排除される

よう、各省各庁の長等は、警察本部との緊密な連携の下に十分な情報交換等を行うよう努

めるものとする。 
また、暴力団員等による公共工事への不当介入があった場合における警察本部及び発注

者への通報・報告等を徹底するとともに、公共工事標準請負契約約款に沿った暴力団排除

条項の整備・活用により、その排除の徹底を図るものとする。 
ヘ 社会保険等未加入業者については、前述のとおり、定期の競争参加資格審査等により元
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請業者から排除するほか、元請業者に対し社会保険等未加入業者との契約締結を禁止する

ことや、社会保険等未加入業者を確認した際に建設業許可行政庁又は社会保険等担当部局

へ通報すること等の措置を講ずることにより、下請業者も含めてその排除を図るものとす

る。 
出典）「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」(令和 6 年 12 月閣議決定） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                        

  

（参考法令等） 
ⅰ）適正化指針 第２ ６（１）不良・不適格業者の排除に関すること 
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【指針本文】 

（工事の内容等に応じた技術提案の評価内容の設定） 
発注者は、発注する工事の内容に照らして必要がないと認める場合を除き、競争に

参加しようとする者に対し技術提案を求めるよう努める 1）。 

この場合、求める技術提案は高度な技術を要するものに限らず、技術的な工夫の余

地が小さい一般的な工事については、技術審査において審査する施工計画の工程管理

や施工上配慮すべき事項、品質管理方法等についての工夫を技術提案として求めるこ

とも可能とする。 

競争に参加しようとする者に対し高度な技術等を含む技術提案を求める場合は、最

も優れた提案を採用できるよう予定価格を作成することができる。この場合、技術提

案の評価に当たり、中立かつ公正な立場から判断できる学識経験者の意見を聴く。 

競争に参加しようとする者に対し技術提案を求める場合には、技術提案に係る事務

負担に配慮するとともに、工事の内容、地域の実情等を踏まえた適切な評価内容を設

定する。その際、過度なコスト負担を要する（いわゆるオーバースペック）と判断さ

れる技術提案は、優位に評価しないこととし、評価内容を設定する。 

技術提案の評価は、事前に提示した評価項目、評価基準及び得点配分に従い評価を

行うとともに、説明責任を適切に果たすという観点から、落札者の決定に際して、評

価の方法や内容を公表する。また、新たな技術を活用した資材、機械、工法等の採用

が公共工事の品質の向上に及ぼす効果を適切に評価する。その際、技術提案が提案者

の知的財産であることに鑑み、提案内容に関する事項が他者に知られることのないよ

うにすること、提案者の了承を得ることなく提案の一部のみを採用することのないよ

うにすること等その取扱いに留意する。 

技術提案の評価において、提案内容の一部を改善することで、より優れたものとな

る場合等には、提案を改善する機会を与えることができる。この場合、透明性の確保

のため、技術提案の改善に係る過程の概要を速やかに公表する。なお、技術提案の改

善を求める場合には、特定の者に対してのみ改善を求めるなど特定の者だけが有利と

なることのないようにする。 

また、落札者を決定した場合には、技術提案について発注者と落札者の責任分担と

その内容を契約上明らかにするとともに、履行を確保するための措置、履行できなか

った場合の措置及び設計変更に当たっての措置について契約上取り決める。 

 
            

参考 

1）例えば、「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」（国土交通省）を参

照すること。 
 

【解 説】 
 ○ 技術提案を求めるよう努める   １） 

公共工事の品質確保を図るためには、価格及び品質が総合的に優れた内容の契約がなされるこ

とが重要である。 
総合評価落札方式は、技術提案を募集するなどにより、入札者に工事価格及び性能等をもって

申し込みをさせ、これらを総合的に評価して落札者を決定する方式である。 
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国土交通省では、技術的工夫の余地が大きい工事を対象に、構造上の工夫や特殊な施工方法等

を含む高度な技術提案を求めること、又は発注者が示す標準的な仕様（標準案）に対し施工上の特

定の課題等に関して施工上の工夫等の技術提案を求めることにより、民間企業の優れた技術力を

活用し、公共工事の品質をより高めることを期待する場合に、技術提案を求める総合評価落札方

式（技術提案評価型総合評価落札方式）を適用している。 
（技術提案を求める方式の詳細については、「運用指針の解説 Ⅳ．１．（３）落札者の選定方法の

選択」P.Ⅳ-25～を参照。） 
 

 ○ 高度な技術等を含む技術提案を求める場合は、最も優れた提案を採用できるよう予定価格を 

作成する   １） 

国土交通省では、最も優れた技術提案を採用できるよう、予定価格の算定方法選定の考え方に

ついて、以下のとおり運用している。 
【予定価格の算定方法選定の考え方】  
 競争参加者から再提出された技術提案の技術評価点と、当該技術提案を実施するために必要な

設計数量等をもとに算定した価格（以下「見積価格」という。）に基づき、予定価格の算定方法を

選定する。予定価格の算定方法は以下の４つの方法が考えられる。 
① 評価値の最も高い技術提案に基づく価格を予定価格とする。 
② 技術評価点の最も高い技術提案に基づく価格を予定価格とする。 
③ 見積価格の最も高い技術提案に基づく価格を予定価格とする。 
④ 技術評価点の最も高い技術提案が評価値も最も高くなる価格（最も高い技術評価点を最

も高い評価値で除して得られた値）を予定価格とする。 
 これらのうち、結果として最も優れた技術提案を採用できるように、②技術評価点の最も高い

技術提案に基づき予定価格を算定することを基本とする。ただし、工事内容や評価項目、評価結

果等によっては学識経験者の意見を踏まえた上で他の方法を採用してもよい。 
 なお、予定価格の算定方法を選定する際の見積価格については、提出された設計数量等をその

まま使用するものとするが、予定価格を算定する際には「(2)1)設計数量等の確認」により競争参

加者が提出した数量等を精査した上で使用する必要があることに留意する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
                        

  

（参考資料） 
１）「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」 

（平成 25 年 3 月（最終令和 5 年 3 月）国土交通省） 
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【予定価格の算定方法選定の考え方】（つづき） 

表 予定価格の算定方法選定の考え方 
予定価格の算定

方法 
長  所 短  所 

①評価値の最も高い
技術提案に基づく
価格 

〔図中のＢ〕 

●ＶＦＭの考え方に則っており、予
定価格の意味合いが明確。 

●Ｂの見積価格が安い場合には落札
者が限定される可能性が高く、最
終的に評価値の高い提案を採用で
きないことがあり得る。 

②技術評価点の最も
高い技術提案に基
づく価格 

〔図中のＥ〕 

●技術的に最も優れた技術提案が排
除されない。 

●入札時点での競争性が確保される
可能性が高い。 

●評価値の最も高い提案に比べて評
価値が低く、その分価格が割高と
なっている。 

③見積価格の最も高
い技術提案に基づ
く価格 

〔図中のＤ〕 

●予定価格を上回る入札が行われる
可能性が低い。 

●入札時点での競争性が確保され
る。 

●評価値の最も高い提案に比べて評
価値が低く、その分価格が割高と
なっている。 

④技術評価点の最も
高い技術提案が評
価値も最も高くな
る価格 

〔図中のＥ’〕 

●技術的に最も優れた技術提案を採
用できる可能性がある。 

●ＶＦＭの考え方に則っており、割
高な予定価格となることを防止で
きる。 

●予定価格に対応する工事内容が存
在せず、仮想的な予定価格にな
る。 

 
 

 
図 予定価格の算定方法選定のイメージ  

出典）「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」 
（平成 25 年 3 月（最終令和 5 年 3 月）国土交通省） 
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なお、技術提案の審査に当たっては、競争参加者からの技術提案をもとに作成する予定価格の

妥当性を確保するため、中立かつ公正な立場から判断できる学識経験者の意見を聴くこととして

いる。 
【学識経験者の意見聴取】  

A.意見聴取の方法 

 学識経験者への意見聴取の時期は、技術対話後、入札前を基本とし、予定価格情報の管理の

観点から、意見を聴く学識経験者の数は必要最小限とするとともに、その匿名性や守秘義務の

確保、及び資料の管理等について十分留意する。 
B.意見聴取の内容 

 学識経験者の意見聴取は、予定価格の積算額ではなく、予定価格の作成方法や考え方等につ

いて意見を聴くものとする。 
 なお、意見聴取した結果に基づき作成した予定価格については、発注者が妥当性の説明責任

をもって決定することに留意する。 
出典）「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」 

（平成 25 年 3 月（最終令和 5 年 3 月）国土交通省） 
 

 ○ 適切な評価内容を設定   ⅰ）１） 

適切な技術提案の審査・評価については、基本方針において以下のとおり定められている。 
【技術提案の適切な審査・評価】  

第２ ４ 多様な入札及び契約の方法 
発注者は、入札及び契約の方法の決定に当たっては、その発注に係る公共工事の性格、地域の

実情等に応じ、以下に定める方式その他の多様な方法の中から適切な方法を選択し、又はこれら

の組み合わせによることができる。 
なお、多様な入札及び契約の方法の導入に当たっては、談合などの弊害が生ずることのないよ

うその防止について十分配慮するとともに、入札及び契約の手続における透明性、公正性、必要

かつ十分な競争性を確保するなど必要な措置を講ずるものとする。 
 
（１）競争参加者の技術提案を求める方式 
①技術提案の求め方 

発注者は、競争に参加しようとする者に対し、発注する工事の内容に照らし、必要がないと

認める場合を除き、技術提案を求めるよう努めるものとする。 
この場合、求める技術提案は必ずしも高度な技術を要するものではなく、技術的な工夫の余

地が小さい一般的な工事においては、技術審査において審査した施工計画の工程管理や施工上

配慮すべき事項、品質管理方法等についての工夫を技術提案として扱うなど、発注者は、競争

参加者の技術提案に係る負担に配慮するものとする。 
また、発注者の求める工事内容を実現するための施工上の提案や構造物の品質の向上を図

るための高度な技術提案を求める場合には、例えば、設計・施工一括発注方式（デザインビル

ド方式）等により、工事目的物自体についての提案を認めるなど提案範囲の拡大に努めるもの

とする。この場合、事業の目的、工事の特性及び工事目的物の使用形態を踏まえ、安全対策、

交通・環境への影響及び工期の縮減といった施工上の提案並びに強度、耐久性、維持管理の容

易さ、環境の改善への寄与、景観との調和及びライフサイクルコストといった工事目的物の性

能等適切な評価項目を設定するよう努めるものとする。 
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②技術提案の適切な審査・評価 
一般的な工事において求める技術提案は、施工計画に関しては、施工手順、工期の設定等の

妥当性、地形・地質等の地域特性への配慮を踏まえた提案の適切性等について、品質管理に関

しては、工事目的物が完成した後には確認できなくなる部分に係る品質確認頻度や方法等につ

いて評価を行うものとする。これらの評価に加えて、競争参加者の同種・類似工事の経験及び

工事成績、配置予定技術者の同種・類似工事の経験、配置予定技術者の有する資格、防災活動

への取組等により蓄積された経験等についても、技術提案とともに評価を行うことも考えられ

る。 
また、これらの評価に加え、発注者の求める工事内容を実現するための施工上の提案や構造

物の品質の向上を図るための高度な技術提案を求める場合には、提案の実現性、安全性等につ

いて審査・評価を行うものとする。 
技術提案の評価は、事前に提示した評価項目について、事業の目的、工事特性等に基づき、

事前に提示した定量的又は定性的な評価基準及び得点配分に従い、評価を行うものとする。 
なお、工事目的物の性能等の評価点数について基礎点と評価に応じて与えられる得点のバ

ランスが適切に設定されない場合や、価格評価点に対する技術評価点の割合が適切に設定され

ない場合には、品質が十分に評価されない結果となることに留意するものとする。各発注者は、

説明責任を適切に果たすという観点から、落札者の決定に際しては、その評価の方法や内容を

公表しなければならない。その際、発注者は、民間の技術提案自体が提案者の知的財産である

ことに鑑み、提案内容に関する事項が他者に知られることのないようにすること、提案者の了

承を得ることなく提案の一部のみを採用することのないようにすること等取扱いに留意する

ものとする。その上で、採用した技術提案や新技術について、評価・検証を行い、公共工事の

品質確保の促進に寄与するものと認められる場合には、以後の公共工事の計画、調査等、施工

及び管理の各段階に反映させ、継続的な公共工事の品質確保に努めるものとする。発注者は、

競争に付された公共工事を技術提案の内容に従って確実に実施することができないと認める

ときは、当該技術提案を採用せず、提案した者を落札者としないことができる。また、技術提

案に基づき、価格に加え価格以外の要素も総合的に評価して落札者を決定する方式（以下「総

合評価落札方式」という。）で落札者を決定した場合には、落札者決定に反映された技術提案

について、発注者と落札者の責任の分担とその内容を契約上明らかにするとともに、その履行

を確保するための措置や履行できなかった場合の措置について契約上取り決めておくものと

する。 
 
（２）段階的選抜方式 

競争参加者が多数と見込まれる場合においてその全ての者に詳細な技術提案を求めること

は、発注者、競争参加者双方の事務負担が大きい。その負担に配慮し、発注者は、競争参加者

が多数と見込まれるときその他必要と認めるときは、当該公共工事に係る技術的能力に関する

事項を評価すること等により一定の技術水準に達した者を選抜した上で、これらの者の中から

落札者を決定することができる。 
なお、当該段階的な選抜は、一般競争入札方式の総合評価落札方式における過程の中で行う

ことができる。加えて、本方式の実施に当たっては、必要な施工技術を有する者の新規の競争

参加が不当に阻害されることのないよう、また、恣意的な選抜が行われることのないよう、案

件ごとに事前明示された基準にのっとり、透明性をもって選抜を行うこと等その運用について

十分な配慮を行うものとする。 
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（３）技術提案の改善 
発注者は、技術提案の内容の一部を改善することで、より優れた技術提案となる場合や一部

の不備を解決できる場合には、技術提案の審査において、提案者に当該技術提案の改善を求め、

又は改善を提案する機会を与えることができる。この場合、発注者は、透明性の確保のため、

技術提案の改善に係る過程について、その概要を速やかに公表するものとする。 
なお、技術提案の改善を求める場合には、同様の技術提案をした者が複数あるにもかかわら

ず、特定の者だけに改善を求めるなど特定の者のみが有利となることのないようにすることが

必要である。 
 

（４）技術提案の審査及び価格等の交渉による方式（技術提案・交渉方式） 
技術的難易度が高い工事等仕様の確定が困難である場合において、自らの発注の実績等を

踏まえて必要があると認めるときは、技術提案を広く公募の上、その審査の結果を踏まえて選

定した者と工法、価格等の交渉を行うことにより仕様を確定した上で契約することができる。

この場合において、発注者は、技術提案の審査及び交渉の結果を踏まえて予定価格を定めるも

のとする。 
 

（５）高度な技術等を含む技術提案を求めた場合の予定価格 
競争参加者からの積極的な技術提案を引き出すため、新技術及び特殊な施工方法等の高度

な技術又は優れた工夫を含む技術提案を求めた場合には、経済性に配慮しつつ、各々の提案と

それに要する費用が適切であるかを審査し、最も優れた提案を採用できるよう予定価格を作成

することができる。この場合、当該技術提案の審査に当たり、中立かつ公正な立場から判断で

きる学識経験者の意見を聴取するものとする。 
  

出典）「公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的な方針」 
(令和 6 年 12 月閣議決定） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                        

  

（参考法令等） 
ⅰ）基本方針 第２ ４ 多様な入札及び契約の方法 
（参考資料） 
１）「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」 
（平成 25 年 3 月（最終令和 5 年 3 月）国土交通省） 
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国土交通省における工事目的物に対する提案を求める場合や高度な施工技術や特殊な施工方法

等の技術提案を求める場合の評価項目の設定の例については、以下のとおりである。 
【技術提案に関する評価項目の例】  

分類 
評価項目 

定性評価 定量評価 

総合的なコ
ストの縮減 

使用材料等の耐久性 
ライフサイクルコスト(維持管理費)、補

償費※ 

工事目的物
の性能・機能の
向上 

品質管理方法  

景観  

 機械設備等の処理能力 

社会的要請
への対応 

 施工期間（日数） 

貴重種等の保護・保全対策  

汚染土壌の処理対策  

地滑り・法面崩落危険指定地域内の対策  

周辺住民の生活環境維持対策 
施工中の騒音値、振動、粉塵濃度、CO2排

出量 

現道の交通対策 交通規制期間 

濁水処理対策 濁水発生期間、pH 値、SS 値 

※工事に関連して生ずる補償費等の支出額及び収入の縮減相当額を評価する場合、当該費用について評価項目として
の得点を与えず、評価値の算出において入札価格に当該費用を加算する。 

出典）「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」 
（平成 25 年 3 月（最終令和 5 年 3 月）国土交通省） 
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国土交通省では、競争参加者に対し技術提案を求める場合は、発注者の意図を明確にし、競争参

加者からの的確な技術提案の提出を促すため、入札説明書等の契約図書において施工条件や要求

要件（最低限の要求要件、評価する上限がある場合には上限値）の明示の徹底を図ることとしてい

る。 
【技術提案に係る要求要件の設定の例】  

表 技術提案に係る要求要件の設定例（1）定量評価の場合 

評価項目 最低限の要求要件 技術提案の上
限値 上限値の設定根拠 

水質汚濁対
策 

（pH 値，
SS 値） 

工事排水 
 pH 値 8.5 以下 

工事排水 
 pH 値 7.0 

中性である pH 値 7.0
を上限値として設定 

SS 値 25mg/L 以下 
（生活環境の保全に関

する環境基準 河川AA類
型） 

SS 値 
15mg/L 

当該工事期間（12 月～
3 月）と同じ月の過去 3
カ年の平均測定値を上
限として設定 

騒音低減対
策 

（dB(A)） 

発電機室内騒音 
 85dB(A) 以下 

発電機室内騒
音 
 75dB(A) 以下 

発電機・原動機共通筐
体の標準的遮音性能を
上限値として設定 

現道作業時
間 

（時間） 

作業時間 
 8 時間以下 

作業時間 
4 時間 

標準案 1 班体制に対し
3 班体制を想定した場合
の作業時間を上限とし
て設定 

アスファル
ト再生材の使

用量 
（t） 

AS 再生材使用量 
 320t 超 

AS 再生材使
用量 
 806t 

舗装再生便覧（日本道
路協会）に基づき上限値
を設定 

 
表 技術提案に係る要求要件の設定例（2）定性評価の場合 

評価項目 入札説明書への記載例 

共通 

●本工事は、施工方法等の技術提案を受け付け、標準案に基づき算定する予定価
格の範囲内において、価格以外の要素と価格を総合的に評価して落札者を決定
する総合評価落札方式（技術提案評価型Ｓ型）の工事である。 

●施工方法等の技術提案は各課題に対し最大５項目（各項目についてＡ４用紙○
枚以内）までの提案とし、工事の品質向上に資する提案を評価の対象とする。 

盛土の 
品質管理 

●管理基準値の設定の引き上げや、使用材料（購入土）、施工方法（30t 以上 BD）
等、過度にコスト負担を要する提案がなされた場合はより優位に評価しない。 

粉塵対策 
●工法変更（散水による粉塵防止から粉塵防止材等の変更を含む。）、機械設備の
設置、専任の作業員（道路監視員など）の配置等、過度にコスト負担を要する
提案がなされた場合はより優位に評価しない。 

コンクリー
トの 

品質管理 

●特記仕様書（案）に示すコンクリートの配合を大幅に変更して品質の安定化を
図る方法等、過度にコスト負担を要する提案がなされた場合はより優位に評価
しない。   

出典）「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」 
（平成 25 年 3 月（最終令和 5 年 3 月）国土交通省） 
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 ○ 過度なコスト負担を要する（いわゆるオーバースペック）と判断される技術提案   １）２） 

過度なコスト負担を要する（いわゆるオーバースペック）と判断される技術提案は、提案の履行

に過剰な費用を要する場合において、契約額の範囲で必要な品質を確保しようとすれば、技術提

案以外の部分での疎漏・粗雑な施工などにつながるおそれがある。 
国土交通省では、オーバースペックと判断する場合の事例等についてとりまとめるなど、工事

における必要度・重要度に照らし、必要な範囲を超えて過度にコスト負担を要する提案がなされ

た場合はより優位に評価しないようにするための取組を進めている。 
【提案に対し、オーバースペックと判断する場合がある事例】  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

出典）「総合評価方式における技術提案のオーバースペック事例集」（平成 23 年 3 月国土交通省） 
 

【入札説明書への記載】 
2-4-2 技術提案 

発注者の意図を明確にし、競争参加者からの的確な技術提案の提出を促すため、入札説明書等の契

約図書において施工条件や要求要件（最低限の要求要件、評価する上限がある場合には上限値）の明

示の徹底を図る必要がある。技術提案に係る要求要件（最低限の要求要件及び上限値）の設定例を表

2-4 及び表 2-5 に示す。 
また、発注者は、技術提案を求める範囲を踏まえ、技術提案書の分量の目安を示すことにより、競

争参加者に過度の負担をかけないよう努めることとする。 
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出典）「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」 

（平成 25 年 3 月（最終令和 5 年 3 月）国土交通省） 
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 ○ 提案内容の一部を改善   １） 

国土交通省では、技術提案の内容の一部を改善することでより優れた技術提案となる場合や、

一部の不備を解決できる場合には、発注者と競争参加者の技術対話を通じて、発注者から技術提

案の改善を求め、又は競争参加者に改善を提案する機会を与えることができることとしている。 
【技術対話の実施】  

1) 技術対話の範囲 

 技術対話の範囲は、技術提案及び技術提案に係る施工計画に関する事項とし、それ以外の項

目については、原則として対話の対象としない。 
2) 技術対話の対象者 

 技術対話は、技術提案を提出した全ての競争参加者を対象に実施する。競争参加者間の公平

性を確保するため、複数日にまたがらずに実施することを基本とし、競争参加者が他者の競争

参加を認知することのないよう十分留意する。 
 また、技術対話の対象者は、技術提案の内容を十分理解し、説明できるものとすることから

複数でも可とする。ただし、提案者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある者に限るものとする。 
3) 技術対話の手順 

 競争参加者側から技術提案の概要説明を行った後、技術提案に対する確認、改善に関する対

話を行うものとする。 
 なお、技術対話において他者の技術提案、参加者数等の他者に係る情報は一切提示しないも

のとする。 
A.技術提案の確認 
 競争参加者から技術提案の特徴や利点について概要説明を受け、施工上の課題認識や技術提

案の不明点について質疑応答を行う。 
B.発注者からの改善要請 
 技術提案の内容に要求要件や施工条件を満たさない事項がある場合には、技術対話において

提案者の意図を確認した上で必要に応じて改善を要請し、技術提案の再提出を求める。要求要

件や施工条件を満たさない事項があり、その改善がなされない場合には、発注者は当該競争参

加者の競争参加資格がないものとして取り扱うものとする。 
 また、新技術・新工法の安全性等を確認するための資料が不足している場合には、追加資料

の提出を求める。 
 なお、技術提案の改善を求める場合には、同様の技術提案をした者が複数あるにもかかわら

ず、特定の者だけに改善を求めるなど特定の者のみが有利となることのないようにすることが

必要であることから、技術提案の改善を求める前に、あらかじめ各提案者に対し求める改善事

項を整理し、公平性を保つよう努めるものとする。 
C.自発的な技術提案の改善 
 発注者による改善要請だけでなく、競争参加者からの自発的な技術提案の改善を受け付ける

こととし、この旨を入札説明書等に明記する。 
D.見積りの提出要請 
 発注者は設計数量の確認結果に基づき、必要に応じて数量総括表における工種体系の見直し

や単価表等の提出を競争参加者に求める。競争参加者に提出を求める単価表等は、発注者の積

算基準類にないものに限ることとする。 
4) 文書による改善要請事項の提示 

 発注者は技術対話時または技術対話の終了後、競争参加者に対し速やかに改善要請事項を書 
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面で提示するものとする。 

出典）「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」 
（平成 25 年 3 月（最終令和 5 年 3 月）国土交通省） 

 
国土交通省では、技術対話における公平性、透明性を確保するため、技術提案の改善に係る過程

の概要を公表する必要があることから、提案内容の改善過程の内容と、各競争参加者に対する発

注者からの改善要請事項の概要、各競争参加者の再提出における改善状況の概要を公表すること

を基本とし、各競争参加者の提案の具体的内容に係る部分は公表しないものとしている。また、競

争参加者の知的財産を保護する観点から、各競争参加者の了解を得た上でそれらを公表すること

としている。 
【技術提案の改善過程の具体例】  

技術提案の内容 

橋梁の架設工法である○○工法を使用することにより、交通規制時間を短くす
る。○○工法は、ブラケットを折りたたんだ状態で鋼桁を運搬し、移動多軸台
車上で組み立て、設置箇所まで運搬。鋼桁をリフトアップし、橋脚柱を接合す
る。鋼桁のジャッキダウン後に鋼桁の接合等を行い、ブラケットを展開する。
また、鋼桁と橋脚柱の接合は現場溶接により行う。橋台の基礎としては鋼管杭
を使用し、下部工は△△工法を採用する。 

改善の内容 

〔発注者からの指摘事項〕 
・施工ヤード：当初想定していた場所と異なる位置の提案がなされたが、今後
予定される近接工事の影響で使用できない位置であったため、位置の変更を要
請。 
・提案工法の安全性の確認：○○工法の施工手順の詳細資料を要請。 
〔自発的な改善事項〕 
・下部工の接合方法の代替工法の提案：現場溶接より、ハイテンボルトを採用
することによりコスト縮減と工期短縮が見込まれる。 

【技術提案の改善過程の公表イメージ】  

 

出典）「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」 
（平成 25 年 3 月（最終令和 5 年 3 月）国土交通省） 

                        
（参考資料） 
１）「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」 

（平成 25 年 3 月（最終令和 5 年 3 月）国土交通省） 
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 ○ 発注者と落札者の責任分担とその内容を契約上明らかにする、履行を確保するための措置や履

行できなかった場合の措置   １） 

国土交通省では、技術提案の履行の確保を目的として、以下のとおり発注者と受注者の双方の

責任分担とその内容を契約上明らかにするとともに、その履行を確保するための措置として提案

内容の担保の方法について契約上取り決めておくこととしている。 
【契約書における明記の例】  

 具体的な対応方法として、特記仕様書の記載例を以下に示す。 
〔特記仕様書への記載例〕 
第○条 施工計画書への記載 

受注者は、技術資料に記述した提案について、発注者が競争参加資格の確認結果通知時

に「実施してはならない」と通知した提案を除き、施工計画書に記載しなければならない。 
２．前項にかかわらず、次に掲げる提案については、受発注者間の協議を経て、施工計画書

を作成するものとする。 
１）契約後ＶＥ提案として求めた提案（※必要に応じて記載すること） 
２）発注者が競争参加資格の確認結果通知時に「加算点を付与する対象とならない」と

して通知した提案のうち、標準案との効果の差が不明な提案 
 

【評価内容の担保の方法の例】  
 受注者の技術提案の不履行が工事目的物の瑕疵に該当する場合は、工事請負契約書に基づ

き、瑕疵の修補を請求し、又は修補に代え若しくは修補とともに損害賠償を請求する。 
 施工方法に関する技術提案の不履行の場合には、受発注者間において責任の所在を協議し、

受注者の責めによる場合には、契約不履行の違約金を徴収する。その際、協議の円滑化のため

に中立かつ公平な立場から判断できる学識経験者の意見を聴くことも考えられる。 
 契約不履行の違約金の額としては、例えば、次のような運用例がある（入札説明書記載例）。 
 また、いずれの場合においても工事成績評定の減点対象とする。 

【入札説明書における記載例】（例：交通規制の短縮日数） 
 受注者の責めにより、入札時の提案内容が実施されていないと判断された場合、（２）２）

①「一般国道○○号における交通規制の短縮日数における提案に係る具体的な施工計画」

においては、実際に確認できた交通規制の短縮日数に基づき点数の再計算を行い、落札時

の技術評価点との点差に対応した金額を契約不履行の違約金として徴収する。この取扱い

方法については契約書に記載するものとする。 
 また、併せて当該工事成績評定を減ずる措置を行う。 
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図 技術提案不履行の場合の違約金の算定例 

出典）「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」 
（平成 25 年 3 月（最終令和 5 年 3 月）国土交通省） 
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【指針本文】 

（競争参加者の施工能力の適切な評価項目の設定等） 
総合評価落札方式における施工能力の評価に当たっては、競争参加者や当該工事に

配置が予定される技術者（以下「配置予定技術者」という。）の施工実績などを適切に

評価項目に設定するとともに、必要に応じて災害時の工事実施体制の確保の状況や近

隣地域での施工実績などの企業の地域の精通度や、技能労働者の技能（登録基幹技能

者等の資格の保有など）等を評価項目に設定する。 

また、必要に応じて、豊富な実績を有していない若手技術者や、女性技術者などの

登用、民間発注工事や海外での施工経験を有する技術者の活用も考慮して、施工実績

の代わりに施工計画を評価するほか、主任技術者又は監理技術者以外の技術者の一定

期間の配置や企業によるバックアップ体制、災害時の活動実績を評価するなど、適切

な評価項目の設定に努める。さらに、国土交通省が認定した一定水準の技術力等を証

する民間資格を総合評価落札方式における評価の対象とするよう努める。 

工事の目的や内容、技術力審査・評価の項目や求める施工計画又は技術提案のテー

マが同一であり、かつ施工地域が近接する２以上の工事において、提出を求める技術

資料の内容を同一のものとする一括審査方式や、工事の内容、地域の実情等を踏まえ、

施工能力や実績等により競争参加者や技術者を評価する総合評価落札方式（施工能力

評価型総合評価落札方式）を活用することなどにより、発注者と競争参加者双方の負

担軽減に努める。 

総合評価落札方式の実施方針や複数の工事に共通する評価方法を定める場合は、学

識経験者の意見を聴き、個別工事の評価方法や落札者の決定については、工事の内容

等を踏まえて、必要に応じて学識経験者の意見を聴く。地方公共団体における総合評

価落札方式に係る学識経験者の意見聴取については、地方自治法施行令（昭和 22 年政

令第 16 号）第 167 条の 10 の２第４項等に定める手続により行う。 

必要に応じて、配置予定技術者に対するヒアリングを行うこと等により、競争参加

者の評価を適切に行う。 

また、工事の内容等に応じて、品質確保のための体制やその他の施工体制の確保状

況を確認するために入札説明書等に記載された要求要件の確実な実施の可否を審査・

評価する総合評価落札方式（施工体制確認型総合評価落札方式）の実施に努める。 
  

【解 説】 
 ○ 総合評価落札方式における施工能力の評価   １） 

国土交通省では、総合評価落札方式における施工能力の評価に当たっての評価項目の基本的な

考え方について、以下のとおり運用している。 
【評価項目及び配点の基本的な考え方】  

（１）評価項目 
 総合評価落札方式における価格以外の評価項目は、施工能力評価型（Ⅰ型、Ⅱ型）及び技術

提案評価型（Ｓ型、ＡⅠ型、ＡⅡ型、ＡⅢ型）の各タイプにかかわらず、以下に示す３つの観

点に基づき、公共工事の品質確保・向上に対する重要性や評価項目に係るデータ入手の容易さ

等を考慮した上で、選定タイプの工事特性（工事内容、規模、要求要件等）に応じて設定する

ことを基本的な考え方とする。 
 公共工事の品質確保・向上のために重要な評価項目は、以下のように整理できる。 
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① 企業の能力等 
② 技術者の能力等 
③ 技術提案（施工計画） 
 「①企業の能力等」は、発注者が示す仕様に基づき、企業が適切かつ確実に工事を遂行する

能力を評価するものである。企業の施工実績や工事成績、表彰等を評価する。また、従来「企

業の信頼性・社会性」として評価していた現地条件を熟知している等の地域精通度等について

も、企業の能力等の中で評価する。 
 「②技術者の能力等」は、発注者が示す仕様に基づき、施工に直接携わる配置予定技術者が

適切かつ確実に工事を遂行する能力を評価するものである。具体的には、配置予定技術者の施

工実績や工事成績、表彰、ヒアリング（監理能力、理解度）等を評価する。 
 「③技術提案（施工計画）」は、発注者が示す標準的な仕様に対して企業自らの技術提案によ

り改善し、工事の品質向上を図る能力を評価するものである。競争参加者の技術提案について

は、総合的なコスト、工事目的物の性能・機能等や環境の維持・交通の確保等を評価の視点と

する。なお、技術的工夫の余地が小さく技術提案を求める必要がない工事においては、｢施工計

画｣を求め、施工上配慮すべき事項の適切性を審査し、適切かつ確実に工事を遂行する能力を

審査する。 
 
（１）企業・技術者の能力等 
【評価項目】 
 企業・技術者の能力等の評価項目は、施工実績、工事成績及び表彰を必須とし、必要に応じ

て、企業・技術者の施工能力を判断できる項目を適宜設定する。 
 各評価項目の配点は地域の実情等を踏まえ、バランス良く設定するものとするが、必須項目

については、品質確保の確実性の観点から、工事特性に応じて配点を高めることが望ましい。 
 また、地域精通度等については、企業の能力等の中で評価するものとし、企業の能力等の配

点の半分を超えない範囲でバランス良く設定するものとする。 
なお、複数の配置予定技術者で参加申請する場合は、配置予定技術者の評価点合計の最も低

い者の評価点を対象とする。 
 

【評価方法】 
 加算点の算出に当たっては、各評価項目の得点の合計点をそのまま加算点とする、いわゆる

「素点計上方式」とする。なお、技術者の能力等の評価において、配置予定技術者が評価対象

期間中に出産・育児等の真にやむを得ない事情により休業を取得していた場合には、入札・契

約手続の公平性の確保を踏まえた上で、原則、休業期間に相当する期間を審査対象期間に加え

るものとする。 
○同種工事の施工実績 

・「より同種性の高い工事」の同種条件として、工事目的物の具体的な構造形式や工事量、施工条

件等を当該工事の特性を踏まえて適切に設定し、競争参加資格としての同種工事よりも優位に

評価することを基本とする。 
  
                        

  

（参考資料） 
１）「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」 
（平成 25 年 3 月（最終令和 5 年 3 月）国土交通省） 
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・複数の同種条件を設定、評価することも可能とする。 
・施工実績が複数ある場合は、件数に応じて優位に評価することも可能とする。 
・過去１５年間における元請けとして完成・引渡しが完了した要求要件を満たす同種工事（都道

府県等の他の発注機関発注の工事を含む）を対象とする。なお、国土交通省直轄工事において

は、工事成績評定点が６５点未満の工事は対象外とする。 
・ＣＯＲＩＮＳ等のデータベース等を活用し、確認・審査する。 
・配置予定技術者の施工実績において工事に従事した立場を考慮する場合には、「監理（主任）技

術者」だけを優位に評価するのではなく、必要に応じて「現場代理人」又は「担当技術者」も

同等に評価することも可能とする。 
・評価対象期間に従事した海外インフラプロジェクト技術者認定・表彰制度による認定を受けて

いる実績の場合も同様に評価する。 
○工事成績 

・企業においては過去２年間、配置予定技術者においては過去４年間の同じ発注工種区分の工事

成績評定点の平均点（全国：８地方整備局＋北海道開発局＋沖縄総合事務局）とする。 
ただし、データベースの整備状況に応じて、当該地整のみとすることや、３件程度の工事の平

均とすることも可能とする。 
・都道府県等の他の発注機関における工事成績を対象とすることも可能とするが、直轄工事にお

ける工事成績評定点との評価方法や平均点等の違いに留意すること。 
・なお、事前に、当該期間の実績を有する企業、技術者が少ないことがわかっている場合は、必

要に応じて対象期間を拡大できるものとする。 
○表彰 

・原則、同じ発注工種区分の工事を対象とし、発注量、企業数、表彰数を考慮して設定するもの

とする。 
・企業においては優良工事表彰、配置予定技術者においては優良工事技術者表彰又は海外インフ

ラプロジェクト技術者認定・表彰制度による表彰を基本とする。 
・局長表彰、事務所長表彰等、表彰主体に応じて評価することも可能とする。 

○地域精通度等 
・地域精通度等の評価項目は、企業の能力等の中で評価するものとし、災害協定の有無・協定に

基づく活動実績、近接地域での施工実績等の社会資本整備・管理に関係のある項目についての

み、必要に応じて設定するものとする。社会資本整備・管理に関係のない項目は設定しない。 
○配置予定技術者の資格 

・競争参加資格要件として求めた資格以外で当該工事に有効な資格がある場合には、資格の内容

に応じて評価することも可能とする。 
出典）「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」 

（平成 25 年 3 月（最終令和 5 年 3 月）国土交通省） 
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【競争参加資格要件と総合評価項目案（施工能力評価型・技術提案評価型）】  

表 競争参加資格要件と総合評価項目案（施工能力評価型・技術提案評価型） 
 

資格要件・評価項目 

施工能力評価型 
技術提案評価型

(WTO 以外)※ 

参加 

要件 

総合 

評価 

参加 

要件 

総合 

評価 

企業の能力等 

同種工事の施工実績 ○ ○ ○ ○ 

工事成績 ○ ○ ○ ○ 

表彰 × ○ × ○ 

関連分野での技術開発の実績 × △ × △ 

品質管理・環境マネジメントシステムの取組状況（ISO 等） × △ × △ 

技能者の配置状況、作業拠点の有無、施工機械の保有状況等

の施工体制 
× △ × △ 

その他（手持ち工事量等） △ △ △ △ 

 

地域精

通度 

・貢献度

等 

地理的条件 

本支店営業所の所在地 △ △ △ △ 

企業の近隣地域での施工実績の有無 △ △ △ △ 

配置予定技術者の近隣地域での施工実績 △ △ △ △ 

災害協定の有無・協定に基づく活動実績 × △ × △ 

その他（ボランティア活動等） × △ × △ 

技術者の能力

等 

資格 ○ △ ○ △ 

同種工事の施工実績 ○ ○ ○ ○ 

工事成績 ○ ○ ○ ○ 

表彰 × ○ × ○ 

継続教育（CPD）の取組状況 × △ × △ 

その他 △ △ △ △ 

監理能力（ヒアリング） × △ × △ 

技術提案 

（施工計画） 

施工計画 ○ × × × 

施工計画の適切性（ヒアリング） △ × × × 

技術提案 × × ○ ○ 

技術提案の理解度（ヒアリング） － － △ △ 

施工体制 
品質確保の実効性 × △ × △ 

施工体制確保の確実性 × △ × △ 

   （凡例）  ○：必須  △：選択  ×：非設定 

 ※WTO 対象工事にあっては、国内実績のない外国籍企業が不利となるような評価項目を設定してはならない。 

出典）「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」 
（平成 25 年 3 月（最終令和 5 年 3 月）国土交通省） 
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 ○ 豊富な実績を有していない若手や女性などの技術者の登用も考慮   

国土交通省では、中長期的な担い手の育成・確保を図る観点から、豊富な実績を有していない若

手や女性などの技術者の登用を促す工事の試行を実施している。 
【選任補助者制度の導入】（九州地方整備局） 

  
出典）「令和 4 年度総合評価落札方式の主な変更点（工事）」（令和 4 年 3 月国土交通省九州地方整備局） 
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【試行工事「選任補助者制度」の適用範囲の拡大】（九州地方整備局） 

 
出典）「令和 5 年度総合評価落札方式の主な変更点（工事）」（令和 5 年 3 月国土交通省九州地方整備局） 
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【電通チャレンジ型（担い手確保型）の配点見直し】(九州地方整備局） 

 
出典）「令和 6 年度総合評価落札方式の主な変更点（工事）」（令和 6 年 3 月国土交通省九州地方整備局） 
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【担い手の確保を図る取り組み】（近畿地方整備局） 

 

 
出典）「近畿地方整備局における工事の入札契約について」（令和 6 年 4 月国土交通省近畿地方整備局） 
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【産休育休等を取得しやすい環境整備【評価対象期間の緩和】】(中国地方整備局） 

 
出典）「令和 6 年度の入札・契約方針」（令和 6 年 9 月国土交通省中国地方整備局） 
 
【ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ(WLB)等推進企業を評価する取組の試行】（中国地方整備局） 

 
出典）「令和 6 年度の入札・契約方針」（令和 6 年 9 月国土交通省中国地方整備局） 
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 ○ 一括審査方式   １）２）３） 

国土交通省では、総合評価落札方式における企業の技術力審査・評価を効率化するため、提出を

求める技術資料の内容を同一のものとする一括審査方式の活用に努めている。 
参加資格要件等を共通化できる複数工事の発注が同時期に予定される場合において、技術提案

の作成に関する建設会社の負担、その評価に関する発注者の負担を軽減することを目的として、

工事内容に照らし要求する技術提案を共通化できる工事を対象に一括審査方式を活用している。 
【一括審査方式の特徴】 
① 複数工区の発注に対して同一の競争参加資格（同種工事の施工実績）や技術提案テーマを

求める。 
② 入札は、全ての工区または希望する工区のみ札を入れる。 
③ 入札説明書で示した開札順番ごとに開札し、工区ごとに評価値の最も高い者に落札決定す

る。 
④ 受注した企業は、工事に専念し確実な施工を実施する体制の構築が求められるため、1 公

告に配置できる予定技術者は、技術提案を熟知し確実に履行できる1 人としてリスクの分散

を図る。 
出典）「災害復旧における適切な入札契約方式の適用ガイドライン」 

（平成 29 年 7 月（最終令和 3 年 5 月）国土交通省） 
 

【一括審査方式の活用】  
１ 事務の改善及び効率化について 
(2) 一括審査方式の更なる活用 

工事への活用については、下記のとおりとする。 
① 総合評価落札方式における企業の技術力審査・評価を効率化するため、以下の条件をすべ

て満たす２以上の工事において、提出させる技術資料（技術提案及び施工計画を含む。）の内

容を同一のものとすることができるものとする。 
ただし、１．(1)を適用する工事については、イ）からニ）までの条件をすべて満たせばよ

いものとする。 
イ）支出負担行為担当官又は分任支出負担行為担当官が同一である工事 
ロ）工事の目的・内容が同種の工事であり、技術力審査・評価の項目が同じ工事 
ハ)「工事請負業者選定事務処理要領」（昭和 41 年 12 月 23 日付け建設省厚第 76 号）第

３に掲げる工事種別及び同第２第２号の等級区分、「官庁営繕部工事請負業者選定要領」

（昭和 42 年７月１日付け建設省営管第 845 号）第３に掲げる工事種別及び同第２第２

号の等級区分、「契約業者取扱要領」（昭和 55 年 12 月１日付け港管第 3722 号）第７条

第１項に掲げる工事種別及び同条第２項の等級区分又は「国土交通省所管の契約に係る競

争参加資格審査事務処理要領について」（平成 13 年１月６日付け国官会第 22 号）別紙

「国土交通省所管の契約に係る競争参加資格審査事務取扱要領」別表第二に掲げる業種区

分及び別表第一に掲げる等級が同一である工事 
ニ）入札公告、競争参加資格申請書等の提出、入札、開札及び落札決定のそれぞれについて

同一日に行うこととしている工事 
ホ）工事の品質確保又は品質向上を図るために求める施工計画又は技術提案のテーマが同一

となる工事 
へ）「請負工事成績評定要領の運用について」（平成 13 年 3 月 30 日付け国官技第 93 号）
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別添２「地方整備局工事技術的難易度評価実施要領」別記様式第１「工事技術的難易度評

価表」、「営繕工事に係る請負工事成績評定要領の運用について」（平成 13 年３月 30 日
付け国営技第 32 号）別添２「地方整備局営繕工事技術的難易度評価実施要領」別記様式

第 1-1～1-2「工事技術的難易度評価表」、「官庁営繕部請負工事成績評定要領の運用につい

て」（平成 13 年３月 30 日付け国営計第 88 号、国営技第 34 号）別添２「官庁営繕部

工事技術的難易度評価実施要領」別記様式第 1-1～1-2「工事技術的難易度評価表」、「請負

工事成績評定基準の制定について」（平成 22 年 6 月 1 日付け国港技第 27-2 号）別添

２「工事技術的難易度評価実施基準」別記様式第１(1)「発注時工事技術的難易度評価表」

又は「航空局工事成績評定要領の一部改正について」（令和５年２月 13 日付け国空予管第 
1256 号、国空空技第 449 号、国空交企第 481 号）別添２「航空局工事技術的難易度評

定要領」別記様式第 1-1～1-4「工事技術的難易度評価表」のいずれかの様式のすべての大

項目及び技術提案又は施工計画を求めるテーマに関連のある小項目の評価が同じ工事 
② 一括審査方式の適用に当たっては、次の事項に留意するものとする。 
イ）入札公告及び入札説明書の交付は工事ごとに別々に行うこと。 
ロ）落札決定を行う工事の順番を入札公告及び入札説明書において明らかにすること。 

③ 一括審査方式の対象工事においては、一括審査の対象工事数を上限に、配置予定技術者を

複数設定し競争に参加できるものとする。地域の建設業者の実情を的確に把握した上で、工

事受注者の偏在等の弊害が生じないよう配慮する。 
出典）「令和 6 年度における国土交通省直轄事業の入札及び契約に関する事務の執行について」 
（令和 6 年 4 月国土交通省） 
 

 

出典）国土交通省作成資料 
 

                        
（参考資料） 
１）「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」 
（平成 25 年 3 月（最終令和 5 年 3 月）国土交通省） 

２）「災害復旧における適切な入札契約方式の適用ガイドライン」 
（平成 29 年 7 月（最終令和 3 年 5 月）国土交通省） 

３）「令和 6 年度における国土交通省直轄事業の入札及び契約に関する事務の執行について」 
（令和 6 年 4 月国土交通省） 
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 ○ 施工能力や実績等により競争参加者や技術者を評価する総合評価落札方式  

（施工能力評価型総合評価落札方式）   １）２） 

国土交通省では、総合評価落札方式の適用拡大に伴う技術提案・審査に係る競争参加者及び発

注者の負担増に対応するため、技術的工夫の余地が小さく技術提案を求めて評価する必要がない

工事において、施工能力や実績等により競争参加者や技術者を評価する施工能力評価型総合評価

落札方式を適用している。 
【工事の特性に応じた総合評価落札方式（施工能力評価型総合評価落札方式）の選択】  

【概要】 
 施工能力評価型は、技術的工夫の余地が小さい工事を対象に、発注者が示す仕様に基づき、

適切で確実な施工を行う能力を確認する場合に適用するものである。 
 施工能力評価型は、施工計画を審査するとともに、企業の能力等（当該企業の施工実績、工

事成績、表彰等）、技術者の能力等（当該技術者の施工経験、工事成績、表彰等）に基づいて評

価される技術力と価格との総合評価を行うⅠ型と、企業の能力等、技術者の能力等に基づいて

評価される技術力と価格との総合評価を行うⅡ型に分類される。 
【適用の意義】 
 施工能力評価型は、技術的工夫の余地が小さく、技術提案を競争参加者に求めて評価する必

要がない工事において、企業の能力等（当該企業の施工実績、工事成績、表彰等）、技術者の能

力等（当該技術者の施工実績、工事成績、表彰等）及び施工計画を審査・評価することにより、

企業が発注者の示す仕様に基づき、適切で確実な施工を行う能力を有しているかを確認するも

のである。それとともに、必要に応じて、地域精通度等を評価し、その地域で工事を円滑に実

施する能力を有しているかなどを評価することにより、当該工事を確実に施工できる企業を選

定することを目的とするものである。 
 規模の小さい工事や施工上の技術的課題が少ない工事においては、技術提案の範囲や効果が

限定されるため、工事品質の向上を図ることよりも、むしろ粗雑工事等の発生リスクを回避す

るために、発注者が示す仕様に基づき適切かつ確実な施工を図ることがより重要となる。長期

的に見れば、適切かつ確実に施工することは、構造物の長寿命化や、長い供用期間にわたる維

持管理費の軽減にもつながるものであり、国民にとっては、供用期間が長く、安全性の高い社

会資本が確保され、将来の維持管理費を含めた総合的なコスト縮減等の利益を享受することが

できる。 
出典）「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」 

（平成 25 年 3 月（最終令和 5 年 3 月）国土交通省） 
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また、市区町村向けの簡易型（特別簡易型）の評価項目及び評価基準の設定例については、以下

のとおりである。 
【市区町村向け簡易型（特別簡易型）の評価項目及び評価基準の設定例】  

 
出典）「地方公共団体向け総合評価実施マニュアル」（平成 19 年 3 月（最終平成 20 年 3 月）国土交通省） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                        
（参考資料） 
１）「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」 

（平成 25 年 3 月（最終令和 5 年 3 月）国土交通省） 
２）「地方公共団体向け総合評価実施マニュアル」（平成 19 年 3 月（最終平成 20 年 3 月）国土交通省） 
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 ○ 地方公共団体における総合評価落札方式に係る学識経験者の意見聴取   ⅰ）ⅱ）１） 

技術提案の審査・評価に当たっては、発注者の恣意を排除し、中立かつ公正な審査・評価を行う

ことが必要であることから、国及び地方公共団体における中立かつ公正な審査・評価の確保に関

する事項について、基本方針において、以下のとおり定められている。 
【学識経験者の意見聴取】 

第２ ５ 中立かつ公正な審査・評価の確保に関する事項 
技術提案の審査・評価に当たっては、発注者の恣意を排除し、中立かつ公正な審査・評価

を行うことが必要である。このため、国においては、総合評価落札方式の実施方針及び複数

の工事に共通する評価方法を定めようとするときは、中立の立場で公正な判断をすることが

できる学識経験者の意見を聴くとともに、必要に応じ個別工事の評価方法や落札者の決定に

ついても意見を聴くものとする。 
（中略） 
また、地方公共団体においては、総合評価落札方式を行おうとするとき、総合評価落札方

式により落札者を決定しようとするとき、落札者決定基準を定めようとするときは、あらか

じめ２人以上の学識経験者の意見を聴くこととされているが、この場合、各発注者ごとに、

又は各発注者が連携し、都道府県等の単位で学識経験者の意見を聴く場を設ける、既存の審

査の場に学識経験者を加える、個別に学識経験者の意見を聴くなど運用面の工夫も可能であ

る。なお、学識経験者には、意見を聴く発注者とは別の公共工事の発注者の立場での実務経

験を有している者等も含まれる。 
出典）「公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的な方針」 

(令和 6 年 12 月閣議決定） 
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【地方公共団体における学識経験者の意見聴取】  

 

  
【地方自治法施行令】  

第百六十七条の十の二 
 （中略） 

３ 普通地方公共団体の長は、前二項の規定により落札者を決定する一般競争入札（以下「総合

評価一般競争入札」という。）を行おうとするときは、あらかじめ、当該総合評価一般競争入札

に係る申込みのうち価格その他の条件が当該普通地方公共団体にとつて最も有利なものを決

定するための基準（以下「落札者決定基準」という。）を定めなければならない。 
４ 普通地方公共団体の長は、落札者決定基準を定めようとするときは、総務省令で定めるとこ

ろにより、あらかじめ、学識経験を有する者（次項において「学識経験者」という。）の意見を

聴かなければならない。 
５ 普通地方公共団体の長は、前項の規定による意見の聴取において、併せて、当該落札者決

定基準に基づいて落札者を決定しようとするときに改めて意見を聴く必要があるかどうかに

ついて意見を聴くものとし、改めて意見を聴く必要があるとの意見が述べられた場合には、

当該落札者を決定しようとするときに、あらかじめ、学識経験者の意見を聴かなければなら

ない。 
出典）上段：「地方公共団体向け総合評価実施マニュアル」 

    平成 19 年 3 月（最終平成 20 年 3 月）国土交通省） 
下段：「地方自治法施行令」 

 
                        

  

（参考法令等） 
ⅰ）基本方針 第２ ５ 中立かつ公正な審査・評価の確保に関する事項 
ⅱ）「地方自治法施行令」第 167 条の 10 の２ 
（参考資料） 
１）「地方公共団体向け総合評価実施マニュアル」（平成 19 年 3 月（最終平成 20 年 3 月）国土交通省） 
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 ○ 配置予定技術者に対するヒアリング   １）

 

国土交通省では、総合評価落札方式において、競争参加者から提出された施工計画の適切性（配

置予定技術者の施工計画に対する理解度）を確認する必要がある場合など、必要に応じて配置予

定技術者へのヒアリングを実施するなどにより、適切な競争参加者の選定を行うこととしている。 
【配置予定技術者の監理能力（ヒアリング）】  

 施工能力評価型Ⅰ型及び技術提案評価型Ｓ型において、配置予定技術者の「監理能力」を確

認する必要がある場合には、配置予定技術者へのヒアリングを実施する。 
 「監理能力」に関しては、下表の視点から評価するものとし、評価結果に応じて、「技術者の

能力等」における過去の同種工事実績の評価点に係数を掛けることとする。 
表 技術者ヒアリングにおける監理能力の評価視点（例） 

視 点 内 容 

役割 
監理技術者（担当技術者）として、当該工事における自身の役割を、実際の工事で実施

した内容を持って具体的に説明できる 

工程管理 
工程管理にあたってのクリティカルポイントが何で、それを予定通り実施するためにとっ

た対策について、工事特性との関係とともに具体的に説明できる 

品質管理 
品質管理にあたり、最も配慮しなければならなかった事項及びその対策について、工事

特性との関係とともに具体的に説明できる 

安全管理 
安全管理にあたり、最も配慮しなければならなかった事項及びその対策について、工事

特性との関係とともに具体的に説明できる 

関係者との調

整 

関係者との調整にあたり配慮すべき事項について、工事特性との関係とともに具体的に

説明できる 

同種実績と当

該工事との関係 

同種工事から得られた知見を今回の工事にどのように生かすことができるか、工事特性

との関係とともに具体的に説明できる   
出典）「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」 

（平成 25 年 3 月（最終令和 5 年 3 月）国土交通省） 
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 ○ 要求要件の確実な実施の可否を審査・評価する総合評価落札方式  

（施工体制確認型総合評価落札方式）   １）２） 

低入札価格調査制度調査対象工事においては、下請業者へのしわ寄せ、安全対策等の不徹底等

につながりやすく、適切な施工体制が確保されないおそれがある。 
国土交通省では、品質確保のための体制その他の施工体制の確保状況を確認し、入札説明書等

に記載された要求要件を確実に実現できるかどうかを審査し、評価する方式（施工体制確認型総

合評価落札方式）を活用している。 
【施工体制確認型総合評価方式】  

 
 

出典）「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」 
（平成 25 年 3 月（最終令和 5 年 3 月）国土交通省） 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                        

＝ 評価値 ⇒ 評価値が最高の者が落札者

技術評価点

入札価格

〔導入前〕

技術評価点 ＝ 標準点１００点 ＋ 技術提案加算点 １０～５０点

〔導入後〕

技術評価点 ＝ 標準点１００点 ＋ 技術提案加算点 １０～７０点 ＋ 施工体制評価点 ３０点

品質確保の体制
までは未確認

品質確保の体制を
審査要素として加味

○低入札調査基準価格（Y）

予定価格の70％から90％までの範囲内
で工事ごとに下記の算定式で定める。

（直接工事費×95％
＋共通仮設費×90％

＋現場管理費×90％
＋一般管理費等×55％）×1.08

100点

～200点

～170点

予定価格
価格

Y

施工体制評価点

技術提案加算点

標準点

B 落札者

C

A

A’

H28.4.1時点

入札者の技術力を活かした
提案への配点を引き上げ

（参考資料） 
１）「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」 

（平成 25 年 3 月（最終令和 5 年 3 月）国土交通省） 
２）「施工体制確認型総合評価落札方式の試行について」（平成 18 年 12 月（最終平成 31 年 3 月）国土交通省）
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【指針本文】 

（ダンピング受注の防止・予定価格の事後公表） 

低入札による受注は、工事の手抜き、下請業者へのしわ寄せ、労働条件の悪化、安

全対策の不徹底等につながることが懸念される。ダンピング受注を防止するため、国

や他の発注者の取組状況を参考にしながら、適切に低低入札価格調査制度の基準価格

又は最低制限価格制度の最低制限価格を設定するなどの必要な措置を講じ、低入札価

格調査制度又は最低制限価格制度の適切な活用を徹底する。低入札価格調査制度の基

準価格又は最低制限価格制度の最低制限価格については、中央公契連モデル 1）を参考

に適切な水準で設定を行う。 

低入札価格調査制度の実施に当たっては、労務費を含む必要不可欠な経費を原資と

するダンピング受注を防止するとともに、入札参加者の施工の工夫等による、より低

い価格での落札の促進と工事の品質の確保の徹底の観点から、落札率（予定価格に対

する契約価格の割合をいう。）と工事成績との関係についての調査実績等も踏まえて、

適宜、低入札価格調査制度の基準価格及び施工体制確認の実施方法を見直す。なお、

低入札価格調査制度の基準価格又は最低制限価格制度の最低制限価格を定めた場合に

は、当該価格について入札の前には公表しないものとする。 

予定価格については、入札前に公表すると、入札の際に適切な積算を行わなかった

入札参加者が受注する事態が生じるなど、建設業者の真の技術力・経営力による競争

を損ねる弊害が生じかねないこと等から、原則として事後公表とする。この際、入札

前に入札関係職員から予定価格に関する情報等を得て入札の公正を害そうとする不正

行為を抑止するため、談合等に対する発注者の関与を排除するための措置を徹底する。 

なお、地方公共団体においては、予定価格の事前公表を禁止する法令の規定はない

が、予定価格の事前公表を行う場合には、その適否について十分検討するとともに、

入札の際に適切な積算を行わなかった入札参加者がくじ引きの結果により受注するな

ど、建設業者の技術力や経営力による適正な競争を損ねる弊害が生じないよう適切に

取り扱うものとする。弊害が生じた場合には、速やかに事前公表の取りやめ等の適切

な措置を講じる。 

また、工事の入札に係る申込みの際、入札参加者に対して入札金額の内訳書の提出

を求め、書類に不備（例えば内訳書の提出者名の誤記、工事件名の誤記、入札金額と

内訳書の総額の相違等）がある場合には、原則として当該内訳書を提出した者の入札

を無効とする。 
            

参考 

1）工事請負契約に係る低入札価格調査基準中央公共工事契約制度運用連絡協議会モデル 
 

【解 説】 
 ○ 低入札価格調査制度又は最低制限価格制度の適切な活用を徹底   ⅰ） 

低入札価格調査制度及び最低制限価格制度の概要については、以下のとおりである。 
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【低入札価格調査制度及び最低制限価格制度の概要】 

 
 

出典）「中央建設業審議会 第６回入札契約の適正化に関する検討委員会」（平成 17 年５月国土交通省） 
 
「低入札価格調査制度」とは、入札の結果、契約の相手方となるべき者の申込みの価格によって

は、その者により契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれがあると認められる場

合において、そのおそれがあるかどうかについて調査を行うものである。 
「最低制限価格制度」とは、当該契約の内容に適合した履行を確保するため特に必要があると

認めるときは、あらかじめ最低制限価格を設けた上で、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制

限価格以上の価格をもって申込みをした者のうち最低の価格をもって申込みをした者を落札者と

するものである。 
低入札価格調査制度又は最低制限価格制度の具体的な手続については、適正化指針において、

以下のとおり定められている。 

【低入札価格調査制度及び最低制限価格制度の活用】 
第２ ４ 主としてその請負代金の額によっては公共工事の適正な施工が通常見込まれない契

約の締結の防止に関する事項 
（３）低入札価格調査制度及び最低制限価格制度の活用に関すること各省各庁の長等におい

ては、低入札価格調査制度又は最低制限価格制度を導入し、低入札価格調査の基準価格又は

最低制限価格を適切な水準で設定するなど制度の適切な活用を徹底することにより、ダンピ

ング受注の排除を図るものとする。この場合、政府調達に関する協定の対象工事における入

札及び総合評価落札方式による入札については最低制限価格制度は活用できないこととされ

ていることに留意するものとする。 
低入札価格調査制度は、入札の結果、契約の相手方となるべき者の申込みの価格によって

は、その者により契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれがあると認められ

る場合において、そのおそれがあるかどうかについて調査を行うものである。その実施に当

たっては、入札参加者の企業努力によるより低い価格での落札の促進と公共工事の品質の確

保の徹底の観点から、当該調査に加え、受注者として不可避な費用をもとに、落札率（予定価

格に対する契約価格の割合）と工事成績との関係についての調査実績等も踏まえて、適宜、低

入札価格調査の基準価格を見直すとともに、あらかじめ設定した低入札価格調査の基準価格

を下回った金額で入札した者に対して、法第１２条に基づき提出された内訳書を活用しなが
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ら、次に掲げる事項等の調査を適切に行うこと、一定の価格を下回る入札を失格とする価格

による失格基準を積極的に導入・活用するとともに、その価格水準を低入札価格調査の基準

価格に近づけ、これによって適正な施工への懸念がある建設業者を適切に排除することなど

により、制度の実効を確保するものとする。 
イ 当該入札価格で入札した理由は何か 
ロ 当該入札価格で対象となる公共工事の適切な施工が可能か 
ハ 設計図書で定めている仕様及び数量となっていること、契約内容に適合した履行の確 

保の観点から、資材単価、労務単価、下請代金の設定が不適切なものでないこと、安全 
対策が十分であること等見積書又は内訳書の内容に問題はないか 

ニ 手持工事の状況等からみて技術者が適正に配置されることとなるか 
ホ 手持資材の状況、手持機械の状況等は適切か 
ヘ 労働者の確保計画及び配置予定は適切か 
ト 建設副産物の搬出予定は適切か 
チ 過去に施工した公共工事は適切に行われたか、特に、過去にも低入札価格調査の基準 

価格を下回る価格で受注した工事がある場合、当該工事が適切に施工されたか 
リ 経営状況、信用状況に問題はないか 

また、各省各庁の長等は、低入札価格調査の基準価格を下回る価格により落札した者 
と契約を締結したときは、重点的な監督・検査等により適正な施工の確保を図るととも 
に、下請業者へのしわ寄せ、労働条件の悪化、工事の安全性の低下等の防止の観点から建 
設業許可行政庁が行う下請企業を含めた建設業者への立入調査との連携を図るものとす 
る。さらに、適正な施工への懸念が認められる場合等には、配置技術者の増員の義務付 
け、履行保証割合の引き上げ等の措置を積極的に進めるものとする。 

これらの低入札価格調査制度については、低入札価格調査の基準価格の設定、調査の 
内容、監督及び検査の強化等の手続の流れやその具体的内容についての要領をあらかじ 
め作成し、これを公表するとともに、低入札価格調査を実施した工事に係る調査結果の 
概要を原則として公表するなど、透明性、公正性の確保に努めるものとする。また、最低 
制限価格制度についても、地方公共団体の長は最低制限価格の設定等についての要領を 
あらかじめ作成し、これを公表するなど、低入札価格調査制度に準じた対応に努めるも 
のとする。 

出典）「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」(令和 6 年 12 月閣議決定） 
 

                        

  

（参考法令等） 
ⅰ）適正化指針 第２ ４（３）低入札価格調査制度及び最低制限価格制度の活用に関すること 
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 ○ 低入札価格調査基準を見直す   １）２） 

適正化指針において、受注者として不可避な費用をもとに、落札率（予定価格に対する契約価格

の割合）と工事成績との関係についての調査実績等を踏まえて、適宜、調査基準価格を見直すこと

と定められている。 
国土交通省では平成 31 年に低入札価格調査基準の範囲を見直している。また、低入札価格調査

基準中央公共工事契約制度運用連絡協議会モデルも同様に見直しており、他省庁や地方公共団体

に対して周知している。 
国土交通省におけるこれまでの低入札価格調査基準の見直しの状況については、以下のとおり

である。 

 
ダンピング受注を防止するため、低入札価格調査制度又は最低制限価格制度の適切な活用を徹

底する。予定価格は、原則として事後公表とする。 

 

 
                        

 

（参考資料） 
１）「予算決算及び会計令第 85 条の基準の取扱いについて」（平成 16 年 6 月（最終令和 4 年 2 月）国土交通

省） 
２）「工事請負契約に係る低入札価格調査基準中央公共工事契約制度運用連絡協議会モデル」 

（昭和 61 年 6 月（最終令和 4 年 3 月）中央公共工事契約制度運用連絡協議会） 
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 ○ 低入札価格調査の基準価格又は最低制限価格を入札の前には公表しない   ⅰ） 

低入札価格調査の基準価格又は最低制限価格は、入札の前には公表しないこととすることにつ

いて、適正化指針において以下のとおり定められている。 

【低入札価格調査基準価格・最低制限価格の公表時期】 
第２ ４ 主としてその請負代金の額によっては公共工事の適正な施工が通常見込まれない契

約の締結の防止に関する事項 
（５）低入札価格調査の基準価格等の公表時期に関すること 

低入札価格調査の基準価格及び最低制限価格を定めた場合における当該価格については、

これを入札前に公表すると、当該価格近傍へ入札が誘導されるとともに、入札価格が同額の

入札者間のくじ引きによる落札等が増加する結果、適切な積算を行わずに入札を行った建設

業者が受注する事態が生じるなど、建設業者の真の技術力・経営力による競争を損ねる弊害

が生じうることから、入札の前には公表しないものとする。  
出典）「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」(令和 6 年 12 月閣議決定） 

 
 ○ 予定価格については原則として事後公表   ⅰ） 

予定価格の公表時期については、適正化指針において以下のとおり定められている。 

【予定価格の公表時期】 
第２ ４ 主としてその請負代金の額によっては公共工事の適正な施工が通常見込まれない契

約の締結の防止に関する事項 
（５）低入札価格調査の基準価格等の公表時期に関すること 

 （中略） 
予定価格については、入札前に公表すると、予定価格が目安となって競争が制限され、落札

価格が高止まりになること、建設業者の見積努力を損なわせること、入札談合が容易に行わ

れる可能性があること、低入札価格調査の基準価格又は最低制限価格を強く類推させ、これ

らを入札前に公表した場合と同様の弊害が生じかねないこと等の問題があることから、入札

の前には公表しないものとする。なお、地方公共団体においては、予定価格の事前公表を禁止

する法令の規定はないが、事前公表の実施の適否について十分検討した上で、上記弊害が生

じることがないよう取り扱うものとし、弊害が生じた場合には、速やかに事前公表の取りや

めを含む適切な対応を行うものとする。 
なお、入札前に入札関係職員から予定価格、低入札価格調査の基準価格又は最低制限価格

を聞き出して入札の公正を害そうとする不正行為を抑止するため、談合等に対する発注者の

関与の排除措置を徹底するものとする。 
出典）「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」(令和 6 年 12 月閣議決定） 

 

 ○ 談合等に対する発注者の関与を排除するための措置   ⅰ） 

談合等に発注者が関与することは、国民の貴重な税金を原資として行われる公共事業に対する

国民の信頼を根底から損なうものであり、あってはならないことである。 
談合に対する発注者の関与の排除措置については、適正化指針において以下のとおり定められ

ている。 
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【談合に対する発注者の関与の防止】 
第２ ３ 主として入札及び契約からの談合その他の不正行為の排除の徹底に関する事項 
（５）談合に対する発注者の関与の防止に関すること 

公共工事は、国民の税金を原資として行われるものであることから、とりわけ公共工事の

入札及び契約の事務に携わる職員が談合に関与することはあってはならないことであり、各

省各庁の長等は、入札談合等関与行為の排除及び防止並びに職員による入札等の公正を害す

べき行為の処罰に関する法律（平成１４年法律第１０１号）を踏まえ、発注者が関与する談合

の排除及び防止に取り組むものとする。 
併せて、各省各庁の長等は、法及び適正化指針に基づく入札及び契約の手続の透明性を向

上させることや、情報管理を徹底すること、予定価格の作成時期を入札書の提出後とするな

ど外部から入札関係職員に対する不当な働きかけ又は口利き行為が発生しにくい入札契約手

続やこれらの行為があった場合の記録・報告・公表の制度を導入すること等により不正行為

の発生しにくい環境の整備を進めるものとする。併せて、その職員に対し、公共工事の入札及

び契約に関する法令等に関する知識を習得させるための教育、研修等を適切に行うものとす

る。 
また、刑法又は独占禁止法に違反する行為については、発注する側も共犯として処罰され

得るものであることから、各省各庁の長等は、警察本部、公正取引委員会等との連携の下に、

不正行為の発生に際しては、厳正に対処するものとする。 
出典）「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」(令和 6 年 12 月閣議決定） 

 
 ○ 入札金額の内訳書の提出   ⅱ）１）２）３） 

入札金額の内訳書の提出については、適正化指針において以下のとおり定められている。 

【入札金額の内訳書の提出】 
第２ ４ 主としてその請負代金の額によっては公共工事の適正な施工が通常見込まれない契

約の締結の防止に関する事項 
（２）入札金額の内訳書の提出に関すること 
公共工事の入札に際しては、見積能力のないような不良・不適格業者の参入を排除し、併せ

て談合等の不正行為やダンピング受注の防止を図る観点から、各省各庁の長等は、法第１２条

に基づき、入札に参加しようとする者に対して、対象となる工事に係る入札金額と併せてその

内訳を提出させるものとする。 
また、各省各庁の長等は、談合等の不正行為やダンピング受注が疑われる場合には、法第１

３条第１項に基づき、入札金額の内訳を適切に確認するものとする。 
出典）「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」(令和 6 年 12 月閣議決定） 

 
 
                        

  

（参考法令等） 
ⅰ）適正化指針 第２ ３（５）談合に対する発注者の関与の防止に関すること 
ⅱ）適正化指針 第２ ４（２）入札金額の内訳書の提出に関すること 
（参考資料） 
１）「工事費内訳書の提出について」（令和 3 年 3 月国土交通省） 
２）「工事費内訳書等の提出期限及び取扱いに関する試行について」 

（令和 3 年 3 月国土交通省） 
３）「建設業法等の一部を改正する法律の施行に伴う入札金額の内訳書の取扱いについて」 

（平成 26 年 12 月総務省・国土交通省） 
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入札金額の内訳書の具体的な取扱い及び内訳書の確認における確認事項の例については、以下

のとおりである。 
【入札金額の内訳書の取扱い】 
１．入札金額の内訳書（以下「内訳書」という。）については、見積能力のない者や見積りをせず

に入札に参加する者を排除するため、全ての入札参加者についてその提出を求めること自体に

大きな意義があります。その上で、提出された内訳書については、各発注者の体制に応じ、適

切に確認を行うことが求められます。 
２．既に多くの発注者において内訳書の提出を求めているものと承知していますが、現在、対

象工事や提出を求める者を限定している場合には、改正法施行後は入札に付す全ての公共工事

について、全ての入札参加者に対し内訳書の提出を求めることが必要となります。 
３．なお、通常、開札から直ちに行われる再度入札については、内訳書の再提出は物理的に困難

であると考えられることから、内訳書については、最初の入札に係る申込みの際の提出を想定

しています。ただし、発注者の判断により再度入札において提出を求めることを否定するもの

ではありません。         
４．提出された内訳書の具体的な取扱いについては、 
・公告等において入札説明書等に定めることにより、内訳書の内容に不備（例えば入札書の提

出者名の誤記、工事件名の誤記、入札金額と内訳書の総額の著しい相違等）がある場合には、

原則として当該内訳書を提出した者の入札を無効とすること 
・低入札価格調査の際に他の入札参加者の内訳書の内容と比較する等により活用すること 
・談合情報が寄せられた場合等談合の可能性が疑われるときに、提出された内訳書の内容を比

較する等により、必要に応じて、入札手続を中止する、関係機関に内訳書を提出する等の対

応をとること 
 などが考えられます。また、既に独自の取扱いを行っている発注者におかれては、その取扱い

を継続していただいても差し支えありません。 
５．内訳書の確認の時期については、公正性の観点から入札書及び内訳書の提出期限後とする必

要があります。 
【簡易な内訳書の例】  

 
 （記入例）                                       平成○年○月

○日 
          殿 
                             住    所  ○○市○○町○○番○号 
                             商号又は名称  株式会社 ○○建設 
                             代表者 氏名  代表取締役 ○○○○   印  

工 事 費 内 訳 書  
工 事 名  ○○事業（○○） 道路改良工事 

 
工 種 等 見 積 金 額（円） 

道路改良 Ａ  
  土工 ａ  
  法面工 ｂ  
  擁壁工 ｃ  
  雑工 ｄ  
直接工事費 Ａ（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） 
共通仮設費計 Ｂ  
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現場管理費 Ｃ  
一般管理費等 Ｄ  
工事価格 Ａ ＋ Ｂ ＋ Ｃ ＋ Ｄ  

 

  
出典）「建設業法等の一部を改正する法律の施行に伴う入札金額の内訳書の取扱いについて」 

（平成 26 年 12 月総務省・国土交通省） 
 

【内訳書の確認事項の例】 
1 未提出であると認められる

場合 

(未提出であると同視でき

る場合を含む。) 

(1) 内訳書の全部又は一部が提出されていない場合 

(2) 内訳書とは無関係な書類である場合 

(3) 他の工事の内訳書である場合 

(4) 白紙である場合 

(5) 内訳書が特定できない場合 

(6) 他の入札参加者の様式を入手し、使用している場合 

2 記載すべき事項が欠けて

いる場合 

(1) 内訳の記載が全くない場合 

(2) 入札説明書、指名通知書等に指示された項目を満たして

いない場合 

3 添付すべきではない書類

が添付されていた場合 

(1) 他の工事の内訳書が添付されていた場合 

4 記載すべき事項に誤りが

ある場合 

(1) 発注者名に誤りがある場合 

(2) 発注案件名に誤りがある場合 

(3) 提出業者名に誤りがある場合 

(4) 内訳書の合計金額が入札金額と大幅に異なる場合 

5 その他未提出または不備がある場合 
 
 

出典）「工事費内訳書等の提出期限及び取扱いについて」（令和 3 年 3 月国土交通省） 
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【指針本文】 

（入札不調・不落時の見積りの活用等） 
工事の発注においては、工事に必要な情報等を適切に把握し、地域の実情等を踏ま

え適切な競争参加資格の設定、適正な利潤の確保を可能とするための予定価格の適正

な設定、適正な工期設定等を行うことにより、入札不調・不落の発生を極力回避する

ことに努める。 

入札に付しても入札参加者又は落札者がなかった場合等、標準積算と現場の施工条

件の乖離が想定される場合は、以下の方法を活用して予定価格や工期を適正に見直す

ことにより、できる限り速やかに契約を締結するよう努める。 

・入札参加者から工事の全部又は一部について見積りを徴収し、その妥当性を適切

に確認しつつ、当該見積りを活用することにより、積算内容を見直す方法 

・設計図書に基づく数量、施工条件や工期等が施工実態と乖離していると想定され

る場合はその見直しを行う方法 

例えば不落の発生時には、上記の方法を活用し、改めて競争入札を実施することを

基本とするが、必要な対策を講じたうえ、入札不調により契約に至らない場合や再度

の入札をしても落札者がなく、改めて競争入札を実施することが困難な場合には、談

合防止や公正性の確保、発注者としての地位を不当に利用した受注者に不利な条件で

の契約の防止の観点に留意の上、予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号）第 99

条の２又は地方自治法施行令第 167 条の２第１項第８号に基づく随意契約（いわゆる

不落随契）の活用も検討する。 
 

【解 説】 
 ○ 見積りを徴収し積算内容を見直す方法   １）２） 

地域や工種によっては、資材価格等の高騰や落札率の低下により収益性の低い工事への参加を

手控えるなど、建設業者の応札行動が変化していることや、市場動向、施工条件・現場条件が多様

化していることにより、標準積算では対応が困難となる場合がある。 
国土交通省では、発注者の積算との乖離が大きく、入札不調・不落が頻発している工事におい

て、標準積算の歩掛があっても、予定価格の作成に当たり応札者の見積りを活用する方式を試行

している。 
【見積り活用積算方式の概要】  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典）国土交通省作成資料 
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なお、見積りを活用する方式を含む公共工事の円滑な施工を確保するための総合的な対策につ

いて、以下のとおりとりまとめられている。 
【公共工事の円滑な施工確保について】 
２．適正な価格による契約について 
（１）適正な予定価格の設定について（適正化指針 第２ ４ （１）） 
 予定価格の設定に当たっては、適切に作成された仕様書及び設計書に基づき、経済社会情勢の

変化を勘案し、賃金の上昇や資機材価格の高騰などを含む市場における労務及び資材等の最新の

実勢価格を適切に反映させつつ、建設発生土等の建設副産物の運搬・処分等に要する費用や、法

定福利費、公共工事に従事する者の業務上の負傷等に対する補償に必要な金額を担保するための

保険契約の保険料、災害協定に基づき発注者がその実施を要請する災害応急対策工事等に係る保

険契約の保険料、安全衛生経費、建設業退職金共済制度の掛金等、実際の施工に要する通常妥当

な経費について、適切な積算を行うこと。 
加えて、予定価格に起因した入札不調・不落により再入札に付するときや入札に付そうとする

工事と同種、類似の工事で入札不調・不落が生じているとき、災害その他の特別な事情により通

常の積算の方法によっては適正な予定価格の算定が困難と認めるときその他必要があると認め

るときは、入札に参加する者から当該入札に係る工事の全部又は一部の見積書を徴すること、週

休２日の確保等の必要性に鑑み、実態を踏まえた補正を行うこと等も含め、必要となる経費を適

正に計上することその他の方法により積算を行うことにより、適正な予定価格を定め、できる限

り速やかに契約を締結するよう努めること。また、積算に用いる歩掛等が現場実態と合わないと

認められる場合においては、見積書を徴すること等により、適切な歩掛等を設定するなど、適正

な予定価格の設定のために必要な措置を講ずるよう努めること。 
なお、予定価格を設定する際に適切な積算に基づく設計書金額の一部を控除するいわゆる歩切

りについては、公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成１７年法律第１８号。以下「品確

法」という。）第７条第１項第１号の規定に違反すること、公共工事の品質や工事の安全の確保に

支障をきたすとともに建設業の健全な発達を阻害するおそれがあることから、これを厳に行わな

いこと。また、見積り等を参考にする場合において、見積価格やメーカー等の販売希望価格に対

して発注者が妥当性を確認していない独自の乗率等を考慮して価格を設定する運用は、公平性・

透明性を損なうおそれが高く、ひいては、実質的に歩切りと類似する結果を招くおそれがあるこ

とから、これを厳に行わないよう徹底すること。 
 
（２）ダンピング対策の強化について（適正化指針 第２ ４ （３）） 

低入札価格調査制度の適切な活用を徹底することにより、ダンピング受注（その請負代金の額

によっては公共工事の適正な施工が通常見込まれない契約の締結をいう。以下同じ。）を排除す

ること。 
また、令和４年３月に「工事請負契約に係る低入札価格調査基準中央公共工事契約制度運用連

絡協議会モデル」が見直されたことを踏まえ、低入札価格調査の基準価格（以下「調査基準価格」

という。）について、必要に応じてその算定方式の改定等により適切に見直すこと。また、入札金

額に応じて調査基準価格を設定することは、過度な価格競争を引き起こす要因となり得ることに

留意すること。特に、ダンピング受注による問題が生じていると疑われる場合には、算定方式の

見直しについて速やかに検討すること。 
加えて、低入札価格調査制度における調査基準価格を下回った金額で入札した者に対しての調

査の適切な実施の観点から、適正化指針第２ ４（３）も参考に、同法第１３条第１項の規定に基
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づく入札金額内訳書の確認の実施等を徹底すること。 
 
（３）施工条件の適切な明示と必要となる経費の計上について（適正化指針 第２ ５ （４）） 

工事の円滑な施工を確保するためには、工事目的物の仕様のほか、工事の施工条件を設計図書

に適切に明示し、関係者間の責任関係が明確化された対等な関係のもとで工事が適正に施工され

ることが重要である。 
このため、工事に必要な施工条件（自然条件を含む。）等を設計図書に適切に明示すること。あ

わせて、必要となる経費を適切に計上することにより、明示した施工条件と積算内容との整合を

図ること。特に猛暑日については工期に見込んでいる日数を仕様書等で明示するとともに、見込

んでいる以上に猛暑日等があり、かつ、作業を休止せざるを得なかった場合には、工期の延長及

びその日数に応じた請負代金の変更に必要な変更契約を適切に締結すること。さらに、工事現場

における熱中症対策の観点から、共通仮設費や現場管理費における必要な費用計上を行うよう努

めること。 
 
（４）設計変更・契約変更等の適切な実施について（適正化指針 第２ ５（４）） 

発注者・受注者間の対等性を確保し、公共工事の適正な施工を確保するためには、必要がある

と認められるときに設計図書の変更を適切に行い、かつ、施工に必要な費用や工期が適切に確保

されることが重要である。 
このため、設計図書に示された施工条件と実際の工事現場の状態が一致しない場合、用地取得

等、工事着手前に発注者が対応すべき事項に要する手続の期間が超過するなど設計図書に示され

ていない施工条件について予期することができない特別な状態が生じた場合、災害の発生などや

むを得ない事由が生じた場合その他の場合において必要があると認められるときは、適切に設計

図書の変更を行うこと。 
さらに、工事内容の変更が必要となり、工事費用や工期に変動が生じた場合等には、施工に必

要な費用や工期が適切に確保されるよう、公共工事標準請負契約約款に沿った契約約款に基づ

き、必要な変更契約を適切に締結するものとし、この場合において、工期が翌年度にわたること

となったときは、繰越明許費の活用その他の必要な措置を適切に行うこと。特に、発注者からの

指示等に基づき施工が進められており、設計図書の変更及びこれに伴って請負代金の額や工期の

変更が必要と認められる場合にも関わらず、請負代金の変更見込金額が当初の請負代金額と比較

して一定の割合を超えたことのみをもって設計変更に応じない、若しくは設計変更に伴って必要

と認められる請負代金の額や工期の変更を行わないことは、厳に慎むこと。 
また、変更手続きを円滑に実施するため、設計変更が可能となる場合やその手続き等について

設計変更に関する指針（設計変更ガイドライン）の策定・公表に努めること。策定した指針の内

容は、特記仕様書に契約事項として取扱う旨を記載するなどの方法により、指針の適正な履行が

図られるよう努めること。 
 
３．適正な工期設定について（適正化指針 第２ ５ （１）） 

「工期に関する基準」（令和２年７月中央建設業審議会決定・勧告、令和６年３月最終改定）等

に基づき、工事の規模及び難易度、地域の実情、自然条件、工事内容、施工条件のほか、工事に

従事する者の休日、準備期間、後片付け期間、降雨日や猛暑日などの作業不能日数等を考慮する

とともに、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）に定められた労使協定を結ぶ場合でも上回る

ことのできない罰則付きの時間外労働の上限規制（以下「時間外労働規制」という。）の遵守を前

提とした、適正な工期の設定に努めること。この際、猛暑日の考慮については、工期に関する基
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準において、工期の設定に当たり、夏期におけるＷＢＧＴ値が３１以上の場合における不稼働等

を考慮することとされていることに留意すること。国土交通省直轄土木工事の工期設定にあたっ

ては、「工期設定支援システム」（参考１）を活用しているので、参考にされたい。 
公共工事の円滑かつ適切な執行のためのみならず、建設産業が魅力的な産業として将来にわた

ってその担い手を確保していくためにも、長時間労働の是正や週休２日の推進は不可欠である。

このため、週休２日工事の確実な実施やその対象工事の拡大に努めること。特にこれまでに週休

２日工事を実施していない発注者においては、早急にその導入を行うこと。既に実施をしている

発注者においては、対象工事の範囲等を見直すなど全工事に対する週休２日工事の達成割合が向

上するよう努めるとともに、工期を通じた週休２日のみならず、月単位での週休２日の実現に向

け、対応を充実するよう努めること。 
また、労働力や資材・機材等の確保のため、実工期を柔軟に設定できる余裕期間制度の活用な

ど、契約上の工夫を行うよう努めること。 
（参考１） 

  〇国土交通省ＨＰ「働き方改革・建設現場の週休２日応援サイト」 
   https://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000041.html 
 
４．施工時期の平準化について（適正化指針 第２ ５ （２）） 
施工時期の平準化は、円滑な施工確保に資することに加え、年間を通じた工事量の安定による

工事に従事する者の処遇改善や、人材・資材・機材等の効率的な活用促進による建設業者の経営

の健全化、工期に関する基準に基づく時間外労働規制を遵守した適正な工期の確保等に寄与し、

ひいては公共工事の品質確保につながるものである。このため、１．でも述べた計画的な発注や

中長期的な公共工事の発注の見通しの作成及び公表のほか、余裕期間制度の活用などによる柔軟

な工期の設定、積算の前倒し、工期が１年以上の公共工事のみならず工期が１年に満たない公共

工事についての繰越明許費や国庫債務負担行為の活用による翌年度にわたる工期設定などの措

置を講ずることにより、繁忙期の解消を含め、施工時期の平準化を図ること。 
 

５．急激な物価変動等を反映した適正な請負代金の設定や適正な工期の確保等について（適正化

指針 第２ ５ （４）） 
積算に用いる資材単価については、物価資料の毎月の改定にあわせて、月毎など適時に改定を

行う、資材単価の設定に当たっての調査頻度を増加させるなどの対応をとること等により、地域

の実情や市場における最新の実勢価格を適切に反映できるよう努めるとともに、最新の公共工事

設計労務単価が公表された際の早期活用や発注手続き中の工事への適用を行うことにより、労務

費の最新の実勢価格を適切に反映するよう努めること。 
資機材の納期を勘案した工期の設定を行うほか、受注者の責によらない事情により納期が遅れ

る場合には、工期延期等により必要な工期が確保されるよう措置を講ずるとともに、その際に必

要となる経費の計上を行うこと。 
契約後の資材や労務費の高騰等の変動に備えたいわゆるスライド条項（公共工事標準請負契約

約款第２６条）の運用基準を策定するとともに、当該基準について受注者・建設企業とあらかじ

め共有するよう努めること。特にスライド条項の運用基準を未策定の発注者においては、品確法

第７条第１項第１３号において発注者の責務とされていることも踏まえ、早急に当該基準を策定

すること。その際、下記のウェブページ（参考２）に国土交通省における運用基準等が掲載され

ているので、参考にされたい。このうち、特に、いわゆる単品スライド条項（同条第５項）につ

いては、購入価格が適当な金額であることを証明する書類を提出した場合は、「実際の購入価格」
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の方が「購入した月の物価資料の単価」より高い場合であっても、「実際の購入価格」を用いて請

負代金額を変更することを可能とする運用を講じているところであり、これを参考に運用の見直

しを図る等の適切な対応に努めること。 
入契法第１３条第２項において、各発注者は、公共工事について、主要な資材の供給の著しい

減少、資材の価格の高騰等の事象が発生した場合において、公共工事の受注者が請負契約の内容

の変更について協議を申し出たときは、誠実に当該協議に応じなければならないこととされてい

る。各発注者においては、「発注者・受注者間における建設業法令遵守ガイドライン」（令和６年

１２月国土交通省不動産・建設経済局建設業課）も参照の上、当該協議に対し、誠実かつ適切な

対応を講ずること。なお、この場合における誠実な協議については、公共工事標準請負契約約款

に沿った契約約款に基づき適切に対応を行うことを前提とするものであるが、例えば、予算の不

足や過去の変更契約実績がないことを理由に協議に応じないことは同項に違反するおそれがあ

るため、これを厳に行わないこと。 
（参考２） 
〇国土交通省ＨＰ「各種スライド条項（全体スライド、単品スライド、インフレスライド）

について」 
https://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000101.html 

 
６．技術者・技能者等の効率的活用について 
（１）技術者の専任等に係る取扱い等について（適正化指針 第２ ５ （５）） 
建設業法第２６条第３項ただし書による専任の特例による監理技術者の兼務、同法第２６条の

５による特例による特定営業所技術者と監理技術者の兼務、監理技術者等の専任を要しない期間

の設定等を含む監理技術者等の専任に係る取扱いや現場代理人の常駐義務緩和に関する運用等

については、「監理技術者制度運用マニュアル」（令和６年１２月１３日付け国不建技第１２３号）

や「現場代理人の常駐義務緩和に関する適切な運用について」（平成２３年１１月１４日付け国

土建第１６１号）を参考として、適切に対応すること。 
 

（２）情報通信技術の活用について（適正化指針 第２ ５ （６） 
入契法第１７条第２項の規定に基づき、建設業法第２５条の２８第３項による「情報通信技術

を活用した建設工事の適正な施工を確保するための基本的な指針」を踏まえ、建設工事の適正な

施工を確保するために必要な情報通信技術の活用に関する措置が適確に講じられるよう、下請業

者も含む建設業者によるシステムの活用に当たっての支援、建設業者向け研修会の開催、公共工

事の施工における関係者の円滑な連携の促進等の援助など、当該建設業者に必要な助言、指導等

の援助を行うよう努めること。 
 

（３）地域の実情等に応じた適切な規模での発注について（適正化指針 第２ ２（１）） 
工事の発注量や労務の需給に係る状況等から技術者や技能労働者の不足が懸念される地域で

は、技術者等を有効活用するため、複数の工区をまとめて発注するなど、品確法第７条第１項第

７号も踏まえ、地域の実情等に応じて適切な規模での発注を行うこと。 
なお、復旧・復興事業による工事量の増大が見込まれる被災地域等においては、当該地域にお

ける建設業者数や技術者数等を踏まえ、適切な規模での発注が行われるよう特に配慮するととも

に、状況に応じた適切な地域要件の設定、後述するＪＶ制度の活用等、必要な対策を機動的に講

じること。 
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（４）ＪＶ制度の活用について（適正化指針 第２ ２ （１）） 
共同企業体（ＪＶ）は工事の安定的施工の確保を図る上で有効なものである。一方で過去にそ

の弊害も指摘されていることから、活用に当たっては、共同企業体運用準則（「共同企業体の在り

方について」（昭和６２年８月１７日付け建設省中建審発第１２号、最終改正令和４年５月２０

日付け国土交通省中建審第６号）第二）に従った共同企業体運用基準を各団体において策定及び

公表した上で、これに基づき活用すること。また、大規模災害の被災地域における施工体制の確

保を図る場合に活用する復旧・復興建設工事共同企業体について、品確法第７条第１項第９号も

踏まえ、大規模災害発生時の技術者・技能者の不足や建設工事需要の急増等への対応として、被

災地域の地元の建設企業の施工力を強化するために必要な場合には、適宜これを活用すること。 
 

７．書類の簡素化・電子化等の推進、情報の公表について（適正化指針 第２ ６（２）等） 
公共工事における受発注者双方の業務負担の軽減、生産性向上や働き方改革を推進するため、

入札及び契約に関する書類や工事関係書類の簡素化等に努めること。加えて、入契法第１５条第

２項の規定を踏まえ、施工体制台帳の写しの提出に代えて、建設キャリアアップシステム等のシ

ステムの活用による施工体制の確認に積極的に努めること。 
公共工事に係る手続きや書類の電子化を推進し、各種情報の効率的な交換やペーパーレス化に

よる事務の簡素化を図るため、電子入札システム、電子契約システムやＡＳＰ等の情報共有シス

テムなどの必要なシステムの整備等に努めること。特に工事関係書類の簡素化や電子化に関する

取組については、関東地方整備局において「土木工事電子書類スリム化ガイド」を策定し、公表

しているほか、各地方整備局においても、「土木工事書類作成マニュアル」等を策定（参考３）

し、運用しているため、こうした取組も参考に、工事関係書類の簡素化・ＩＴ化（電子化）に努

めること。 
また、入契法第４条及び第５条に基づく、入札及び契約に係る情報の公表を確実に実施すると

ともに、その公表に当たっては、原則としてインターネットを利用する方法を用いること。なお、

当該情報の公表が行われていない状態は法律に違反している状態であり、直ちに是正すること。 
（参考３） 
○北海道開発局「土木工事書類作成マニュアル(案)、工事書類の簡素化 Q&A」 
https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/jg/koujikanri/ud49g7000000l2w9.html 
○東北地方整備局「土木工事書類作成マニュアル、工事関係書類簡素化のポイント」 
https://www.thr.mlit.go.jp/bumon/b00097/k00910/kyoutuu/tokkibetten.html 
○関東地方整備局「土木工事電子書類スリム化ガイド、土木工事電子書類作成マニュアル」 
https://www.ktr.mlit.go.jp/gijyutu/gijyutu00000037.html 
○北陸地方整備局「土木工事現場必携 [土木工事書類作成マニュアル編]」 
https://www.hrr.mlit.go.jp/gijyutu/index.html 
○中部地方整備局「土木工事書類作成提出要領、土木工事電子書類スリム化ガイド」 
https://www.cbr.mlit.go.jp/architecture/kensetsugijutsu/index.htm 
○近畿地方整備局「土木工事書類作成マニュアル（案）、土木工事書類作成スリム化ガイド」 
https://www.kkr.mlit.go.jp/plan/jigyousya/technical_information/gijutsukanri/index.html 
○中国地方整備局「土木工事書類作成マニュアル 、土木工事書類スリム化の手引き」 
https://www.cgr.mlit.go.jp/corporate/manual/index.html 
○四国地方整備局「土木工事書類作成マニュアル、工事関係書類等の適正化指針」 
http://www.skr.mlit.go.jp/etc/tutatu/03_kensa.html 
○九州地方整備局「土木工事書類省力化ガイド」 
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http://www.qsr.mlit.go.jp/for_company/kensetu_joho/koujisekou.html 
○内閣府 沖縄総合事務局 開発建設部「土木工事書類作成マニュアル(案)」 
https://www.ogb.go.jp/kaiken/koji/007771 

 
８．入札契約手続の迅速化等について（適正化指針 第２ ２ （１）） 
入札契約手続の迅速化等を通じた着実な事務の執行を図るため、入札公告等の準備行為の前倒

し、総合評価落札方式における提出資料の簡素化や技術審査・評価業務の効率化、事業執行の迅

速化や効率化に資する適切な規模での発注、予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）

第９９条の２に基づく随意契約（いわゆる不調随契・不落随契）の活用等により、事務の改善及

び効率化に努めること。 
特に災害復旧事業については、手続きの透明性・公正性等にも配慮しつつ、相当数の事業に係

る入札及び契約を短期集中的に行う必要があることから、平成２９年７月に国土交通省において

策定された「災害復旧における入札契約方式の適用ガイドライン」も参考として、応急復旧事業

や緊急度が極めて高い本復旧事業について随意契約（会計法（昭和２２年法律第３５号）第２９

条の３第４項）を、それ以外の復旧事業について指名競争入札方式を活用する等により、可能な

限り手続に要する期間の短縮に努めること。 
 

９．地域の建設業者の受注機会の確保について（適正化指針 第２ ２ （１）） 
品確法第７条第１項第７号及び官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（昭和

４１年法律第９７号）に基づく「令和６年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針」（令和６

年４月１９日閣議決定）を踏まえ、地域の建設業者の活用により円滑かつ効率的な施工が期待で

きる工事等の発注に当たっては、適切な地域要件の設定、地域への精通度等の適切な企業評価、

分離・分割発注などの適切な規模での発注に努めるなど、引き続き地域の建設業者の受注機会の

確保に努めること。 
 

１０．就労環境の改善について（適正化指針 第２ ４ （１）等） 
令和６年１２月１７日に成立した令和６年度補正予算等による経済効果の早期発現のために

は、発注者から元請企業、下請企業を通じて建設労働者に至るまで適切に支払が行われることが

重要である。そのため、適切な価格での契約に努めるとともに、社会保険等未加入業者の排除や

法定福利費を内訳明示した請負代金の内訳書の提出の促進とその適切な確認等の取組により技

能労働者等への適切な水準の賃金や法定福利費の支払等を促進すること。また、前払金・中間前

払金の活用、適正な工期の設定や柔軟な設計変更などにより建設労働者の就労環境の改善に努め

ること。加えて、外国人、女性や若者をはじめとする多様な人材の確保のための環境整備のため、

公共工事の入札及び契約に際し、例えば、若手技術者や女性技術者などの登用を考慮して施工実

績の要件を緩和した競争参加資格の設定、快適トイレの活用を含んだ仕様書の作成等、必要な措

置を適切に講ずるよう努めること。 
 

１１．公共工事に関する調査等の円滑な実施について（適正化指針 第２ ５（４）） 
災害時をはじめとして、公共工事の円滑な施工確保のためには、公共工事に関する測量、地質

その他の調査及び設計の円滑な実施が重要な役割を果たすものであることから、調査等の発注に

当たっては、公共工事と同様に、適正な予定価格の設定、ダンピング対策の強化、適切な条件明

示と必要な経費の計上、設計変更等の適切な実施、適正な履行期間の設定、実施時期の平準化、

災害復旧事業における入札契約手続の迅速化、地域の業者の受注機会の確保、資金調達の円滑化
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のための取組、技術者等の就労環境の改善等に努めること。また、工事施工段階での手戻りを防

止する観点から、特に設計をはじめ、完了した調査等が適正に実施されているかどうかの確認や

その成果の的確な評価に努めること。 
 

１２．建設業者の資金調達の円滑化のための取組について（適正化指針 第３） 
建設企業が公共工事を円滑に実施するためには、当該建設企業が着工に必要な人員・資機材等

を円滑に確保できるよう、前金払（中間前金払を含む。以下同じ。）を適切に実施することが重要

であることから、未導入の団体については早急にその導入を図り、導入済の団体についても支払

限度額を見直すとともに、会計法等の規定により前金払をすることができる工事については、受

注者である建設企業の意向も踏まえ、できる限り速やかに前金払を行うほか、中間前金払制度の

手続の簡素化・迅速化など、前金払の迅速かつ円滑な実施に努めること。 
また、地域建設業経営強化融資制度について、引き続き積極的な活用に努めるとともに、本制

度の趣旨を踏まえ、債権譲渡の承諾手続の迅速な運用に努めること。 
 

１３．地域の建設業団体等との緊密な連携について（適正化指針 第４ ３） 
地域の建設企業が円滑に施工を行うことができる環境の整備により「防災・減災、国土強靱化

のための５か年加速化対策」等による事業の着実な実施が図られるよう、地域の建設業団体等と

の意見交換等を通じた緊密な連携を図ることにより、公共工事の受注環境等の把握に努め、工事

の円滑な発注や入札・契約の適正化等に努めること。 
出典）「（通達）公共工事の円滑な施工確保について」（令和 6 年 12 月国土交通省） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                        

  

（参考資料） 
１）「公共工事の円滑な施工確保について」（令和 6 年 12 月国土交通省） 
２）「営繕工事において入札参加者に見積の提出を求め活用する方式「見積活用方式」の試行について」（平成

26 年 2 月国土交通省） 
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【指針本文】 

（公正性・透明性の確保、不正行為の排除） 
公共工事標準請負契約約款に沿った契約約款に基づき、公正な契約を締結する。 

入札及び契約に係る情報については、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関

する法律（平成 12 年法律第 127 号）（以下「入契法」という。）第２章及び第 18 条第

１項による公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針（平成 13

年３月９日閣議決定）に基づき、適切に公表することとし、競争参加者に対し技術提

案を求めて落札者を決定する場合には、あらかじめ入札説明書等により技術提案の評

価の方法等を明らかにするとともに、早期に評価の結果を公表する。 

また、入札監視委員会等の第三者機関の活用等により、学識経験者等の第三者の意

見の趣旨に沿って、入札及び契約の適正化のため必要な措置を講ずるよう努めること

とし、第三者機関の活用等に当たっては、各発注者が連携し、都道府県等の単位で学

識経験者の意見を聴く場を設けるなど、運用面の工夫に努める。 

入札及び契約の過程に関する苦情は、各発注者が受け付けて適切に説明を行うとと

もに、さらに不服のある場合の処理のため、入札監視委員会等の第三者機関の活用等

により中立かつ公正に苦情処理を行う仕組みを整備するよう努める。 

談合や贈収賄、一括下請負といった不正行為については、当該不正行為を行った者

に対し指名停止等の措置を厳正に実施すること、談合があった場合における請負者の

賠償金支払い義務を請負契約締結時に併せて特約すること（違約金特約条項）等によ

り談合の結果として被った損害額の賠償の請求や建設業許可行政庁等への通知によ

り、発注者の姿勢を明確にし、再発防止を図る。 

また、入札及び契約に関し、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭

和 22 年法律第 54 号）第３条又は第８条第１項の規定に違反していると疑うに足り

る事実があるときは、入契法第 10 条の規定に基づき、当該事実を公正取引委員会に

通知するとともに、必要に応じて入札金額の内訳書の確認や、入札参加者から事情聴

取を行い、その結果を通知する。なお、その実施に当たっては、公正取引委員会が行

う審査の妨げとならないよう留意する。 

【解 説】 
 ○ 公共工事標準請負契約約款   １）  

建設工事請負契約は、当事者の意思の合致によるとはいうものの、多くが意思表示の不明確さ

不完全さをもつとともに、その解釈規範としての民法の請負契約の規定も不十分である。このた

め、建設工事にかかわる紛争が生じやすいだけでなく、請負契約を締結する当事者間の力関係が

一方的であることにより契約条件が一方にだけ有利に定められ易く、いわゆる請負契約の片務性

の問題を生じ、建設業の健全な発展と建設工事の施工の適正化を妨げるおそれもある。このため、

建設業法は、法律自体に請負契約の適正化のための規定（法第３章）をおくとともに、それに加え

て、中央建設業審議会（中建審）が当事者間の具体的な権利義務の内容を定める標準請負契約約款

を作成し、その実施を当事者に勧告する（法第 34 条第２項）こととしている。 
 

 ○ 入札及び契約に係る情報について適切に公表   ⅰ）２）  

入札及び契約に係る情報については、適正化指針に以下のとおり定められている。 
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【入札及び契約に係る情報】  

第２ １ 主として入札及び契約の過程並びに契約の内容の透明性の確保に関する事項 
（１）入札及び契約の過程並びに契約の内容に関する情報の公表に関すること 
入札及び契約に関する透明性の確保は、公共工事の入札及び契約に関し不正行為の防止を

図るとともに、国民に対してそれが適正に行われていることを明らかにする上で不可欠であ

ることから、入札及び契約に係る情報については、公表することを基本とし、法第２章に定

めるもののほか、次に掲げるものに該当するものがある場合（ロに掲げるものにあっては、

事後の契約において予定価格を類推させるおそれがないと認められる場合又は各省各庁の長

等の事務若しくは事業に支障を生じるおそれがないと認められる場合に限る。）においては、

それについて公表することとする。法第２章に定めるもの及びこれらの情報の公表にあたっ

ては、原則としてインターネットを利用する方法で行うものとする。なお、公表の時期につ

いては、令第４条第２項及び第７条第２項において個別の入札及び契約に関する事項は、契

約を締結した後に遅滞なく公表することを原則としつつ、令第４条第２項ただし書及び第７

条第２項ただし書に掲げるものにあっては契約締結前の公表を妨げないとしていることを踏

まえ、適切に行うこととする。 
イ 競争参加者の経営状況及び施工能力に関する評点並びに工事成績その他の各発注者によ

る評点並びにこれらの合計点数並びに当該合計点数に応じた競争参加者の順位並びに各発

注者が等級区分を定めた場合における区分の基準 
ロ 予定価格及びその積算内訳 
ハ 低入札価格調査の基準価格及び最低制限価格を定めた場合における当該価格 
ニ 低入札価格調査の要領及び結果の概要 
ホ 公募型指名競争入札を行った場合における当該競争に参加しようとした者の商号又は名

称並びに当該競争入札で指名されなかった者の商号又は名称及びその者を指名しなかった

理由 
ヘ 入札及び契約の過程並びに契約の内容について意見の具申等を行う第三者からなる機関

に係る任務、委員構成、運営方法その他の当該機関の設置及び運営に関すること並びに当

該機関において行った審議に係る議事の概要 
ト 入札及び契約に関する苦情の申出の窓口及び申し出られた苦情の処理手続その他の苦情

処理の方策に関すること並びに苦情を申し出た者の名称、苦情の内容及びその処理の結果 
チ 指名停止（一般競争入札において一定期間入札参加を認めない措置を含む。以下同

じ。）を受けた者の商号又は名称並びに指名停止の期間及び理由 
リ 工事の監督・検査に関する基準 
ヌ 工事の技術検査に関する要領 
ル 工事の成績の評定要領 
ヲ 談合情報を得た場合等の取扱要領 
ワ 施工体制の把握のための要領 

出典）「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」(令和 6 年 12 月閣議決定） 
                        
（参考法令等） 
ⅰ）適正化指針 第２ １（１）入札及び契約の過程並びに契約の内容に関する情報の公表に関すること 
（参考資料） 
１）「公共工事標準請負契約約款」（昭和 25 年 2 月（最終令和 4 年 9 月）中央建設業審議会） 
２）「工事における入札及び契約の過程並びに契約の内容等に係る情報の公表について」 

（平成 13 年 3 月（最終令和 5 年 12 月）国土交通省） 
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国土交通省では、閲覧、インターネット等により、入札及び契約に係る情報の公表を行っている

ところであり、その内容は以下のとおりである。（その他、有資格業者名簿や通達等の通則的事項

も公表している。） 
【国土交通省における入札及び契約の情報の公表項目】  

 
出典）国土交通省作成資料 
 
 ○ 評価の結果を公表   １）   

また、競争参加者に対し技術提案を求めて落札者を決定する場合には、あらかじめ入札説明書

等により評価基準等の技術提案の評価の方法等を明らかにしている。また、契約締結後、競争参加

者の知的財産の保護に留意した上で、早期に各業者の技術評価点等の評価の結果を評価項目ごと

に公表している。 
【評価結果の公表方法】  

 (1)手続開始時 
 総合評価落札方式の適用工事では、入札説明書等において以下の事項を明記する。 

① 総合評価落札方式の適用の旨 
② 競争参加資格 
③ 段階的選抜に関する基準 
④ 入札の評価に関する基準 

    ・評価項目 
・評価基準 

・評価項目ごとの評価基準 
・評価項目ごとの最低限の要求要件及び上限値 
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・得点配分 
⑤ 総合評価の方法及び落札者の決定方法 

(2)落札者決定後 
 総合評価落札方式を適用した工事において、以下①②については、落札者決定後又は契約の

相手方及び契約金額の決定後速やかに、以下③～⑥については、契約後速やかに公表する。 
① 業者名 
② 各業者の入札価格 
③ 各業者の価格評価点（加算方式の場合） 
④ 各業者の技術評価点 
⑤ 各業者の評価値 
⑥ 技術提案の改善過程（技術提案評価型Ａ型の場合） 

落札結果の公表イメージを表 4-1 に、技術力評価結果の公表イメージを表 4-2 に示す。 
段階的選抜方式を適用した工事の一次審査の結果については、公平性の確保及び競争参加者

の技術力向上の観点から、落札決定後に公表するものとする。 
表 落札結果の公表イメージ 

 
出典）「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」 

（平成 25 年 3 月（最終令和 5 年 3 月）国土交通省） 
 
 
 
 
 
 
 
 

                        

  

（参考資料） 
１）「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」 

（平成 25 年 3 月（最終令和 5 年 3 月）国土交通省） 
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 ○ 入札監視委員会等の第三者機関の活用等   １）２）  

国土交通省では、入札及び契約の過程並びに契約の内容の透明性を確保するため、各地方整備

局毎に学識経験者等の第三者を構成メンバーとする入札監視委員会を設置し、第三者の意見を適

切に反映することとしている。 
なお、入札監視委員会では、以下に掲げる事務を行うこととしている。 

【入札監視委員会の事務】  
 委員会は、地方整備局長の委嘱に基づき、次に掲げる事務を行う。 
一 地方整備局が発注した工事、建設コンサルタント業務等、役務の提供等及び物品の製造等

に関し、入札・契約手続の運用状況等についての報告を受けること。 
二 地方整備局が発注した工事、建設コンサルタント業務等、役務の提供等及び物品の製造等

のうち委員会が抽出したものに関し、次に掲げる事項についての審議を行い、意見の具申又

は勧告を行うこと。 
イ 一般競争入札方式参加資格の設定の理由及び経緯 
ロ 指名競争入札方式に係る指名の理由及び経緯 
ハ 公募型プロポーザル方式、簡易公募型プロポーザル方式、標準プロポーザル方式、企画

競争方式及び参加者の有無を確認する公募手続を行った契約方式に係る応募要件等の設

定の理由及び経緯 
ニ 契約方式の選択 

三 次に掲げる事項に係る再苦情処理について審議を行い、報告を行うこと。 
イ 入札・契約手続（政府調達に関する協定（平成７年条約第２３号）の適用を受けるもの

に係るものを除く。） 
ロ 指名停止又は警告若しくは注意の喚起 

四 その他地方整備局長が審議を要すると認める事項 
出典）「入札監視委員会の設置及び運営について」（平成 13 年 3 月（最終平成 31 年 3 月）国土交通省） 

 
また、地方公共団体における第三者機関の運営に関することについては、国土交通省において、

「地方公共団体における入札監視委員会等第三者機関の運営マニュアル」を作成している。 
 

 ○ 中立かつ公正に苦情処理を行う仕組み   ３）４）   

入札及び契約に関し、透明性を高めるとともに公正な競争を確保するため、発注者は入札及び

契約の過程についての苦情に対し適切に説明するとともに、さらに不服がある場合の受理や中立・

公正な処理の仕組みについて整備する必要がある（国土交通省では、入札監視委員会を活用）。 
なお、同様の観点から、入札図書等に対する質問等参加希望者からの問い合わせについても、適

切に対応する必要がある。 
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【国土交通省における苦情処理手続】  

 
出典）「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」 

（平成 25 年 3 月（最終令和 5 年 3 月）国土交通省） 
 
 

                        

  

（参考資料） 
１）「入札監視委員会の設置及び運営について」（平成 13 年 3 月（最終平成 31 年 3 月）国土交通省） 
２）「地方公共団体における入札監視委員会等第三者機関の運営マニュアル」（平成 19 年 3 月国土交通省） 
３）「工事等における入札・契約の過程に係る苦情処理の手続について」 

（平成 13 年 3 月（最終平成 18 年 10 月）国土交通省） 
４）「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」 

（平成 25 年 3 月（最終令和 5 年 3 月）国土交通省） 
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 ○ 不正行為を行った者に対し指名停止等の措置を厳正に実施   ⅰ）ⅱ）１）２）   

公共工事の適正な執行を確保するとともに、不正行為に対する発注者の毅然とした姿勢を明確

にし再発防止を図る観点から、談合や贈収賄、一括下請負といった不正行為について指名停止等

の措置を厳正に実施していく必要がある。 
国土交通省では、指名停止等の措置の実施に当たり、恣意性を排除し客観的な実施を担保する

ため、あらかじめ、指名停止基準を策定している。 
【指名停止基準】  
 地方整備局の長は、有資格業者が別表第 1 及び別表第 2 の各号に掲げる措置要件の 1 に該当

するときは、情状に応じて別表各号に定めるところにより期間を定め、当該有資格業者につい

て指名停止を行うものとする。 
 別表第２（贈賄及び不正行為等に基づく措置基準） 

措 置 要 件 期     間 

（贈賄） 

１ 次のイ、ロ又はハに掲げる者が当該地方整備局の職員に対して行っ

た贈賄の容疑により逮捕され、又は逮捕を経ないで公訴を提起された

とき。 

 イ 代表役員等（有資格業者である個人又は有資格業者である法人の

代表権を有する役員（代表権を有すると認めるべき肩書きを付した

役員を含む。）をいう。以下同じ。） 

 ロ 一般役員等（有資格業者の役員（執行役員を含む。）又はその支店

若しくは営業所（常時工事の請負契約を締結する事務所をいう。）を

代表する者でイに掲げる者以外のものをいう。以下同じ。） 

 ハ 有資格業者の使用人でロに掲げる者以外のもの（以下「使用人」

という。） 

・ 

・ 

 

逮捕又は公訴を知っ

た 

日から 

 

4 ヵ月以上 12 ヵ月以

内 

 

 

3ヵ月以上9ヵ月以内 

 

 

2ヵ月以上6ヵ月以内 

・ 

・   
出典）「工事請負契約に係る指名停止等の措置要領」（昭和 59 年 3 月（最終令和 2 年 12 月）国土交通省） 

 
入札談合によって損害を被った場合、事業者に対し、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関

する法律（昭和 22 年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。）第 25 条や民法（明治 29 年法律

第 89 号）第 709 条等の規定に基づき、損害賠償請求を行うほか、契約書に入札談合を行った場合

における違約金条項を設定する等、様々な手段によって入札談合の再発防止に努めることとされ

ている。 
 

 ○ 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律に違反する行為の疑い   ３）４）   

国土交通省では、談合情報を得た場合等の独占禁止法違反行為があると疑うに足りる事実があ

るときの取扱いについてあらかじめ要領を策定し、職員に周知徹底するとともに、これを公表し

ている。要領においては、内部での連絡・報告手順、公正取引委員会への通知の手順並びに通知の

事実及びその内容の開示のあり方、事実関係が確認された場合の入札手続の取扱い（談合情報対

応マニュアル）等について、公正取引委員会が行う審査の妨げとならないよう留意の上、定めてい

る。 
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【地方整備局における公正入札調査委員会の設置】  

○構成  
 公正入札調査委員会（以下「委員会」）は、総務部長を長とし、契約管理官、技術開発調整官、

契約課長、技術管理課長及び入札談合に関する情報等に係る建設工事等を所掌する課の長をも

って構成する。 
 

【談合情報対応マニュアル】 
○入札談合に関する情報の把握 
・職員は、入札談合に関する情報に接したときは可能な限り当該情報の把握に努めるものとす

る。 
・入札談合に関する情報に接した職員は、直ちに当該情報があった旨を局長等へ報告するとと

もに、委員会の事務局へ報告するものとする。 
・事務局は、職員から入札談合に関する情報に係る報告を受けたときは、速やかに委員会を招

集し、当該情報に係る報告を行うものとする。 
○公正取引委員会及び警察庁への通報 
・通報の時期 
⇒委員会が事情聴取等の調査を要すると認める旨を決定した入札談合に関する情報につい

ては、当該決定を行ったときのほか、追加の談合情報があった場合や、入札手続等の取扱

いに係る結論を得たときなど、手続の各段階において逐次かつ速やかに公正取引委員会及

び警察庁へ通報するものとする。 
・通報の方法 
⇒公正取引委員会及び警察庁への通報に際しては、原則として、担当官へ直接に説明する方

法によるものとする。 
⇒公正取引委員会への通報は、公正取引委員会の窓口に対し、委員会が行うものとする。 
⇒警察庁への通報は、大臣官房会計課が行うものとする。 

○事情聴取の実施方法 
・事情聴取の実施者 
⇒事情聴取は、本官契約においては委員会の複数の委員が実施するものとし、分任官契約に

おいては副所長、経理課長等の複数の職員が実施するものとする。 
⇒事情聴取の実施に際しては、事情聴取項目が事情聴取の対象者に事前に伝わり通謀の機会

を与えることのないよう、対象者の呼出時間の設定を工夫するとともに、情報管理を徹底

するものとする。 
 

 
                        
（参考法令等） 
ⅰ）「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」第 25 条 
ⅱ）「民法」第 709 条（不法行為による損害賠償） 
（参考資料） 
１）「工事請負契約に係る指名停止等の措置要領」（昭和 59 年 3 月（最終令和 2 年 12 月）国土交通省） 
２）「工事請負契約に係る指名停止等の措置要領中央公共工事契約制度運用連絡協議会モデル」 

（昭和 59 年 3 月（最終令和 2 年 3 月）中央公共工事契約制度運用連絡協議会） 
３）「入札談合の防止に向けて～独占禁止法と入札談合等関与行為防止法～」 

（令和 6 年 10 月公正取引委員会事務総局） 
４）「談合情報対応マニュアル等の改正について」（平成 22 年 9 月（最終令和 4 年 10 月）国土交通省） 
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・事情聴取の対象者 
⇒事情聴取は、辞退者を含む競争参加資格確認申請書を提出した者全員に対して行うものと

する。 
⇒辞退者を含む入札参加者への事情聴取は、原則として、契約を締結する権限を有する者を

相手に実施するものとする。 
・事情聴取の実施時期 
⇒事情聴取は、事情聴取等の調査を要すると決定した旨を公正取引委員会及び警察庁へ通報

した後に実施するものとする。 
出典）「談合情報対応マニュアル等の改正について」（平成 22 年 9 月（最終令和 4 年 10 月）国土交通省） 
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【指針本文】 

１－３ 工事施工段階 

（施工条件の変化等に応じた適切な設計変更） 

受注者が契約締結まで（競争入札の場合は、落札者決定後から契約締結まで）に発

注者に通知する主要な資材の供給の著しい減少、資材の価格の高騰等の情報について、

関係者間での把握・共有等の取組を推進する。 

施工条件を適切に設計図書に明示し、設計図書に示された施工条件と実際の工事現

場の状態が一致しない場合、設計図書に明示されていない施工条件について予期する

ことのできない特別な状態が生じた場合、工事の施工を一時中止させた場合その他受

注者の責によらない事由が生じた場合において、必要と認められるときは、設計図書

の変更及びこれに伴って必要となる請負代金の額や工期の変更を適切に行う。その際、

工期が翌年度にわたることとなったときは、繰越明許費を活用する。 

賃金水準又は物価水準の変動により請負代金額が不適当となった場合に、発注者又

は受注者からの請求により請負代金額の変更が可能となる条項（いわゆるスライド条

項）を工事請負契約書に規定するとともに、変更後の請負代金額の算定方法に関する

定めを設け、その適用に関する基準を策定する。 

また、労務単価、資材・機材等の価格変動を注視し、賃金水準又は物価水準の変動

により受注者から請負代金額の変更（いわゆる全体スライド条項、単品スライド条項

又はインフレスライド条項等）について請求があった場合は、変更の可否について迅

速かつ適切に判断した上で、請負代金額の変更を行う。 
入契法に基づき、資材高騰等の請負代金額や工期に影響を及ぼす事象が発生した場

合において、受注者が契約変更協議を申し出た際には、契約書及びスライド条項の適

用に関する基準等に定めるところにより、誠実に協議に応じる。 
【解 説】 
 ○ 適切に設計図書の変更（施工条件）   １） 

設計図書の変更に係る手続については、公共工事標準請負契約約款第 18 条において、以下のと

おり定められている。 
【設計図書の変更に係る手続】 

（条件変更等） 
第十八条 受注者は、工事の施工に当たり、次の各号のいずれかに該当する事実を発見したとき

は、その旨を直ちに監督員に通知し、その確認を請求しなければならない。 
一 図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書が一致しないこと（これらの

優先順位が定められている場合を除く。）。 
二 設計図書に誤謬又は脱漏があること。 
三 設計図書の表示が明確でないこと。 
四 工事現場の形状、地質、湧水等の状態、施工上の制約等設計図書に示された自然的又は人

為的な施工条件と実際の工事現場が一致しないこと。 
五 設計図書で明示されていない施工条件について予期することのできない特別な状態が生

じたこと。 
２ 監督員は、前項の規定による確認を請求されたとき又は自ら同項各号に掲げる事実を発見し
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たときは、受注者の立会いの上、直ちに調査を行わなければならない。ただし、受注者が立会

いに応じない場合には、受注者の立会いを得ずに行うことができる。 
３ 発注者は、受注者の意見を聴いて、調査の結果（これに対してとるべき措置を指示する必要

があるときは、当該指示を含む。）をとりまとめ、調査の終了後〇日以内に、その結果を受注者

に通知しなければならない。ただし、その期間内に通知できないやむを得ない理由があるとき

は、あらかじめ受注者の意見を聴いた上、当該期間を延長することができる。 
４ 前項の調査の結果において第一項の事実が確認された場合において、必要があると認められ

るときは、次の各号に掲げるところにより、設計図書の訂正又は変更を行わなければならない。 
一 第一項第一号から第三号までのいずれかに該当し設計図書を訂正する必要があるもの発

注者が行う。 
 

二 第一項第四号又は第五号に該当し設計図書を変更する場合で工事目的物の変更を伴うも

の発注者が行う。 
三 第一項第四号又は第五号に該当し設計図書を変更する場合で工事目的物の変更を   
伴わないもの 発注者と受注者とが協議して発注者が行う。 

５ 前項の規定により設計図書の訂正又は変更が行われた場合において、発注者は、必要がある

と認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要

な費用を負担しなければならない。 
出典）「公共工事標準請負契約約款」（昭和 25 年 2 月（最終令和 4 年 9 月）中央建設業審議会） 

 
国土交通省では、営繕工事の請負契約締結後における積算数量に関する協議の円滑化に資する

ため、入札時において発注者が入札時積算数量書を示し、入札参加者が入札時積算数量書に記載

された積算数量を活用して入札に参加することを通じ、工事請負契約の締結後において、当該積

算数量に疑義が生じた場合に、入札時積算数量書に基づき、積算数量に関する協議を行うことと

する入札時積算数量書活用方式を導入している。 
 

 ○ 適切に設計図書の変更（追加工事等）   ⅰ）２） 

追加工事等に関する適切な契約変更については、国土交通省が作成した「発注者・受注者間にお

ける建設業法令遵守ガイドライン」において、以下のとおり記載されている。 
【追加工事等に伴う追加・変更契約】  

建設業法第１９条第２項では、請負契約の当事者は、追加工事又は変更工事（工事の一時中

止に伴う中止期間中の工事現場の維持、工事体制の縮小及び工事の再開準備を含む。以下「追

加工事等」という。）の発生により当初の請負契約書（以下「当初契約書」という。）に掲げる

事項を変更するときは、その変更の内容を書面に記載し、署名又は記名押印をして相互に交付

しなければならないこととなっている。これは、当初契約書において契約内容を明定しても、

その後の変更契約が口約束で行われれば、当該変更契約の明確性及び正確性が担保されず、紛

争を防止する観点からも望ましくないためであり、災害時等でやむを得ない場合を除き、原則

として追加工事等の着工前に、契約変更を行うことが必要である。 
工事状況により追加工事等の全体数量等の内容がその着工前の時点では確定できない等の

理由により、追加工事等の依頼に際して、その都度追加・変更契約を締結することが不合理な

場合は、発注者は、以下の事項を記載した書面を追加工事等の着工前に受注者と取り交わすこ

ととし、契約変更等の手続については、追加工事等の内容が確定した時点で遅滞なく行う必要

がある。 



「指針本文」についての解説 
Ⅱ．発注関係事務の適切な実施について 
１ 工事 １－３ 工事施工段階 

Ⅱ－104 
 

①受注者に追加工事等として施工を依頼する工事の具体的な作業内容 
②当該追加工事等が契約変更等の対象となること及び契約変更等を行う時期 
③追加工事等に係る契約単価の額 

出典）「発注者・受注者間における建設業法令遵守ガイドライン」（平成 23 年 8 月（最終令和 6 年 12 月）国土
交通省） 
 
 
                        

  

（参考法令等） 
ⅰ）「建設業法」第 19 条の３（不当に低い請負代金の禁止） 
（参考資料） 
１）「公共工事標準請負契約約款」（昭和 25 年 2 月（最終令和 4 年 9 月）中央建設業審議会） 
２）「発注者・受注者間における建設業法令遵守ガイドライン」（平成 23 年 8 月（最終令和 6 年 12 月）国土交

通省） 
３）「営繕工事における入札時積算数量書活用方式の実施について」（平成 29 年 3 月国土交通省） 



「指針本文」についての解説 
Ⅱ．発注関係事務の適切な実施について 
１ 工事 １－３ 工事施工段階 

Ⅱ－105 
 

 
追加工事等に要する費用を受注者に一方的に負担させることは、建設業法第 19 条の３の不当に

低い請負代金の禁止に違反するおそれがある。 
【追加工事等に要する費用の一方的な負担】  

追加・変更契約を行う場合には、追加工事等が発生した状況に応じ、当該追加工事等に係る

費用について、発注者と受注者との間で十分協議を行い決定することが必要である。 
受注者が追加工事等を理由にした請負代金又は工期の変更の協議を申し出たにもかかわら

ず、発注者が事故の取引上の地位を不当に利用して協議に応じない等して、当該追加工事等を

受注者に費用を負担させたことにより、請負代金の額が当初契約工事及び追加工事等を施工す

るために「通常必要と認められる原価」に満たない金額となる場合には、受注者の当該発注者

への取引依存度等の状況によっては、建設業法第１９条の３の不当に低い請負代金の禁止に違

反するおそれがある。 
出典）「発注者・受注者間における建設業法令遵守ガイドライン」（平成 23 年 8 月（最終令和 6 年 12 月）国土
交通省） 

 
 ○ いわゆる全体スライド条項、単品スライド条項又はインフレスライド条項   １）２）３）４）５）６）

７） 

公共工事標準請負契約約款第 26 条においては、賃金水準又は物価水準の変動による、請負代金

額の変更（いわゆる全体スライド条項、単品スライド条項又はインフレスライド条項）について規

定されており、各発注者は、その請求があった場合は、変更の可否について、迅速かつ適切に判断

した上で、請負代金額の変更を行うことが必要である。 
全体スライド条項は、請負契約締結の日から 12 ヶ月を経過した後に、請負代金額の変更を請求

することができることとしており、長期にわたる工事期間中の比較的緩やかな価格水準の変動に

対応している。 
単品スライド条項は、特別な要因により特定資材の価格に著しい変動が生じた場合に、請負代

金額の変更を請求することができる。 
インフレスライド条項は、予期することのできない特別の事情により、工期内に日本国内にお

いて急激なインフレーション又はデフレーションを生じた場合に、請負代金額の変更を請求する

ことができることとしている。 
国土交通省では、インフレスライド条項の運用基準を定めたところである。 

【全体スライド条項】 
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【単品スライド条項】 

 
 

【インフレスライド条項】 

 
出典）国土交通省作成資料 

 
 
 

                        
（参考資料） 
１）「公共工事標準請負契約約款」（昭和 25 年 2 月（最終令和 4 年 9 月）中央建設業審議会） 
２）「工事請負契約書第 25 条第１項～第４項（全体スライド条項）運用マニュアル（暫定版）」 

（平成 25 年 9 月国土交通省） 
３）「工事請負契約書第 26 条第５項の運用について」（平成 20 年 6 月（最終令和 4 年 6 月）国土交通省） 
４）「工事請負契約書第 25 条第５項の運用の拡充について」（平成 20 年 9 月国土交通省） 
５）「賃金等の変動に対する工事請負契約書第 25 条第６項の運用について」（平成 26 年 1 月（最終平成 31 年

3 月）国土交通省） 
６）「賃金等の変動に対する工事請負契約書第 25 条第６項（インフレスライド条項）運用マニュアル（暫定版）」

（平成 26 年 1 月国土交通省） 
７）「賃金等の変動に対する工事請負契約書第 25 条第６項（インフレスライド条項）運用マニュアル（暫定版）

（営繕工事版）」（平成 26 年 2 月国土交通省） 
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【指針本文】 

（工事中の施工状況の確認等） 
入契法第 15 条第１項の規定により読み替えて適用される建設業法第 24 条の７（施

工体制台帳の作成等）又は建設業法第 22 条（一括下請負の禁止）若しくは第 26 条（主

任技術者及び監理技術者の設置）等に違反していると疑うに足りる事実があるときは、

下請業者等も含め工事中の施工状況を確認の上で、入契法第 11 条に基づき、建設業許

可行政庁等に通知する。 

当該通知の適切な実施のために、現場の施工体制の把握のための要領 1）を策定し、

必要に応じて公表するとともに、策定した要領に従って現場の施工体制等を適切に確

認するほか、一括下請負など建設業法違反の防止の観点から、建設業許可行政庁等と

の連携を図る。その際、施工体制台帳の写しの提出に代えて、建設キャリアアップシ

ステム（CCUS）等のシステムを活用した施工体制の確認等により、受発注者の負担を

軽減するよう努める。 

また、建設業法において、元請負人は下請代金のうち労務費相当については現金で

支払うよう適切に配慮することが規定されたことや、品確法において、公共工事等に

従事する者の賃金や適正な労働時間の確保等、下請業者を含め適正な労働環境の確保

を促進することが規定されたことを踏まえ、発注者は、受注者の協力の下、下請業者

への賃金の支払いや適正な労働時間確保に関し、その実態を把握するよう努める。 

工事期間中においては、その品質が確保されるよう、監督を適切に実施する。その

際、受発注者間におけるオンライン上での書類提出システムである ASP2）（以下「ASP」

という。）等の情報共有システムや遠隔臨場など情報通信技術を活用して受発注者の負

担を軽減するよう努める。低入札価格調査制度の基準価格を下回って落札した者と契

約した場合等においては、適切な施工がなされるよう、通常より施工状況の確認等の

頻度を増やすことにより重点的な監督体制を整備する等の対策を実施する。 

適正かつ能率的な施工を確保するとともに工事に関する技術水準の向上に資するた

め、出来形部分の確認等の検査やその他の施工の節目（不可視となる工事の埋戻しの

前など）において、必要な技術的な検査（以下「技術検査」という。）を適切に実施す

る。 

また、情報通信技術及び設計･施工におけるデジタル技術を積極的に活用し、施工中

に取得されたデータを監督・検査にも活用するなど検査書類等の簡素化や作業の効率

化を実施するとともに、必要に応じて発注者及び受注者以外の者であって品質管理に

係る専門的な知識又は技術を有する第三者による品質証明制度や ISO9001 認証を活用

して監督業務等を実施する。 

技術検査については、施工について改善を要すると認めた事項や現地における指示

事項を書面により受注者に通知する。この技術検査の結果は工事の施工状況の評価（以

下「工事成績評定」という。）に反映させる。 
 

            

参考 

1）例えば、「工事現場等における施工体制の点検要領」（国土交通省）など。 
2）例えば、「土木工事等の情報共有システム活用ガイドライン」（国土交通省）を参照すること。 
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【解 説】 

 ○ 施工体制台帳   ⅰ） 

施工体制台帳は、下請業者など工事施工を請け負う全ての業者名、各業者の施工範囲、各業者の

技術者氏名等を記載した台帳をいい、入札契約適正化法第 15 条第２項に基づき発注者に提出しな

ければならないこととされている。 
【施工体制台帳の構成と記載範囲】 

 
出典）国土交通省作成資料 

 

 ○ 施工体制の把握のための要領   １）２） 

適正化指針において、発注者は、現場の施工体制の把握を徹底するため要領の策定等により統

一的な監督の実施に努めることとされている。 
国土交通省では、「施工体制台帳等活用マニュアル」や「施工体制点検要領」を策定している。 

【施工体制台帳等活用マニュアル（チェックリスト）】  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
出典）「施工体制台帳等活用マニュアル」（平成 15 年 11 月（最終平成 31 年 3 月）国土交通省） 
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（参考法令等） 
ⅰ）入札契約適正化法 第 15 条第２項（適正化指針の策定等） 
（参考資料） 
１）「工事現場等における施工体制の点検要領」（平成 13 年 3 月国土交通省） 
２）「施工体制台帳等活用マニュアル」（平成 15 年 11 月（最終平成 31 年 3 月）国土交通省） 
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 ○ 現場の施工体制等を適切に確認、建設業許可行政庁等との連携   １）２） 

公共工事の適正な施工を確保するためには、元請業者だけではなく、下請業者についても適正

な施工体制が確保されていることが重要である。このため、適正化指針において、施工体制台帳に

基づく点検等により、元請下請を含めた全体の施工体制を把握し、必要に応じ元請業者に対して

適切な指導を行うこととされている。 
【施工体制台帳等の活用】 

３．施工体制等の確認に当たっての留意事項 
（３）入札契約適正化法に基づく発注者と許可行政庁の連携 
公共工事の発注者は、一括下請負等不正行為があると疑うに足りる事実があるときは、許

可行政庁に通知しなければならない。許可行政庁においては、発注者から通知を受けた事案

等に対して工事現場への立ち入り検査等を行い、不良・不適格業者の排除のより一層の推進

を図ることが望ましい。国土交通省においては、平成１９年度から地方整備局等に「建設業法

令順守推進本部」を設置し、大臣許可業者を対象とした工事現場への立入検査等に鋭意取り

組んでいるところであり、都道府県や市町村等からの通知に対しても積極的に対応していく

こととしている。 
出典）「施工体制台帳等活用マニュアル」（平成 15 年 11 月（最終平成 31 年 3 月）国土交通省） 

 
【発注者及び許可行政庁における施工体制台帳の活用事例集】  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

出典）「施工体制台帳等活用マニュアル」（平成 15 年 11 月（最終平成 31 年 3 月）国土交通省） 
 

 ○ 監督を適切に実施   ⅰ）ⅱ）3） 

会計法第 29 条の 11 又は地方自治法第 234 条の２において、契約の適正な履行を確保するため

必要な監督を実施することが定められている。 
【会計法第 29 条の 11 に規定される監督の実施】  
第二十九条の十一 契約担当官等は、工事又は製造その他についての請負契約を締結した場合に

おいては、政令の定めるところにより、自ら又は補助者に命じて、契約の適正な履行を確保す 
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るため必要な監督をしなければならない。 

出典）「会計法」 
 
【地方自治法第 234 条の２に規定される監督の実施】  

（契約の履行の確保） 
第二百三十四条の二 普通地方公共団体が工事若しくは製造その他についての請負契約又は物

件の買入れその他の契約を締結した場合においては、当該普通地方公共団体の職員は、政令の

定めるところにより、契約の適正な履行を確保するため又はその受ける給付の完了の確認（給

付の完了前に代価の一部を支払う必要がある場合において行なう工事若しくは製造の既済部

分又は物件の既納部分の確認を含む。）をするため必要な監督又は検査をしなければならない。 
出典）「地方自治法」 

 
国土交通省では、「土木工事監督技術基準（案）」において、以下の項目について監督を実施して

いる。 
※「監督」とは、契約図書における発注者の責務を適切に遂行するために、工事施工状況の確認及び把握等
を行い、契約の適正な履行を確保する業務。 

【監督項目】    
１．契約の履行の確保 

 (1) 契約図書の内容の把握 

 (2) 施工計画書の受理 

 (3) 施工体制の把握 

 (4) 
契約書及び設計図書に基づく
指示、承諾、協議、受理等 

 (5) 
条件変更に関する確認、調査、
検討、通知 

 (6) 
変更設計図面及び数量等の作
成 

 (7) 関連工事との調整 

 (8) 工程把握及び工事促進指示 

 (9) 
工期変更の事前協議及びその
結果の通知 

 (10) 
契約担当官等への報告（工事中
止、工事事故、出来高等）   

 
２．施工状況の確認等 

 (1) 事前調査等 

 (2) 指定材料の確認 

 (3) 工事施工の立会 

 (4) 
工事施工状況の確認（段階確
認） 

 (5) 工事施工状況の把握 

 (6) 
建設副産物の適正処理状況
等の把握 

 (7) 
改造請求及び破壊による確
認 

 (8) 
支給材料及び貸与品の確認、
引渡し 

３．円滑な施工の確保 

 (1) 地元対応 

 (2) 関係機関との協議・調整 

４．その他 

 (1) 現場発生品の処理 

 (2) 臨機の措置 

 (3) 事故等に対する措置 

 (5) 工事完成検査等の立会 

 (6) 検査日の通知 
 

出典）「土木工事監督技術基準（案）」（昭和 54 年 2 月（最終令和 4 年 3 月）国土交通省） 
                        

  

（参考法令等） 
ⅰ）「会計法」第 29 条の 11 
ⅱ）「地方自治法」第 234 条の２（契約の履行の確保） 
（参考資料） 
１）「工事現場等における施工体制の点検要領」（平成 13 年 3 月国土交通省） 
２）「施工体制台帳等活用マニュアル」（平成 15 年 11 月（最終平成 31 年 3 月）国土交通省） 
３）「土木工事監督技術基準（案）」（昭和 54 年 2 月（最終令和 4 年 3 月）国土交通省） 
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 ○ 重点的な監督体制を整備   １） 

国土交通省では、主たる工種に新工法・新材料を採用した工事、施工条件が厳しい工事、第三者

に対し影響のある工事、低入札価格調査制度調査対象工事、その他上記に類する工事について、確

認の頻度を増やすこととし、工事の重要度に応じた監督（重点監督）を実施している。 
なお、対象工事は以下のとおりである。 

【重点監督の対象工事】 
イ 主たる工種に新工法・新材料を採用した工事 
・技術活用パイロット工事 
ロ 施工条件が厳しい工事 
・鉄道又は現道上及び、最大支間長 100m 以上の橋梁工事 
・掘削深さ 7m 以上の土留工及び締切工を有する工事 
・鉄道・道路等の重要構造物の近接工事 
・砂防ダム(提高 30m 以上) 
・軟弱地盤上での構造物 
・場所打ち PC 橋 
・共同溝工事 
・ハイピア(躯体高 30m 以上) 
ハ 第三者に対する影響のある工事 
・周辺地域等へ地盤変動等の影響が予想される掘削を伴う工事 
・一般交通に供する路面覆工・仮橋等を有する工事 
・河川堤防と同等の機能の仮締切を有する工事 
ニ その他 
・低入札価格調査制度調査対象工事 
但し、以下のうち、作業等が軽易なものや主たる工種が規格品、二次製品等で容易にその

品質が確認できるものは除く。 
    植栽工事、除草作業、区画線設置工事、伐採作業、堤防天端補修、 
    コンクリート舗装目地補修、照明灯工事、遮音壁工事、防護柵工事、 
    標識工事、その他これに類するもの 
・地方整備局長又は事務所長が必要と認めた工事 

出典）「土木工事監督技術基準（案）」（昭和 54 年 2 月（最終令和 4 年 3 月）国土交通省） 
 
 ○ 必要な技術的な検査（技術検査）  ２）３） 

工事検査には、会計法第 29 条の 11 第２項の規定に基づく検査（給付の完了の確認）と、品確

法第７条第１項を踏まえ、工事中及び完成時の施工状況の確認及び評価を目的とする技術検査が

ある。 
国土交通省では、工事検査を以下のとおり実施している。 
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【工事検査の種類】  

種類 目     的 
検査の位置付け 

適用 給付の完
了の確認 

技術検査 

完
成
検
査 

工事の完成を確認するための検査。 
受注者からの完成通知を受けた日から１４日以内(民法上は起算
日不算入の原則があるが、検査の時期については起算日算入と
なっている)に行う｡ 
会計法上の検査と技術検査の両方を行う。 
この検査に合格すれば、発注者から受注者へ請負代金の支払い
が行われ、工事目的物が発注者に引き渡される。 

○ ○ 

契約書第３２条 
 

技術検査要領 
第２第２項 

既
済
部
分
検
査 

既
済
部
分

検
査 

工事の完成前に代価の一部を支払う必要がある場合において、
工事の既済部分を確認するための検査。 
受注者から出来形部分等の確認の請求を受けた日から１４日以
内に行う。 
会計法上の検査を行う。 
この検査に合格すれば、部分払い金の支払いは行うが、部分払
い相当部分の引渡しは行わない。 

○ ※ 

※契約書第３８条 
第４２条 
既済部分技術検査
基準（案） 
（※中間技術検査
と兼ねることがで
きる。） 

完
成
部
分
検
査 

工事の完成前に設計図書で予め指定された部分（以下「指定部
分」という。）の工事目的物が完成した場合に当該部分を確認す
るための検査。 
受注者から指定部分の完成通知を受けた日から１４日以内に行
う。 
会計法上の検査と技術検査の両方を行う。 
この検査に合格すれば、部分払い金の支払いを行い、部分指定
部分の引渡しが行われる。 

○ ○ 

契約書第３９条 
 

技術検査要領 
第２第２項 
 

中
間
技
術
検
査 

当該工事の主要工種を考慮（不可視となる工事の埋戻しの前
等、設計図書との整合を確認しておき、できるだけ手戻りを少
なくする等の目的で、受注者に対する中間時点における"技術指
導"の意味合いを持つ）し、工事施工の途中段階で行われる検
査。 
会計法上の検査は行わず、技術検査のみを行う。検査結果が設
計図書と適合するものであっても、代価の支払いや引渡しはな
い。 
当該検査は、契約図書で予めこの検査を実施する旨を明記して
おき、発注者が必要と判断した時に行うものである。（ただし、
検査日については工事工程との調整もあることから受注者の意
見も聞いて決めることとなる。 

※ ○ 

技術検査要領 
第２第３項 
（※既済部分検査
と兼ねる場合は会
計法上の検査も行
う。） 
検査技術基準 

完
成
後
技
術
検
査 

総合評価方式やＶＥ提案方式等による提案事項について、工事
完成後一定期間経過後に、契約に基づく性能規定、機能が確保
されているかどうかを確認する検査。 
性能規定等による契約では、完成検査時にその性能・機能等確
認することはできないため、工事完成後一定期間経過後の時点
で契約に基づき性能規定の検査（履行の確認）を行うことにな
る。 
ただし、工事目的物そのものは工事完成後に通常の完成検査に
より、引き渡しは行われ、対価の支払いは行われる。 

 ○ 

技術検査要領 
第２第３項 
技術検査基準第５
条 

 

 
                        

  

（参考法令等） 
ⅰ）「会計法」 第 29 条の 11 第２項 
ⅱ）品確法 第７条第１項（発注者の責務） 
（参考資料） 
１）「土木工事監督技術基準（案）にかかる重点監督について」（平成 11 年 3 月国土交通省） 
２）「公共事業の品質確保のための監督・検査・工事成績の手引き－実務者のための参考書－」（平成 22 年７

月国土交通省） 
３）「地方整備局土木工事技術検査基準（案）」（平成 18 年 3 月国土交通省） 
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部
分
使
用

検
査 

【監督職員による検査（確認を含む）】 
工事目的物の全部または一部の完成前において、発注者がこれ
を使用する必要が生じた場合に行う検査。 
検査の結果、適合が確認されれば、発注者は請負者の承諾を得
て部分使用することになる。この場合、使用部分は引き渡しを
行わないので、代価の支払いはないが使用部分に関して双方で
文書による確認をしておく必要がある。 

－ ※ 

契約書第３４条 
（※中間技術検査
による検査（確
認）でも良い。） 

 
【地方整備局土木工事技術検査基準（案）】  

（中間技術検査） 
第４条 中間技術検査は、当初契約金額１億円以上かつ工期が 6 ヶ月以上の工事、或いは局長又

は分任官工事にあっては事務所長が必要と認めた工事を対象として実施する。ただし、単純工

事（維持、除草、除雪、区画線、植樹管理等）は実施しない。 
２ 中間技術検査の実施は、完成、既済（完済を含む）部分の検査時期、及び当該工事の主要工

種を考慮し、施工上の重要な変化点である段階確認の実施時期等で行うことを原則とする。 
３ 実施回数は、原則２回実施するものとし、その工事の重要度に応じて実施頻度を増減で

きるものとする。なお、既済部分検査を兼ねることができるものとする。 
出典）上段：「公共事業の品質確保のための監督・検査・工事成績の手引き－実務者のための参考書－」 

   （平成 22 年 7 月国土交通省） 
下段：「地方整備局土木工事技術検査基準（案）」（平成 18 年 3 月国土交通省） 
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【指針本文】 

（公共工事に従事する者の労働環境の改善） 
労働時間の適正化、労働・公衆災害の防止、賃金の適正な支払、退職金制度の確立、

社会保険等への加入など労働条件、安全衛生その他の労働環境の改善に努めることに

ついて、必要に応じて元請業者及び下請業者の指導が図られるよう、関係部署と連携

する。 

こうした観点から、元請業者に対し社会保険等未加入業者との契約締結を禁止する

措置や、請負代金内訳書への法定福利費の明示、社会保険等未加入業者を確認した際

に建設業許可行政庁又は社会保険等担当部局へ通報すること等の措置を講ずることに

より、下請業者も含めてその排除を図る。 

下請業者や労働者等に対する円滑な支払を促進するため、前金払の速やかな実施や

支払限度額の見直し等による前金払制度の適切な運用、中間前金払・出来高部分払制

度や下請セーフティネット債務保証事業又は地域建設業経営強化融資制度の活用等に

より、元請業者の資金調達の円滑化を図る。 

既に中間前金払制度を導入している場合には、発注者側からその利用を促すこと及

び手続の簡素化・迅速化を図ること等により、受注者にとって当該制度を利用しやす

い環境の整備に努める。 

地域における建設業の担い手を中長期的に確保するためには、他の産業と遜色のな

い休日取得ができる労働環境の確保のため、土日を休日とする週休２日工事の実施に

取り組むなど、週休２日の取得を推進し、施工条件等を考慮しつつ、その取組の質の

向上に努めることが重要である。 

受注者へ熱中症対策や寒冷対策の実施、快適トイレの設置、ICT 建設機械等の積極

的な導入などを促し、安全衛生のさらなる確保や、省人化を含む作業の効率化等を図

る。 

労働環境の改善に関して、建設業法においては、国土交通大臣が、建設業者に対し

て、建設工事の請負契約の締結の状況や、労働者の適切な処遇を確保するための措置

の実施等について必要な調査を行い、その結果を公表することが規定され、品確法に

おいては、国が公共工事の請負契約の締結の状況や、下請負人等が講じた公共工事に

従事する者の能力等に即した評価に基づく賃金の支払、休日の付与等に関する実態の

調査を行うとともに、これを踏まえた必要な施策の策定及び実施に努めることが規定

された。発注者はこれらの内容に留意するとともに、施策の実施等に当たって必要な

協力に努める。 
 

【解 説】 
 ○ 労働条件、安全衛生その他の労働環境の改善   ⅰ）１）２）３）４）５）６）７）  

労働条件、安全衛生その他の労働環境の改善については、基本方針において、以下のとおり定め

られている。 
【労働条件、安全衛生その他の労働環境の改善】 

第１ 公共工事の品質確保の促進の意義に関する事項 
 （中略） 
 また、公共工事の品質確保に当たっては、公共工事等の受注者のみならずその下請業者と

して工事を施工する専門工事業者や調査等を実施する者、これらの者に使用される技術者、
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技能労働者等がそれぞれ重要な役割を果たすことから、これらの者の能力が活用されるとと

もに、賃金、労働時間、休日その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境が改善されるよ

うに配慮されなければならない。さらに、発注者と受注者間の請負契約のみならず下請業者

に係る請負契約についても、対等な立場で公正に、市場における労務の取引価格、健康保険

法（大正１１年法律第７０号）等の定めるところにより事業主が納付義務を負う保険料（以

下「法定福利費」という。）等を的確に反映した適正な額の請負代金及び適正な工期又は調査

等の履行期で締結され、その代金ができる限り速やかに、かつ、労務費相当分については現

金で支払われる等により誠実に履行されるなど元請業者と下請業者の関係の適正化が図られ

るように配慮されなければならない。 
これらに加えて、将来にわたる公共工事の品質確保のためには、より一層の生産性の向上

が必要不可欠である。また、技術開発並びにその成果の普及及び実用化の推進がされるとと

もに、開発された技術が新たな技術として活用されることも必要である。このため、価格に

加え、工期、安全性、生産性、脱炭素化に対する寄与の程度等の要素を勘案して総合的に価

値の最も高い資材、機械、工法等（新たな技術を活用した資材、機械、工法等を含む。以下

「総合的に価値の最も高い資材等」という。）の採用、公共工事等に関する技術の研究開発の

推進や、調査等、施工、検査、維持管理の各段階における情報通信技術の活用（ データの適

切な引継ぎ及び効果的な活用を含む。）等の i-Construction の推進等を通じて建設生産プロセ

ス全体における生産性の向上を図る必要がある。また、脱炭素化に向けた技術又は工夫が活

用されるようにも適切に配慮するとともに、新たな技術の活用が価格のみを理由として妨げ

られることのないように配慮する必要がある。 
出典）「公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的な方針」 

(令和 6 年 12 月閣議決定） 
 
国土交通省では、発注工事に関し「建設産業における生産システム合理化指針」に沿った建設産

業における生産システムの合理化が図られるよう、受注者に対し、その周知に努めることとして

おり、設計図書（現場説明書）に当該指針の順守に関する事項を記載することにより、受注者の指

導の徹底を図っている。 
【建設労働者の雇用条件等の改善】  

建設業者は、建設労働者の雇用・労働条件の改善等を図るため、安定的な雇用関係の確立や

建設労働者の収入の安定等を図りつつ、少なくとも別表 2 に定める事項について措置するもの

とする。 
また、発注者から直接建設工事を請け負った建設業者は、建設労働者の雇用の改善等に関する

法律及び労働安全衛生法の遵守、労働者災害補償保険法に係る保険料の適正な納付、適正な工

程管理の実施等の措置を講じるとともに、その建設工事におけるすべての受注者が別表 2 に定

める事項について措置するよう指導、助言その他の援助を行うものとする。 
別表２（雇用・労働条件の改善に関する部分のみ抜粋） 

（１）建設労働者の雇入れに当たっては、適正な労働条件を設定するとともに、労働条件を明示

し、雇用に関する文書の交付を行うこと。 
（２）適正な就業規則の作成に努めること。この場合、一の事業場に常時 10 人以上の建設労働

者を使用する者にあっては、必ず就業規則を作成の上、労働基準監督署に届け出ること。 
（３）賃金は毎月 1 回以上一定日に通貨でその全額を直接、建設労働者に支払うこと。 
（４）建設労働者名簿及び賃金台帳を適正に調製すること。 
（５）労働時間管理を適正に行うこと。この場合、労働時間の短縮や休日の確保には十分配慮す
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ること。 
出典）「建設産業における生産システム合理化指針」（平成 3 年 2 月国土交通省） 
 
 
 
 
 
 
 
 
                        

  

（参考法令等） 
ⅰ）基本方針 第１（公共工事の品質確保の促進の意義に関する事項） 
（参考資料） 
１）「建設産業における生産システム合理化指針」（平成 3 年 2 月国土交通省） 
２）「発注者・受注者間における建設業法令遵守ガイドライン」（平成 23 年 8 月（最終令和 6 年 12 月）国土交

通省） 
３）「建設業法令遵守ガイドライン」（平成 19 年 6 月（最終令和 6 年 12 月）国土交通省） 
４）「平成 25 年度建設業法令遵守推進本部活動結果等について」（平成 26 年 4 月国土交通省） 
５）「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」（平成 24 年 7 月国土交通省） 
６）「もっと女性が活躍できる建設業行動計画」（平成 26 年 8 月国土交通省・建設業５団体） 
７）「技能労働者への適切な賃金水準の確保について」（平成 25 年 3 月国土交通省） 
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また、発注者と受注者との間の取引において、建設業法に照らし、受発注者はどのような対応を

とるべきか、また、どのような行為が不適切であるかを明示した「発注者・受注者間における建設

業法令遵守ガイドライン」を策定している。 
【発注者・受注者間における建設業法令遵守ガイドラインの概要】   

 
出典）「発注者・受注者間における建設業法令遵守ガイドライン」（平成 23 年 8 月（最終令和 6 年 12 月）国土
交通省） 

 
さらに、元請負人と下請負人との関係に関して、どのような行為が建設業法に違反するかを具

体的に示すことにより、法令の不知による法令違反行為を防ぎ、元請負人と下請負人との対等な

関係の構築及び公正かつ透明な取引の実現を図ることを目的とした「建設業法令遵守ガイドライ

ン」を策定している。 
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【元請負人と下請負人間における建設業法令遵守ガイドラインの概要】  

 
出典）「建設業法令遵守ガイドライン」（平成 19 年 6 月（最終令和 6 年 12 月）国土交通省） 

 
こうした建設業法令遵守や元請下請関係の適正化に関する取組の一つとして、国土交通省各地

方整備局等に建設業法令遵守推進本部が設置されており、令和 6 年度建設業法令遵守推進本部活

動方針において、技能と労働者の資金原資である労務費の確保とその行き渡りのラメの措置が講

じられたことを踏まえ、建設 G メンをはじめとした法令遵守に関する活動を進めていくことが記

載されている。 
【令和 6 年度建設業法令遵守推進本部活動方針】  

１．建設Ｇメンの実地調査 
① 運用方針 
建設Ｇメンの実地調査は、広く取引実態を把握した上で、その後の改善指導等に繋げてい

く観点から、特定の規模の工事や建設業者、時期に限定することなく、業界全体を対象に実

施していく。その上で、実地調査をより効率的に行うため、書面調査を大幅に拡大し、そこ

で把握した疑義情報や、「駆け込みホットライン」に寄せられた通報を活用して、違反の疑い

のあるものを優先して実施し、注意喚起などの改善指導を行っていく。また、確度の高い疑

義情報を収集すること等を目的に、下請Ｇメン等と連携を図り、取組をより効果的に行って

いく。 
実地調査により違反のおそれを把握した場合には、建設業許可部局による強制力のある立

入検査等に繋げていくなど、運用の工夫を行いながら、実効性を確保していく。 
② 主な調査内容 
これまで、注文者による指値発注や一方的な請負代金の減額など、総価としての請負代金

に係る不適正な取引行為について、主に調査を行い、その改善を図ってきている。 
他方、令和５年１１月に「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」（内閣官
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房・公正取引委員会）が策定されており、労務費の価格交渉について、注文者と受注者のそ

れぞれが採るべき行動・求められる行動が１２の行動指針として示されている。例えば、注

文者に対しては、受注者から取引価格の引き上げを求められた場合には、協議のテーブルに

つくことなどが採るべき行動として示されているが、特に、注文者が本指針に沿わない行為

をした場合、独占禁止法上問題となりうるため、本指針に基づいた適切な対応が強く求めら

れている。 
また、改正建設業法が公布され、国が示す「適正な労務費の基準」を著しく下回る見積り

や、当該基準を著しく下回ることとなる額への変更依頼・請負契約の締結が禁止されるとと

もに、資材価格等の高騰に伴う請負代金変更に係る協議ルールの整備など、技能労働者の賃

金原資である労務費の確保とその行き渡りのための措置が講じられた。新たに措置されたこ

れらのルールの施行を見据え、当該ルールに係る取引実態を先行的に調査するとともに、新

ルールを踏まえた適切な対応、不適当な取引の改善を強く求めていく必要がある。 
加えて、本年４月から、建設業に対する時間外労働規制の適用が始まった。今後は、長時

間労働の是正はもとより、週休２日（４週８休含む）の確保をはじめとした、適正な工期設

定による建設業の働き方改革を推進していく必要がある。以上を踏まえ、今年度、建設Ｇメ

ンの実地調査は、請負代金、労務費、工期の３点に重点をおいて、発注者、元請負人、下請

負人に対して、主に以下について調査をし、不適当な取引に対して改善指導等を行うことに

より、取引の適正化を図っていく。 
なお、実地調査の対象工事において、建設資材業者や運送事業者などの建設工事の関連事

業者との取引がある場合には、できる限りその内容も調査するとともに、適切な配慮を呼び

かけていく。 
（１） 適正な請負代金・労務費の確保 
技能労働者の適正な賃金水準を確保していくためには、その前提として、発注者・元請間、

元請・下請間のいずれにおいても、適正な請負代金による契約が不可欠である。 
注文者が、自己の取引上の地位を不当に利用して、請負人と不当に低い請負代金で契約す

ることは禁止されているが、これに加え、今後、改正建設業法により、建設業者が「適正な

労務費の基準」を著しく下回る労務費で見積りを行うことや、注文者が当該基準を著しく下

回ることとなる労務費への変更を依頼し、契約をすることが禁止される。 
そのため、労務費の交渉に係るこれらの新たなルールの施行を見据え、建設業者が注文者

に提出した労務費の見積りの算出根拠や算出した見積額が不適当な金額となっていないか、

注文者が労務費の見積額の変更を依頼した場合には当該変更後の労務費の算出根拠、当該算

出した見積額が不適当な金額となっていなか等について確認を行う。また、総価としての請

負代金が不当に低くなっていないか、見積りから請負代金の決定に至るプロセスにおいて、

指値発注など注文者が自己の取引上の地位を不当に利用していないかについて確認を行う

とともに、新たなルールについて周知をし、適切な対応を呼びかけていく。 
また、昨年１０月から、インボイス制度が開始されている。これまでも、元請負人が、免

税事業者である下請負人との取引において消費税相当額を一方的に減額することや、元請負

人が下請負人に課税事業者への転換を要請し、それに応じて転換したにもかかわらず、元請

負人が下請負人と協議することなく、一方的に単価を据え置くことは、建設業法や独占禁止

法上問題となりうる旨周知してきている。実地調査においては、元請負人に、こうした不適

正な取引行為がないかを確認するとともに、改めて、下請負人との取引にあたっては、消費

税相当額の取引価格への反映の必要性等について十分に協議を行うことなどについて周知

する。 
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（２） 適切な価格転嫁 
労務費を含めた適切な価格転嫁による適正な価格設定を行うためには、請負契約の当事者

が対等な立場で価格交渉を行うとともに、元請負人は、直接の取引先である下請負人が再下

請負人との取引において適正な価格を設定すべき立場にあることを意識しながら価格交渉

に臨むことが重要である。 
労務費の価格交渉については、「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」にお

いて、注文者及び受注者それぞれが採るべき行動・求められる行動が１２の行動指針として

示されていることを踏まえ、これらの行動が適切に採られているかを確認するとともに、注

文者が指針に沿わない行動をしていた場合には、独占禁止法に抵触するおそれがあることか

ら、必要に応じて、公正取引委員会に情報提供を行う。 
また、契約締結後に、下請負人の責めに帰さない理由により、施工に必要な経費が上昇し

た場合などは、元請負人と下請負人で適切に請負代金の変更協議を行い、価格転嫁を行う必

要があることから、当該変更協議の実施状況や、変更協議を申し出るための請負代金の変更

規定が設定されているか否か等の確認を行う。 
さらに、改正建設業法により、資材価格の高騰等を踏まえた転嫁協議を円滑化するため、

請負代金変更の協議ルールが整備されたことを踏まえ、受注者から注文者に対する変更協議

の申出の状況や、申出を踏まえた注文者の変更協議への対応状況等について確認を行うとと

もに、新たなルールについて周知をし、適切な対応を呼びかけていく。 
 

出典）「令和 6 年度建設業法令遵守推進本部活動結果等について」（令和 6 年 7 月国土交通省） 
 
社会保険等への加入を徹底するためには、技能労働者を雇用している下請企業等が、保険料を

払うための法定福利費を適切に確保していくことが必要不可欠であり、国土交通省をはじめとす

る関係者が一体となって、各専門工事業団体が作成した標準見積書の活用等による法定福利費を

内訳明示した見積書の普及に取り組んでいる。 
【標準見積書を活用した法定福利費の確保】  

 
出典）国土交通省作成資料 
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【完全週休 2 日（土日）の実現等の多様な働き方への支援】 

 
出典）「令和７年度 国土交通省 土木工事・業務の積算基準等の改定」（令和 7 年 2 月国土交通省） 

 
女性も活躍できる現場環境の整備は、男女問わず誰もが働きやすく活躍できる現場づくりにつ

ながることから、女性の更なる活躍を目指す「もっと女性が活躍できる行動計画」にも現場環境の

整備を位置づけ、官民挙げた取組を推進することとしている。 
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【女性活躍推進に関する新計画策定について（案）】 

 
【「新計画策定委員会」－会議体の構成について－】 

  
出典）「建設業における女性活躍推進に関する新計画策定のための委員会」 

（令和元年 7 月(第 1 回）国土交通省・建設業５団体※１・建設産業女性活躍推進ネットワーク※２） 
※１（一社）日本建設業連合会、（一社）全国建設業協会、（一社）全国中小建設業協会、（一社）建設産業

専門団体連合会、（一社）全国建設産業団体連合会 
※２ 女性活躍を推進する団体間の交流や情報共有することを目的としたネットワーク 
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【女性の定着促進に向けた建設産業行動計画】 

 
出典）「女性の定着促進に向けた建設産業行動計画～働きつづけられる建設産業を目指して～Plan for 

Diverse Construction Industry where no one is left behind」（令和 2 年 1 月国土交通省） 
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 ○ 元請業者に対し社会保険等未加入業者との契約締結を禁止する措置   １）   

国土交通省では、社会保険等未加入対策について、元請業者だけでなく、下請業者も対象に含め

て取り組んでいる。 
具体的な手法は、以下のとおりである。 
・契約上の義務として元請業者に対し社会保険等未加入業者との契約締結を禁止し、違反した

場合は、元請業者に対し、制裁金の請求や、指名停止、工事成績評定の減点の措置を講ずる。 
・社会保険等未加入業者を確認した際に、加入指導を実施し、又は建設業許可行政庁又は社会保

険等担当部局へ通報する。 
 

【国土交通省における社会保険等未加入対策】（再掲） 

 
 

出典）国土交通省作成資料 
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また、一次下請業者の社会保険等の加入状況の確認方法については、施工体制台帳や再下請負

通知書における「健康保険等の加入状況」欄により確認している（下請業者に変更があった際に

は、これらの文書を速やかに提出するよう求め、加入状況を確認している）。 
【施工体制台帳の確認】  

 
出典）国土交通省作成資料 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                        
（参考資料） 
１）「発注者と建設業所管部局が連携した建設業者の社会保険等未加入対策について」 

（平成 26 年 5 月国土交通省） 
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 ○ 下請業者や労働者等に対する円滑な支払を促進   １）２）３）４）５）  

総務省及び国土交通省は、各地方公共団体に対し、下請業者や労働者等に対する円滑な支払の

促進に資する前金払・中間前金払の導入・拡大の促進について、以下のとおり要請している。 
【前金払・中間前金払の導入・拡大の促進】 

建設企業が公共工事を円滑に実施するためには、当該建設企業が着工に必要な人員・資機材

等を円滑に確保できるよう、前金払（中間前金払を含む。以下同じ。）を適切に実施することが

重要であることから、未導入の団体については早急にその導入を図り、導入済の団体について

も支払限度額を見直すとともに、会計法等の規定により前金払をすることができる工事につい

ては、受注者である建設企業の意向も踏まえ、できる限り速やかに前金払を行うほか、中間前

金払制度の手続の簡素化・迅速化など、前金払の迅速かつ円滑な実施に努めること。 
出典）「公共工事の円滑な施工確保について」（令和 6 年 12 月総務省・国土交通省） 

 
【前金払の活用】  

 
 

出典）国土交通省作成資料 
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 ○ 中間前金払制度   ５） 

「中間前金払制度」とは、工期の２分の１を経過していること、工程表によりその時期までに実

施すべき工事が行われていること、既に行われた工事に要する経費が請負代金額の２分の１以上

に達することを発注者が認定し、発注者が当初の前払金に加え、請負代金額の２割以内の前払金

を追加支出する制度である。 
国土交通省では、中間前金払に係る手続の簡素化・迅速化に取り組んでいる。 

【中間前金払に係る手続の簡素化・迅速化】 
 

(１) 「公共工事の代価の中間前金払に係る認定等の取扱について」(昭和 47 年７月 25 日建設省

会発第 634 号)における認定資料としては、工事請負契約書（「工事請負契約書の制定につい

て」（平成７年６月 30日付け建設省厚契発第 25号）の別冊をいう。以下同じ。）第 11 条に

基づく履行報告書をもって足りることとする。 

(２) 設計図書の変更指示書に基づき、新規工種等の追加指示が行われていれば、当該新規工種

等の追加に係る契約書の変更が行われていなくても、当該新規工種等に係る出来高を、認定

対象とする出来高に含めることができるものとする。 

(３) 工事請負契約書第 34 条第４項に基づく中間前払金に係る認定の請求があった場合は、直ち

に認定を行い、結果を通知することとしているが、受注者が提出する資料に内容の不備若し

くは提出の遅滞があったとき又は連休期間前その他特別の事情があるときを除き、当該請求

を受けた日から遅くとも７日以内に当該通知を行うこととする。また、工事請負契約書第 34

条第３項に基づく中間前払金の支払請求があったときは、当該支払請求を受けた日から 14 日

以内に当該支払を行うことと定めているところであるが、手続の一層の迅速化に努めるこ

と。 

出典）「公共工事の代価の中間前金払及び既済部分払等の手続の簡素化・迅速化の促進について」 
（令和 2 年 3 月国土交通省） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                        

  

（参考資料） 
１）「公共工事の円滑な施工確保について」（令和 6 年 12 月総務省・国土交通省） 
２）「中間前金払制度の創設等について」（平成 11 年 2 月国土交通省） 
３）「地域建設業経営強化融資制度について」（平成 20 年 10 月国土交通省） 
４）「公共工事に係る工事請負代金の譲渡を活用した融資制度について」 

（平成 14 年 12 月（最終平成 22 年 12 月）国土交通省） 
５）「公共工事の代価の中間前金払及び既済部分払等の手続の簡素化・迅速化の促進について」 

（令和 2 年 3 月国土交通省） 
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【中間前払金制度とは】 

  
出典）「建設業者の経営支援等について 2.資金繰り対策」（国土交通省関東地方整備局 HP） 
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 ○ 出来高部分払制度   １） 

「出来高部分払制度」とは、工事の完成前に工事の出来高等に応じて短い間隔で部分払いを行

う制度である。 
国土交通省では、以下のとおり、出来高部分払制度を運用している。 

【出来高部分払方式とは】 
＜出来高部分払の目的＞ 
出来高部分払方式は、支払いの間隔が長く回数の少ない、現行の前金払方式から、受発注者

が相互にコスト意識を持ち、短い間隔で出来高に応じた部分払や設計変更協議を実施し、円滑

かつ速やかな工事代金の流通を確保することによって、より双務性及び質の高い施工体制の確

保を目指すもの。 
＜対象となる工事＞ 
 工期が１８０日を超える工事 
＜支払回数＞ 
受注者は、前金の他に出来高に応じて区切の良い時に部分払を請求できる。請求に対し、検

査職員は既済部分検査を実施する。なお、約９０日に１回の頻度で請求できる。 
＜留意事項＞ 
前金払は、請負代金額の 40％以内を分割払（当初 20％、年度内の出来高が 2 割を達成もし

くは４ヶ月経過で残り 20％以内。ただし、工期 270 日以下の工事では、4 ヶ月を 2 ヶ月に短

縮）。 

出来高部分払いのイメージ 
出典）国土交通省作成資料 
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（参考資料） 
１）「出来高部分払方式の実施について」（平成 22 年 9 月国土交通省） 
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 ○ 下請セーフティネット債務保証事業、地域建設業経営強化融資制度   １）２）３）４）  

下請セーフティネット債務保証事業及び地域建設業経営強化融資制度の概要については、以下

のとおりである。 
【下請セーフティネット債務保証事業と地域建設業経営強化融資制度】  

 
出典）国土交通省作成資料 

 
国土交通省では、これら制度を運用する上で必要となる債権譲渡に 
ついては、公共工事標準請負契約約款第 5 条ただし書に基づき認めることとしている。 

【債権譲渡】 
（権利義務の譲渡等） 

第五条 受注者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはな

らない。ただし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合は、この限りではない。 
 
注 ただし書の適用については、たとえば、受注者が第三十二条第二項の検査に合格した後に請負代金債

権を譲 渡する場合や工事に係る請負代金債権を担保として資金を借り入れようとする場合（受注者が、

「下請セーフティネット債務保証事業」（平成十一年一月二十八日建設省経振発第八号）又は「地域建設

業経営強化融資制度」（平成二十年十月十七日国総建第百九十七号、国総建整第百五十四号）により資金

を借り入れようとする等の場合）が該当する。 
 
２ 受注者は、工事目的物並びに工事材料（工場製品を含む。以下同じ。）のうち第十三条第二項の規定に

よる検査に合格したもの及び第三十八条第三項の規定による部分払のための確認を受けたものを第三

者に譲渡し、貸与し、又は抵当権その他の担保の目的に供してはならない。ただし、あらかじめ、発注

者の承諾を得た場合は、この限りでない。 
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３ 受注者が前払金の使用や部分払等によってもなおこの契約の目的物に係る工事の施工に必要 な資金

が不足することを疎明したときは、発注者は、特段の理由がある場合を除き、受注者の 請負代金債権の

譲渡について、第一項ただし書の承諾をしなければならない。 
４ 受注者は、前項の規定により、第一項ただし書の承諾を受けた場合は、請負代金債権の譲渡 により得

た資金をこの契約の目的物に係る工事の施工以外に使用してはならず、またその使途 を疎明する書類を

発注者に提出しなければならない。 注第三項を使用しない場合は、同項及び第四項を削除する。 
出典）「公共工事標準請負契約約款」（昭和 25 年 2 月（最終令和 4 年 9 月）中央建設業審議会） 
 
【公共工事に係る工事請負代金債権の譲渡を活用した融資制度】 

 建設業の資金調達の円滑化を推進するため、「公共工事に係る工事請負代金債権の譲渡を活

用した融資制度について」に基づく下請セーフティネット債務保証事業を拡充し、中小・中堅

元請建設業者が有する公共工事に係る工事請負代金債権の譲渡先に一定の民間事業者を追加

し、当該一定の民間事業者が中小・中堅元請建設業者に転貸融資を行う場合にも財団法人建設

業振興基金が債務保証を行うことができることとするとともに、転貸融資に併せて金融機関が

当該中小・中堅元請建設業者に融資を行う場合に保証事業会社が金融保証を行うことができる

こととする地域建設業経営強化融資制度を創設し、当分の間、下記のとおり実施することとし

たので、積極的に活用されたい。なお、国土交通省の直轄工事においても、このたび本制度に

係る工事請負代金債権の譲渡を認めることとしたところであるので、念のため申し添える。 
出典）「地域建設業経営強化融資制度について」（平成 20 年 10 月国土交通省） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                        

  

（参考資料） 
１）「工事請負契約書の制定について」（平成 7 年 6 月（最終令和 6 年 12 月）国土交通省） 
２）「中間前金払制度の創設等について」（平成 11 年 2 月国土交通省） 
３）「地域建設業経営強化融資制度について」（平成 20 年 10 月国土交通省） 
４）「公共工事に係る工事請負代金の譲渡を活用した融資制度について」（平成 14 年 12 月（最終平成 22 年 12

月）国土交通省） 
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【指針本文】 

（受注者との情報共有や協議の迅速化等） 
設計思想の伝達及び情報共有を図るため、設計者、施工者、発注者（設計担当及び

工事担当）が一堂に会する会議（地質調査業者、専門工事業者、建築基準法（昭和 25

年法律第 201 号）第２条に規定する工事監理者も適宜参画）を、施工者が設計図書の

照査等を実施した後及びその他必要に応じて開催するよう努める。 

BIM/CIM を適用することにより、工事に関するデータの共有・活用を容易にし、受発

注者の生産性向上の推進に努める。 

ASP 等の情報共有システムを活用し、工事関係書類の電子化に取り組むとともに、

受発注者間での作成書類の役割分担の明確化及び書類の二重作成･提出の防止などを

推進する。 

工事を円滑かつ効率的に進めるため、受発注者間における仕事の進め方として、ウ

ィークリースタンス、ワンデーレスポンス 1）を推進する。 

設計変更手続の円滑な実施を目的として、設計変更が可能になる場合の例、手続の

例、工事一時中止が必要な場合の例及び手続に必要となる書類の例等についてとりま

とめた指針 2）の策定に努め、これを活用する。 

設計変更の手続の迅速化等を目的として、発注者と受注者双方の関係者が一堂に会

し、設計変更の妥当性の審議及び工事の中止等の協議・審議等を行う会議を、必要に

応じて開催するよう努める。 

また、材料検査や出来形確認などの現場臨場を要する検査については、ウェアラブ

ルカメラ等を活用し、発注者と受注者双方の省力化の積極的な推進に努め、情報共有

が可能となる環境整備を行う。 

また、受発注者双方の省力化のため、書類の簡素化を積極的に推進する。 
             

参考 

1）例えば、「工事環境の改善 －ウィークリースタンスの取組－」「ワンデーレスポンスについて」

（国土交通省 関東地方整備局）など。 

2）例えば、「工事請負契約における設計変更ガイドライン（総合版）」（国土交通省 関東地方整備

局）など 
 

【解 説】 

 ○ 設計思想の伝達及び情報共有   １） 

国土交通省では、設計者、施工者、発注者が一堂に会する会議（三者会議）を開催し、必要に応

じて専門工事業者も適宜参画したうえで、設計思想の伝達及び情報共有に努めている。 
【三者会議の概要】 

（１）開催時期 
三者会議は、施工者が設計図書を照査した後に開催するものとする。なお、現場条件の特殊

性等に応じ、複数回開催することができる。 
（２）参加者 
設計者（管理技術者等）、施工者（現場代理人等）及び発注者とし、発注者は設計、工事発注、

工事監督の各担当の出席を基本とする。なお、必要に応じて専門の工事業者等を参加させるこ

とができる。 
（３）参加者の主な役割 
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以下①～④に関する質疑応答を通じて、参加者間の情報共有を図る。 
①設計者から、設計業務の成果品により設計意図の説明を行う。 
②発注者（設計担当）から、施工上の留意事項等の説明を行う。 
③発注者（工事発注及び工事監督担当）から、工事着手に当たっての協議調整状況や現地

条件等の説明を行う。 
④施工者から、設計図書の照査を踏まえた現場条件に適した技術提案等の説明を行う。 

出典）「土木工事における設計者、施工者及び発注者間の情報共有等について」（平成 21 年 5 月国土交通省） 
 

【三者会議】 

 
出典）「発注者責任を果たすための今後の建設生産・管理システムのあり方に関する懇談会」 

（平成 30 年 8 月国土交通省） 
 

【三者会議（イメージ）】  

 
出典）国土交通省作成資料 
 

国土交通省では、営繕工事において、設計意図の的確な反映のため、設計意図を遅延なく伝達す

る取組や生産性向上に向けた施工段階における関係者間調整の円滑化に努めている。 
  
                        

  
（参考資料） 
１）「土木工事における設計者、施工者及び発注者間の情報共有等について」（平成 21 年 5 月国土交通省） 
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○ BIM/CIM を適用  １）２） 

BIM/CIM (Building/Construction Information Modeling, Management）導入の目的は、建設事業

で取り扱う情報をデジタルデータとして統合管理することで、受発注者のデータ活用・共有を容易

にし、建設生産・管理システム全体の効率化を図ることである。 

 ３次元モデルや点群データ、GIS など、目的に応じたデータやツールを活用し、建設事業で取り扱

う情報を統合管理することで効率的に事業を進めていくことが可能となる。 

 国土交通省では、受発注者の省人化や生産性向上を目的に、令和５年度から直轄土木業務・工事に

BIM/CIM を原則適用している。 

【BIM/CIM によるこれまでの取組と今後の方向性】 

 
出典）「第 12 回 BIM/CIM 推進委員会」（令和 6 年 7 月国土交通省） 
 
 
 
 
 

 
                        

  

（参考資料） 
１）BIM/CIM 取扱要領（令和 7 年 3 月国土交通省） 
２）直轄土木業務・工事における BIM/CIM 適用に関する実施方針 
（リンク https://www.mlit.go.jp/tec/tec_fr_000158.html） 
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 ○ 受発注者間における仕事の進め方   １）２） 

国土交通省では、現場の問題発生に対する迅速な対応の実施により、問題解決の迅速化を図る

ため、受注者からの協議等に対して即日対応を基本とする取組（ワンデーレスポンス）や計画的な

工事の施工を確保しつつ、非効率なやり方の工事現場の環境等を改善するための取組（ウィーク

リースタンス）を実施している。 
 
【ワンデーレスポンス（イメージ）】 

 

出典）国土交通省作成資料 
 
【ワンデーレスポンスの実施方法】 

・基本は「即日対応」 
（１）受注者からの質問、協議への回答は、基本的に「その日のうちに」とする。 
（２）即日回答が困難な場合は、いつまでに回答が必要なのかを受注者に確認のうえ「回答期

限」を予告するなど、次の段取りができるような回答をその日のうちにする。 
（３）予告した「回答期限」を超過する場合は、明らかになった時点で速やかに受注者に新た

な「回答期限」を連絡する。 
出典）「工事監督におけるワンデーレスポンスの実施について」（平成 19 年 3 月国土交通省） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ワンデーレスポンスとは、
受注者からの問い合わせ等に対して、１日あるいは適切な期限までに対応することである。

国民

施工者 発注者

●工期短縮によるコスト縮減
●企業の経営向上

●業務能率向上

●経済効果（インフラの早期完成）
●国民満足度の向上

●施工品質の向上

●受発注者双方の意識改革
●経験や技術力の伝承

施工者
相談

回答
発注者

●目的意識の明確化（工事期間短縮が施工者、発注者、
ひいては国民に良い効果を導き出す）

●発注者と施工者の情報共有（連携強化）
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【ウィークリースタンス 実施要領（工事）】（中部地方整備局） 

・  
出典）「ウィークリースタンス実施要領（工事）」（令和 5 年 11 月国土交通省中部地方整備局） 
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 ○ 設計変更手続の円滑な実施   ３） 

国土交通省では、設計変更に伴う契約変更の取扱いや工事の一時中止に伴う取扱い等について、

受発注者間の共通の目安となるガイドラインを策定している。 
【設計変更ガイドライン・工事一時中止ガイドライン】  

 
出典）国土交通省作成資料 

 
なお、公共建築工事については、「営繕工事請負契約における設計変更ガイドライン（案）」（平成 27 年

５月（最終令和 2 年 6 月）国土交通省）を策定している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
                        

  

（参考資料） 
１）「工事監督におけるワンデーレスポンスの実施について」（平成 19 年 3 月国土交通省） 
２）「ウィークリースタンス実施要領（工事）」（令和 5 年 11 月国土交通省中部地方整備局） 
３）「営繕工事請負契約における設計変更ガイドライン（案）」 

（平成 27 年 5 月（最終令和 2 年 6 月）国土交通省） 
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 ○ 設計変更の手続の迅速化   

国土交通省では、受発注者双方が一堂に集まり、その場で変更の妥当性や工事の一時中止の判

断などを協議する会議（設計変更審査会）を開催し、設計変更の手続の迅速化に努めている。 
【設計変更審査会（イメージ）】  

 
出典）国土交通省作成資料 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・設計変更審査会とは、
設計変更の手続の透明性と公平性の向上及び迅速化を目的として、発注者と請負者が

設計変更の妥当性の審議及び工事の中止等の協議・審議等を行う取り組み

・設計変更の妥当性審議

（設計変更ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ活用）
・設計変更手続きに伴う

工事中止の判断等

設計変更、先行施工承認に反
映

・（技）副所長
・工務課長
・主任監督員
等

・現場代理人
・監理技術者
等

設計変更審査会

やりとりの例
・用地取得難航による施工方法の変更
協議
・地下水位の変更に伴う土留め工法の
変更
・天災等に伴う工事中止の判断及び中
止に伴う増加費用の協議

施工者 発注者
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【指針本文】 

１－４ 工事完成後 

（適切な技術検査・工事成績評定等） 

受注者から工事完成の通知があった場合には、契約書等に定めるところにより、定

められた期限内に工事の完成を確認するための検査を行うとともに、同時期に技術検

査も行い、その結果を工事成績評定に反映させ、受注者へ速やかに通知する。 

技術検査については、施工について改善を要すると認めた事項や現地における指示

事項を書面により受注者に通知する。 

各発注者は、工事成績評定を適切に行うために必要となる要領 1）や技術基準をあら

かじめ策定する。 

また、情報通信技術及び設計･施工におけるデジタル技術を積極的に活用し、施工中

に取得されたデータを検査にも活用することで検査書類等の簡素化や作業の効率化に

努めるとともに、必要に応じて、発注者及び受注者以外の者であって品質管理に係る

専門的な知識又は技術を有する第三者による品質証明制度や ISO9001 認証を活用して

検査等を実施する。 

工事の実績等については、コリンズを積極的に活用し、発注者間での情報の共有に

努める。 

（情報通信技術を活用したデータの適切な引継ぎ） 

工事で得られたデータは、将来の維持管理業務や調査、設計、工事等に有効活用す

るために適切に引き継ぐとともに、将来の AI 活用等によるデータ利活用環境の構築の

ため、受注者が適切な形式で保存した電子データを工事の成果品として受領し、適切

な期間保存する。その際、オンライン電子納品の推進に努めるとともに、建設事業に

おける情報共有・管理の標準的なプロセスが規定された国際規格 ISO19650 に基づく

CDE（共通データ環境）※を構築するなど、データがクラウド上で簡単にアクセスでき

る環境を構築するよう努める。 

地盤状況に関する情報の把握のための地盤調査（ボーリング等）を行った際には、

位置情報、土質区分、試験結果等を確認し、地盤情報データベースに登録するなど関

係者間で共有できるよう努める。 

 ※ Common Data Environment の略 

（完成後一定期間を経過した後における施工状況の確認・評価） 

工事の内容、地域の実情等を踏まえ、必要に応じて完成後の一定期間を経過した後

において施工状況の確認及び評価を実施するよう努める。 
 

             

参考 

1)例えば、「請負工事成績評定要領」（国土交通省）など。 
2)ビルメンテナンス業務については、「ビルメンテナンス業務に係る発注関係事務の運用に関するガイ

ドライン」（厚生労働省）を活用すること。 

 



「指針本文」についての解説 
Ⅱ．発注関係事務の適切な実施について 
１ 工事 １－４ 工事完成後 

Ⅱ－141 
 

 

【解 説】 
 ○ 工事の完成を確認するための検査、技術検査   ⅰ）ⅱ）１） 

工事検査には、会計法第 29 条の 11 第２項の規定に基づく検査（給付の完了の確認）と、品確

法第７条第１項を踏まえ、工事中及び完成時の施工状況の確認及び評価を目的とする技術検査が

ある。 
国土交通省では、工事検査を以下のとおり実施している。 

【工事検査の種類】（再掲）  

種類 目     的 
検査の位置付け 

適用 給付の完
了の確認 

技術検査 

完
成
検
査 

工事の完成を確認するための検査。 
受注者からの完成通知を受けた日から１４日以内(民法上は起算
日不算入の原則があるが、検査の時期については起算日算入と
なっている)に行う｡ 
会計法上の検査と技術検査の両方を行う。 
この検査に合格すれば、発注者から受注者へ請負代金の支払い
が行われ、工事目的物が発注者に引き渡される。 

○ ○ 

契約書第３２条 
 

技術検査要領 
第２第２項 

既
済
部
分
検
査 

既
済
部
分

検
査 

工事の完成前に代価の一部を支払う必要がある場合において、
工事の既済部分を確認するための検査。 
受注者から出来形部分等の確認の請求を受けた日から１４日以
内に行う。 
会計法上の検査を行う。 
この検査に合格すれば、部分払い金の支払いは行うが、部分払
い相当部分の引渡しは行わない。 

○ ※ 

※契約書第３８条 
第４２条 
既済部分技術検査
基準（案） 
（※中間技術検査
と兼ねることがで
きる。） 

完
成
部
分
検
査 

工事の完成前に設計図書で予め指定された部分（以下「指定部
分」という。）の工事目的物が完成した場合に当該部分を確認す
るための検査。 
受注者から指定部分の完成通知を受けた日から１４日以内に行
う。 
会計法上の検査と技術検査の両方を行う。 
この検査に合格すれば、部分払い金の支払いを行い、部分指定
部分の引渡しが行われる。 

○ ○ 

契約書第３９条 
 

技術検査要領 
第２第２項 
 

中
間
技
術
検
査 

当該工事の主要工種を考慮（不可視となる工事の埋戻しの前
等、設計図書との整合を確認しておき、できるだけ手戻りを少
なくする等の目的で、受注者に対する中間時点における"技術指
導"の意味合いを持つ）し、工事施工の途中段階で行われる検
査。 
会計法上の検査は行わず、技術検査のみを行う。検査結果が設
計図書と適合するものであっても、代価の支払いや引渡しはな
い。 
当該検査は、契約図書で予めこの検査を実施する旨を明記して
おき、発注者が必要と判断した時に行うものである。（ただし、
検査日については工事工程との調整もあることから受注者の意
見も聞いて決めることとなる。 

※ ○ 

技術検査要領 
第２第３項 
（※既済部分検査
と兼ねる場合は会
計法上の検査も行
う。） 
検査技術基準 

完
成
後
技
術
検
査 

総合評価方式やＶＥ提案方式等による提案事項について、工事
完成後一定期間経過後に、契約に基づく性能規定、機能が確保
されているかどうかを確認する検査。 
性能規定等による契約では、完成検査時にその性能・機能等確
認することはできないため、工事完成後一定期間経過後の時点
で契約に基づき性能規定の検査（履行の確認）を行うことにな
る。 
ただし、工事目的物そのものは工事完成後に通常の完成検査に
より、引き渡しは行われ、対価の支払いは行われる。 

 ○ 

技術検査要領 
第２第３項 
技術検査基準第５
条 

 

出典）「公共事業の品質確保のための監督・検査・工事成績の手引き－実務者のための参考書－」 
（平成 22 年 7 月国土交通省） 
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（参考法令等） 
ⅰ）「会計法」第 29 条の 11 第２項 
ⅱ）品確法 第７条第１項（発注者の責務） 
（参考資料） 
１）「公共事業の品質確保のための監督・検査・工事成績の手引き－実務者のための参考書－」 
（平成 22 年 7 月国土交通省） 
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 ○ 工事成績評定を適切に行うために必要となる要領や技術基準   １）２）３）４） 

国土交通省では、工事の適正かつ能率的な施工を確保するとともに、工事に関する技術水準の

向上を図ることを目的に、請負工事の工事成績評定を実施している。 
工事成績の評定点は考査項目ごとに評価を行い、基礎点（65 点）と加減点の合計により算出し

ている。 
【工事成績評定制度の概要】 

 
出典）国土交通省作成資料 

 
国土交通省では、一部の地方整備局において、市町村等における工事成績評定時の参考となる

よう、「小規模（市町村）工事成績評定要領（案）」を作成している。 
 
 

 
                        

 

（参考法令等） 
１）「請負工事成績評定要領の一部改正について」（平成 22 年 3 月国土交通省） 
２）「請負工事成績評定要領の運用の一部改正について」（平成 13 年 3 月（最終令和 6 年 3 月）国土交通省）

３）「請負工事成績評定要領」（平成 13 年 3 月（最終平成 22 年 3 月）国土交通省） 
４）「小規模（市町村）工事成績評定要領（案）」（平成 22 年 2 月国土交通省中部地方整備局） 
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【指針本文】 

（公共工事の目的物の適切な維持管理） 

公共工事の目的物（橋梁、トンネル、河川堤防、公共建築物、港湾施設等（既に完

成しているものを含む。）をいう。以下同じ。）を管理する者は、当該目的物が備え

るべき品質が将来にわたり確保されるよう、適切に点検、診断、維持、修繕等を実施

し、その際３次元データや情報通信技術の活用に努めるとともに、公共工事の目的物

の維持管理に係る計画策定、業務・工事発注準備等の各段階において、発注関係事務

を適切に実施するよう努める2）。また、権限代行による事業の整備など、公共工事の

発注者と公共工事の目的物を管理する者が異なる場合においても同様に、公共工事の

目的物を管理する者は発注関係事務を適切に実施するよう努める。 

地方公共団体において、維持管理のマンパワーやノウハウ不足の補完等を図るため

に、広域的・分野横断的な維持管理を行う際には、周辺の市町村や都道府県等との発

注者間の連携や同一の地方公共団体内部において異なるインフラを管理する関係部署

間の連携を図るなど、必要な連携体制の構築に努める。また、例えば、複数年契約、

包括発注、共同受注等の「地域における社会資本の維持管理に資する方式（地域維持

型契約方式）」の活用により地域における社会資本を支える企業の確保に努めるとと

もに、既存構造物の補修において設計段階から施工者が関与する等の「維持管理の技

術的課題に対応した方式」の活用による設計業務と施工との連携や、CM方式※等の「発

注者を支援する方式」等の活用による発注者と民間事業者との連携を図るなど、維持

管理を担う民間事業者との連携体制の構築に努める。1） 

公共工事の目的物の維持管理として行われる除雪事業における持続的な除雪体制を

確保するため、待機費用の計上や少雪時における固定的経費の計上等も含め、事業に

係る経費の精算においてその実施に要する経費を適正に計上するよう努める。 

※ Construction Managementの略 
  

            

参考 

1) 例えば、「インフラメンテナンスにおける包括的民間委託導入の手引き」（国土交通省総合政策局）

及び「維持管理等の入札契約方式ガイドライン（案）」（土木学会）を参照すること。 
【解 説】 

○ 公共工事の目的物の適切な維持管理の実施   

建築分野に関し、国土交通省では、安全性及び執務環境の確保、ストックの長期的耐用性の確

保、ライフサイクルコストの低減及び環境負荷の低減を図ることを保全の目標として、官庁施設

の保全に関する技術基準等の整備、会議・講習会の開催、実地における保全指導などの施策を実施

している。 
 

○ 地域における社会資本の維持管理に資する方式（地域維持型契約方式）  １）２） 

国土交通省では、「地域インフラ群再生戦略マネジメント（群マネ）」の取組を全国的に展開して

いくため、地方公共団体を対象に、「群マネ」の検討を行うモデル地域の公募を行い、モデル地域

を選定している。モデル地域に選定された地方公共団体については、「地域インフラ群再生戦略マ

ネジメント計画策定手法検討会（群マネ計画検討会）」及び「地域インフラ群再生戦略マネジメン

ト実施手法検討会（群マネ実施検討会）」の有識者から助言を頂きながら、検討の状況に応じて、

支援することとしている。 
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【地域インフラ群再生戦略マネジメント（群マネ）】 

 
出典）国土交通省作成資料 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                        

  

（参考資料） 
１）「インフラメンテナンスにおける包括的民間委託導入の手引き」（令和 5 年 3 月国土交通省） 
２）「維持管理等の入札契約方式ガイドライン（案）」（平成 27 年 3 月土木学会） 
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【指針本文】 

１－５ その他 

 

発注者と競争参加者双方の負担を軽減し、競争性を高める観点から、入札及び契約

に関する情報通信技術の活用の推進、書類・図面等の簡素化及び統一化を図るととも

に、競争参加者の資格審査などの手続の統一化に努める。 

【解 説】 
 ○ 入札及び契約に関する情報通信技術の活用の推進   

国土交通省では、情報通信技術活用の取組の一環として、競争性の向上、競争参加者の人件費・

移動コストの低減、重複入力等による事務負担の軽減等を図るため、平成 15 年度より電子入札を

全面実施している。 
【国土交通省電子入札システム】 

電子入札は、従来の紙による入札情報（調達案件内容）の入手や入開札までの一連の行為と制

度的に同じことを手元のパソコンからインターネットを介して行います。 これにより、場所や

時間の制約を最小限として競争参加資格確認申請から入札参加者への落札決定の通知までの業

務が電子的に実現されます。 
電子入札システムでは、暗号化技術および電子認証技術を用いインターネット利用における安

全かつ公平な電子入札の効率的な実施を実現しています。 
 
〔電子入札の効果〕 
 
・競争性の向上 

参加条件を満たす者は容易に参加でき、競争性が高まります。 
・コストの縮減 

応札者の人件費、移動コストが減少し、建設コストの縮減につながります。 
・事務の効率化 
公示、応札案件情報提供、技術提案書提出および開札行為の電子化により、事務負担の軽減及

び業務の効率化が図れます。 
出典）「国土交通省電子入札システム HP」 
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【入札契約手続を効率化する電子入札（イメージ）】  

 
出典）「電子入札パンフレット」（平成 14 年 2 月国土交通省） 
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 ○ 入札及び契約に関する書類、図面等の簡素化・統一化   １） 

国土交通省では、情報共有システム（監督職員及び受注者の間の情報を電子的に交換・共有する

ことにより業務効率化を実現するシステム）の活用により、工事帳票の処理の迅速化や工事帳票

の整理作業の軽減、検査準備作業の軽減、情報共有の迅速化等の受発注者の業務の効率化に取り

組んでいる。 
具体的には、工事の施工中において、スケジュールや工事書類の管理共有機能、決裁機能（ワー

クフロー）、電子納品データの作成支援機能等を備えたアプリケーションソフトを、インターネッ

トを通じて活用することにより、受発注者間で効率的に情報共有が可能となる。 
【情報共有システムによる業務の効率化・簡素化（イメージ）】  

 
出典）国土交通省作成資料 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                        

 

（参考資料） 
１）「土木工事・業務の情報共有システム活用ガイドライン」（令和 6 年 3 月国土交通省） 


